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はじめに

人口減少社会の到来や高度情報化、国際化の進展など、社会の急激な

変化と相まって、教育を取り巻く環境も大きく変化する中、平成25年度

は、国の「教育再生実行会議」において提言が次々となされるなど、我

が国教育の大きな改革が始まった年となりました。

こうした中、新潟県においても「個を伸ばす教育」を目標に掲げ、そ

の実現に向けて、確かな学力を育成する教育の推進や、家庭や地域と連

携した、魅力と活力ある学校づくりなどの施策に取り組んできたところ

です。

本報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、

平成25年度の本県教育の取組について、自らが点検・評価を行い、その

結果をまとめて公表するものです。

本県では、教育施策のより積極的で具体的な展開を図るため、平成26

年４月に「新潟県教育振興基本計画」を新たに策定し、現在、計画に基

づき各種施策を推進しているところですが、25年度分となる本報告書は、

従前の施策体系に基づき点検・評価を行ったものであります。

教育を取り巻く環境が年々厳しさを増しておりますが、県議会及び県

民の皆様には、県教育委員会の事務・事業の執行につきまして御理解を深

めていただき、本県教育の充実のため、さらなる御支援、御協力をお願

い申し上げます。

新潟県教育委員会
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Ⅰ 教育委員会の会議及び委員の主な活動

教育委員会は、教育行政における重要事項や基本方針を決定し、それに基づ

いて教育長が具体の事務を執行する。定例会や臨時会の会議開催のほか、必要

に応じて課題研究・意見交換のため、教育委員協議会を開催している。

また、定例会の会議録をホームページで公開するなど、県民に開かれた教育

委員会を目指している。

(ホームページアドレス http://www.pref.niigata.lg.jp/kyoiku/）

【平成25年度の活動状況】

１ 定例会開催回数 12回

議案等件数

・議案 75件

うち 条例・規則改正等 15件

人事案件 24件

その他 36件

・報告 11件

・その他 53件

２ 臨時会開催回数 ２回

３ 教育委員協議会開催回数 12回

４ 全国都道府県教育委員会連合会への参画（総会２回）

各都道府県の共通の課題を検討し、必要に応じ連合会として国への働きかけ等

の活動を行った。

５ 北部ブロック教育委員協議会への参画（１回）

北海道・東北６県・新潟県の教育委員で構成される協議会に出席し、各道県が

抱える教育課題等について協議、情報交換を行った。

６ 学校等教育関係機関の視察（３カ所）

現場の状況を実地に視察し、教育施策に反映させるための参考とした。

７ 入学・卒業・記念行事式典等への出席（13回）

生徒の姿や学校の状況を知ることができる意義ある機会として出席した。

８ 知事との意見交換（１回）

新潟県の教育の基本方針について意見交換するため、また、教育予算の要望の

ため知事と意見交換した。
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９ 市町村教育委員会の研修会への出席（１回）

市町村の教育委員を対象とした研修会へ出席し、市町村の取組事例に関する意

見交換や市町村教育委員との情報交換を行うなど委員としての研鑽に努めるととも

に、市町村教育委員会と県教育委員会との連携を強化した。

10 教員採用に係る点検（１回）

教員採用の一層の透明性を高めるため、合格者最終案と教員採用選考のプロセ

スを点検した。

＜主な点検項目＞

・判定会議を経て作成された「判定表」

・判定表作成までに至る経緯

・個別受検者に係る「評価表」「答案類」との照合 等

11 教育委員会の公開

教育委員会の情報公開を一層推進し、県民に開かれた教育委員会を目指して、

会議に付議する全ての事案をホームページで広く県民に公告するとともに、公開

分の会議録、及び非公開分の議事の結果概要をホームページで公表した。

12 教育委員が委嘱等を受けている関係団体及び役職

＜教育委員長＞ 定例会等年間開催回数９回

・（社福）新潟県共同募金会 評議員・理事 ・新潟県金融広報委員会 委員

・新潟保護司選考会 委員 ・新潟日報美術振興財団 委員

・新潟県トキ保護募金推進委員会 理事

＜教育委員＞ 定例会等年間開催回数10回

・新潟家庭裁判所委員会 委員 ・新潟県青少年問題協議会 委員

・新潟日報文化賞選考委員会 選考委員 ・新潟県私立学校審議会 委員

・（公財）新潟県肢体不自由児協会 理事

新潟県教育委員会委員名簿

区 分 氏 名

委員長 栗 田 修 行

委員長職務代理者 外 山 迪 子

委員 吉 川 美 貴

委員 山 本 和 則

委員 阿 部 尚 義

委員（教育長） 高 井 盛 雄
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Ⅱ 教育委員会の事務の管理及び執行の状況と評価

県教育委員会では、平成22年度に新潟県の将来を担う｢ひとづくり｣を進める

ため、教育基本法第17条第２項に規定する教育の振興のための施策に関する基

本的な計画である「新潟県夢おこし政策プラン」の「教育分野」に関して、今

後取り組むべき施策の推進方向を体系的に整理した。

その施策体系において、個を伸ばす教育を推進し、次代を担う人材の育成に

取り組むため、教育目標として「知性に富み、心豊かで、たくましい、活力に

満ちたひとづくり」を掲げ、具体的な施策や事業を推進していくこととしてい

る。

これらの施策を効果的に推進するため、平成25年度の県教育委員会の活動に

ついて、体系の項目に沿って、執行の状況をまとめ評価を行った。なお、評価

に当たっては、各章及び節ごとに以下の基準により、記号による４段階の評価

を実施した。

評 価
評 価 基 準

章 節

順調に達成しているもの
◎ Ａ

(施策・事業を順調に実施し、著しい成果が得られたもの)

おおむね順調に達成しているもの
○ Ｂ

(施策・事業を順調に実施し、ほぼ想定どおりの成果が得られたもの)

達成に向けて課題を残すもの
△ Ｃ

(施策・事業を実施したが、想定どおりの成果は得られなかったもの)

施策や事業の見直しが必要なもの
▲ Ｄ

(施策・事業を実施したが、ほとんど成果が得られなかったもの)



＜子どもたちの生きる力をはぐくむ教育の推進＞ 章 節

第１章　子どもたちや社会の未来を拓く教育の充実

　 １　夢と希望をはぐくむ特色ある学校づくりの推進

(1) 義務教育段階での取組 6

①　学校の設置等 6

②　学級編制等 8

③　教育課程の編成・実施 10

(2) 高等学校教育段階での取組 12

①　学校の設置・組織の整備等 12

②　教育課程の編成・実施 13

２　学ぶ意欲を高め、確かな学力を育成する教育の推進

(1) 義務教育段階での取組 14

①　学力調査と基礎・基本の定着 14

②　学習指導の充実 16

(2) 高等学校教育段階での取組 18

①　学習指導の充実 18

②　進路実現に向けた進学指導 19

③　専門教育の推進 20

④　国際理解教育の推進 21

⑤　海外修学・研修旅行実施の推進 22

⑥　入学者選抜の実施 23

３　勤労観や職業観をはぐくむキャリア教育の推進

(1) 義務教育段階での取組 24

(2) 高等学校教育段階での取組 26

４　一人一人の教育的ニーズに応える特別支援教育の推進

①　特別支援学校の充実・整備 27

②　支援体制の整備 28

第２章　豊かな人間性や社会性をはぐくむ教育の充実

１　豊かな心と社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の振興 Ｂ 30

２　豊かな心、倫理観、規範意識などをはぐくむ教育の推進

(1) 道徳教育・情操教育・ボランティア体験活動の推進 32

①　道徳教育の推進 32

②　体験活動の充実 34

③　子どもの読書活動の推進 35

(2) 人権教育、同和教育の推進　　　 36

３　子どもたちの心を支えるサポート体制の確立

(1) いじめへの対応 38

①　いじめへの対応 38

②　いじめ見逃しゼロ県民運動 41

(2) 不登校への対応 42

①　不登校への対応 42

②　相談指導体制の充実 44

(3) 非行・暴力行為への対応 46

(4) 中途退学への対応 48

４　家庭や地域の教育力の向上 Ｂ 50

５　ふるさと新潟教育の推進 Ｂ 52

● 教育施策体系及び評価一覧

評価 頁

○

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

○

Ｂ

Ｂ
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章 節

第３章　健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

１　健やかな心身をはぐくむ健康教育・体力つくりの推進

①　疾病予防の推進 54

②　学校における食育の推進 56

③　薬物や性に関する指導 58

④　児童生徒のメンタルヘルスの推進 59

⑤　体力つくりの推進 60

２　安全・防災教育の推進 Ｂ 62

第４章　子どもたちの学びを支える学校教育環境の整備

１　児童生徒や保護者の信頼に応える教職員の資質能力の向上

①　教職員の任免その他の人事 64

②　教職員研修の充実 68

③　教職員の健康管理等 70

④　教職員の多忙化解消に向けた取組 72

⑤　教員免許に係る事務 74

２　安全・安心な学校づくりの推進

(1) 学校施設の耐震改修の推進 76

(2) 学校における児童生徒の安全確保 78

①　防犯体制の充実及び通学路の安全確保 78

②　福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質への対応 79

３　教育機会の均等の確保 Ｂ 80

＜生涯にわたる「学び」「躍動」「感動」を支える基盤整備＞

第５章　生き生きと学び続ける生涯学習環境づくり

１　生涯学習環境の整備 Ａ 82

２　生涯学習機会や学習成果活用機会の充実 Ｂ 84

第６章　競技スポーツの振興

１　競技スポーツの振興 86

①　競技水準の向上 86

②　体育施設の整備 88

第７章　心に潤いをもたらす芸術文化の振興と地域文化の継承

１　芸術鑑賞機会の充実 Ａ 90

２　文化財の保護・活用 Ｂ 92

３　世界遺産登録活動の推進 Ｂ 94

評価 頁

○ Ｂ

○

Ｂ

○

○
Ｂ

Ｂ

○
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評 価
第１章 子どもたちや社会の未来を

拓く教育の充実 ○

１ 夢と希望をはぐくむ特色ある 評 価

学校づくりの推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒が充実感を味わい、自己の可能性を発揮して心豊かな学校生

活を送れるよう、家庭や地域と連携・協働し、魅力と活力のある学校づ

くりを進める。

(2) 夢の実現に向けてチャレンジする若者を育成することができる、魅力

と活力のある高等学校づくりを進める。

〔ここに注目 !！〕

・35人学級を小学校３年生に拡充

・特色ある学校づくりの取組を進めた結果、高校生活に満足している生徒の割合が

上昇

（１）義務教育段階での取組

① 学校の設置等

目 少子化の進展に伴い、小・中学校の小規模化や複式学級の増加が見込まれる状況

を踏まえ、「望ましい教育環境の実現に向けて（望ましい教育環境整備検討会議最

的 終報告・平成19年11月）」を基に市町村の学校再編計画を支援する。

望ましい教育環境整備促進事業（県単）の実施

市町村の学校再編計画を支援するため、定数措置を行った。

(1) 統合前の支援として、複式学級設置校には複式指導を解消するための常勤講

師を１年間配置した。 （Ｈ28初統合まで継続）

(2) 統合後の支援として、学校安定化のために正規教員を配置した。

（Ｈ24初統合で終了。小学校：３年間、中学校：２年間）

Ｈ25初統合した学校には、学校安定化のための正規教員を１年間配置した。

（小学校：10校、中学校：１校）

執

行

の

状

況
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◆ 統合前の支援（複式解消支援）、統合後の支援（学校安定化支援）の実施状況

は、下の表のとおりである。

（ ）は新規で内数

◆ 複式学級設置校及び複式学級数の増減は、下の表のとおりである。

〈小学校〉 〈中学校〉

【成果】◇ 引き続き、統合前支援を実施することにより、市町村の進める学校再

評 編計画を支援することができた。

価 【課題】◇ 小・中学校の統廃合数は減少傾向にあるが、今後も統廃合後の安定化

支援については、市町村からの要望が多いことから支援を継続する必要

がある。

○ 市町村の学校再編計画の進捗状況を随時確認するとともに、統合に関わる支援

の在り方を検討し、統合後支援に関わる加配定数措置など人的支援を継続する。

◆ 平成26年度初以降の統廃合予定

H26初 H27初 H28初 H29初 H30初以降

小 学 校 15校 11校 ７校 （なし） ２校

中 学 校 ４校 （なし） （なし） ５校 ４校

区分
H23 H24 H25

複式解消支援 学校安定化支援 複式解消支援 学校安定化支援 複式解消支援 学校安定化支援

小学校 ４校 20校(3) 11校 16校(5) ７校 ８校(-)

中学校 ０校 ２校(0) ０校 １校(1) ０校 １校(-)

H24 H25 増減 H24 H25  増減

学校数 520 505 -15 240 239 -1

複式学級設置校数 83 76 -7 4 4 0

設置校割合 16.0% 15.0% -1.0% 1.7% 1.7% 0.0%

学級数 4,759 4,667 -92 1,975 1,936 -39

複式学級数 162 143 -19 4 4 0

設置学級数割合 3.4% 3.1% -0.3% 0.2% 0.2% 0.0%
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② 学級編制等

目 市町村立義務教育諸学校において、学力向上のための学習指導の充実、いじめや

不登校の解消、震災からの教育の復興を図るために、学級編制の弾力化等に伴う定

的 数措置を行う。

１ 教職員の定数

「教職員定数の標準に関する法律」に基づく教職員の確保を基本に、特色ある

教育の推進など、教育の充実に配慮しながら定数確保に努め、義務教育課管轄の

学校に対する定数は、新潟市を含め15,836人であった。 （Ｈ24：16,035人）

２ 少人数学級・少人数学習

市町村教育委員会の要望を踏まえ、少人数学級や少人数学習を実施できるよう、

定数措置を行った。

(1) 小学校１・２年生で32人以下の学級編制に定数措置した。

[136校に155人措置]

(2) 小学校３年生で35人以下の学級編制に定数措置した。 [20校に20人措置]

(3) 小学校４年生少人数学級のモデル校を指定し、効果検証を実施した。

[上･中･下越各１校に３人措置]

(4) 小学校３～６年生の国語、算数、理科（一部）の授業を32人以下の少人数集

団で実施できるよう定数措置した。 [159校に178人措置]

(5) 中学校１～３年生の数学、英語、理科（一部）の授業を33人以下の少人数集

団で実施できるよう定数措置した。 [181校に435人措置]

(6) 中学校において学級編制を弾力的に扱い、加配教員を活用して少人数学級化

している学校から、その成果を聴取した。 [37校に48人措置]

３ 免許外教科担任の解消

小規模中学校の免許外教科担任を解

消するために定数措置した。

[教諭７人措置、本務校のほかに

２校を兼務]

[非常勤講師を112校に215人措置]

【中学校におけるＴＴ指導】
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４ 中越大震災・中越沖地震及び長野県北部地震への対応

中越大震災・中越沖地震及び長野県北部地震による被災地域の学校において、

児童生徒の心のケア等を実施できるよう、定数措置を行った。

[45校に50人措置]

〈震災対応の加配教員 配置校・配置数の推移〉

５ 東日本大震災による被災児童生徒の受入対応

被災した児童生徒757人（平成25年５月１日現在）を受け入れ、児童生徒の心

のケア等を実施できるよう、定数措置を行った。

[８市町村 27校に27人措置]

(Ｈ24：11市町村 41校に41人措置)

【成果】◇ 小学校４年生少人数学級モデル校の効果検証から、小学校３年生モデ

評 ル校同様、以下のような成果が見られた。

・学力面については、ワークテスト・Ｗｅｂ配信問題において、概ね全

価 国平均・県平均を上回った。

・学級集団への満足度が高く、全国平均を上回った。また、担任は、問

題が起こっても即時的確な対応ができた。

・保護者は、少人数学級について、肯定的な受け止めであった。

◇ 学級編制を弾力化して少人数学級を実施している中学校では、以下の

ような成果が見られた。

・理科、数学、英語で学習効果が上がった。

・教室内にゆとりがあり、個別指導がしやすかった。

・少人数学習のための他教室への移動がなくなり、生徒間のトラブルが

減った。

・教室内の人数が少なくストレスがかからないと感じる生徒が多かっ

た。

・生徒一人一人を丁寧に見てもらえると感じる保護者が多い。

【課題】◇ 学習面、生徒指導面で、より学校の実状に応じた定数措置を行うとと

もに、少人数学級の拡充を推進する必要がある。

○ 平成25年度より実施した小学校３年生少人数学級パイロット事業を他学年へ拡

充していく

　小学校 　中学校 計

校数 人数 校数 人数 校数 人数

H25 26 28 19 22 45 50

H24 27 33 20 27 47 60

H23 49 59 27 36 76 95

今
後
の
対
応
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③ 教育課程の編成・実施

目 自校の教育課題の解決に向けて、地域の環境や人材を生かした教育活動を一層展開す

るとともに、地域の中で、より主体的、積極的な役割を果たすことができるよう、教育

的 課程を編成・実施、改善する取組を進める。

１ 小・中学校教育課程研究推進事業

(1) 新教育課程研究集会の開催

小学校 中学校

上越地区 ８月８日 (妙高市文化ホール) ８月１日 (妙高市文化ホール)

中越地区 ８月６日 (ハイブ長岡) ７月30日 (ハイブ長岡)

下越地区 ７月８日 (県立教育センター) ７月９日 (県立教育センター)

＜研究集会の内容＞

・全体指導 新教育課程及び新しい学習評価実施上の課題についての研修

・教科等部会 新学習指導要領の趣旨を生かした実践例に基づく協議

【研究集会の様子】

(2) 教育課程研究員による研究推進

ア 県内で78人委嘱 （小学校39人、中学校39人）

イ 研修会を全４回開催 （上越地区２回、中・下越地区で各１回開催）

２ 学校評価等の充実

設置者である市町村教育委員会への指導・助言

・法令の規定による学校評価の充実

・保護者・地域の人々との共通理解と連携・協力による学校づくりの継続

・評価結果に基づく学校への支援や条件整備の実施

３ 地域の環境や人材を生かした教育活動の推進

(1) 学力向上のための地域の環境や人材の活用

(2) 地域の環境や人材を生かした年間指導計画の実施・改善
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【成果】◇ 学校評価については、小・中学校ともに100％の学校で自己評価が実施さ

評 れている。また、保護者や地域住民等による学校関係者評価は、小学校の98.1％、

中学校の96.0％で実施されている。

価 ◇ 地域住民を講師に招いて授業を行うなどの、地域住民と連携した教育活動

の実施状況は、小学校で99.7％、中学校では89.7％となっており、取組が進

んでいる。（Ｈ24 小学校99.3％ 中学校89.7％）

【課題】◇ 学校においては、自己評価結果の公表が小学校、中学校ともに100％に至

らず、学校だよりやホームページ等で広く公表するとともに、評価結果を基

に組織的、継続的に学校運営を改善していくことが必要である。

◇ 地域住民の学校行事への参加状況は、小学校では91.8％、中学校では79.3％

となり、地域と連携した教育活動が停滞している。

（Ｈ24 小学校93.1％ 中学校90.3％）

○ 地域との連携をさらに進めることにより、地域の環境や人材を生かし、地域の中で

より主体的、積極的に役割を果たす教育課程を編成・実施するよう、市町村教育委員

会を指導していく。

○ 全ての学校で学校関係者評価をさらに進めるとともに、自己評価結果の公表の徹底

と報告された評価結果に基づく課題の改善を、市町村教育委員会に指導していく。

〈地域住民と連携した教育活動の状況〉
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（２）高等学校教育段階での取組

① 学校の設置・組織の整備等

目 中学校卒業者数の大幅な減少、高等学校教育に対する生徒・保護者、地域のニーズの

多様化等を踏まえ、生徒一人一人の自己実現を図ることができる、魅力的で、特色ある

的 学校の再編・整備を進める。

１ 「平成26～28年度新潟県高等学校等再編整備計画案」の策定

平成25年までの中長期高校再編整備計画の策定以降、社会情勢の変化や教育に対す

るニーズの変化が見られることから､昨年度より「新潟県高等学校等再編整備計画案」

として、３か年分の年次計画案を毎年、策定･公表している。

２ 特色ある学校づくりの推進

(1) オンリーワンスクール・ステップアップ事業〔19校を実施校に指定〕

ア 起業家教育の推進〔３件10校〕

イ 地域と連携したキャリア教育の推進〔３件３校〕

ウ グローバル人材育成の推進〔２件６校〕

(2) 魅力ある高校づくりプロジェクト

ア 新潟中央高校音楽科 ロシアンメソッドピアノ専攻

イ 新津工業高校 日本建築科

ウ 国際情報高校 海外大学進学コース(新規)

〔参考〕所管する県立高等学校、県立中学校、県立中等教育学校

県立高等学校 本校：84校 分校：２校

県立中高一貫教育校 ７校（県立中学校：１校 県立中等教育学校：６校）

【成果】◇ 計画に沿って再編整備が進められ、満足度や中途退学率で成果が得られた。

評 ・「入学した学校が入りたい学校であった」と答えた高校１年生の割合上昇

（Ｈ17 60.8% → Ｈ24 63.6% → Ｈ25 64.4%）

価 ・「高校生活に満足している」及び「どちらかと言えば満足している」と答え

る高校２年生の割合上昇（Ｈ17 64.4% →Ｈ24 77.4% →Ｈ25 79.9%）

・中途退学率の改善 （Ｈ17 1.6% →Ｈ24 1.2% →Ｈ25 1.1%）

【課題】◇ 新たな高校再編整備計画を策定するとともに、特色ある学校づくりをさら

に進める必要がある。

○ 少子化に伴い中学校卒業者数が大幅に減少する見込みであり、今後は全県的な視野

に立ち、３年分の「再編整備計画案」に加え、約10年分の中長期的な再編整備計画案

を策定する必要がある。

○ 全国の中学生・保護者から選ばれる「魅力ある高校づくりプロジェクト」の取組を

引き続き推進する。また、「オンリーワンスクール・ステップアップ事業」の取組の

充実を図り、その成果を全県の学校へ伝播し、特色ある学校づくりを一層進める。
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基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

69.3% 77.4% 79.9% 80%

【関連指標１】

高校生活に満足している生徒の割合

（高校２年生）

実績値
目標値
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② 教育課程の編成・実施

目 新しい学習指導要領を基準とし、全ての学校において適正に教育課程が編成、実施さ

的 れることを目的とする。

１ 教育課程の編成

新しい学習指導要領を基準として、全ての学校の教育課程を点検・調査し、必要に

応じて改善指導を実施した。

年間授業時数は、週30時間×年間35週＝1,050時間以上確保することとしており、

全ての学校で、週当たり31時間以上の授業が行われている。

〔参考〕県立高校（全日制、本校・分校別）、県立中等教育学校（後期課程）の状況

(1) 週当たりの授業時数

年 度 週35時間以上 週34時間 週33時間 週32時間 週31時間 週30時間

Ｈ 31校 ９校 19校 21校 ５校 ０校
25 (36.5%) (10.6%) （22.4%） (24.7%) (5.9%) (0.0%)

Ｈ 28校 12校 18校 19校 ８校 ０校
24 (32.9%) (14.1%) （21.2%） (22.4%) (9.4%) (0.0%)

※各学校最大学科の第１学年の教育課程により調査

(2) 年間授業時数と教科時数の推移

年 度 年間授業時数 教科時数(内数) ※ 教科時数とは、年間授業時数のうち

学校行事等の活動時間を除いた時間
H25(計画) 1198.1 1125.6

H24 1195.2 1122.3

２ 学習評価の実施

教育水準の向上と授業改善を図るため、教科研究員による教育課程に関わる教員研

修を行うとともに、平成25年度「多様な学習成果の評価手法に関する調査研究事業」

（文部科学省事業）に取り組んだ。

【成果】◇ ＰＤＣＡサイクルの結果に基づき、適切な教育課程を編成し、全ての学校

評 で、シラバスを作成、公表するとともに、学習評価と学習指導の一体化に取

り組み、授業改善が図られた。

価 ◇ 各学校では、時間をかけて充実した学習活動が行われた。

【課題】◇ 生徒の進路希望等を踏まえて、特色ある教育課程を編成するとともに、更

なる授業改善を進める必要がある。

○ 各学校が地域や学校の実態、生徒の心身の発達段階を考慮した上で、特色ある教育

課程を編成、シラバスを活用した観点別の学習評価と学習指導の充実に努めるよう指

導し、教育内容の一層の向上と確かな学力の育成を目指す。

今
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２ 学ぶ意欲を高め、確かな学力を 評 価

育成する教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒一人一人の学ぶ意欲を高め、基礎的・基本的な知識及び技能

を習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判

断力・表現力を育成する。

(2) 生徒一人一人に確かな学力や専門的な知識・技能を身に付けさせ、将

来において自己実現可能な力をはぐくむ。

〔ここに注目 !！〕

・全国学力・学習状況調査で小学校６年生の成績が全国平均を大きく上回る
・大学進学率が48.1％と2.４ポイント上昇

（１）義務教育段階での取組

① 学力調査と基礎・基本の定着

目 児童生徒一人一人が学習内容を確実に身に付けることができるよう、各種学力調査の

的 結果を分析するとともに、学力向上推進システム活用事業等の有効活用を図る。

１ 学力調査の実施

(1) 平成25年度全国学力・学習状況調査(全数調査：全国調査)

ア 期日 平成25年４月24日に実施

イ 対象 小学校６年生対象 国語、算数

中学校３年生対象 国語、数学

ウ 内容問題等の補助資料及び分析シート等を作成し、県内全ての小・中学校に

配付した。

(2) 全国標準学力検査（抽出調査：県単独）

ア 期日 平成25年５月中に実施

イ 対象 小学校６年生対象 国語1,066人、算数1,066人

中学校３年生対象 国語894人、数学871人、英語906人

２ 学力向上推進システム活用事業

(1) Ｗｅｂ配信集計システムによる定着度診断及び授業改善支援

〈Ｗｅｂ配信集計システムＨＰトップページ〉 〈中学校数学科における診断問題例〉

ア 参加状況 小・中学校の99.5％（小学校100％ 中学校98.3％）

イ 診断問題、結果の解説・サポート問題の配信（５～３月（計20回配信））

ウ 定着状況の改善に資する補充、新たな分野での発展問題の配信（計４回）

エ 実施時の正答率を入れ授業改善に資する過去問題の配信
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(2) リーフレット「分かる授業づくり」の作成

平成19～25年度全国学力・学習状況調査結果及び平成25年度Ｗｅｂ配信集計シ

テムの入力結果を分析し、県全体の成果と課題及び授業改善のポイントをリーフレ

ットにまとめ、各市町村教育委員会、全小・中学校に配付した。

(3) 学力向上パートナー事業・研修会支援事業を、希望する市町村に指導主事を派遣

して実施し、管内の学校を継続的に指導・支援した。

[17市町村へ43回派遣] （Ｈ24 11市町村へ34回派遣）

(4) 「学力向上特任指導主事」を県立教育センターに配置し、中学校数学に関わる学

力向上対策プロジェクトを燕市と連携して取り組んだ。

【成果】◇ 全国学力・学習状況調査では、小学校においては国語、算数とも全国の平

評 均正答率を大きく上回った。

【課題】◇ 中学校では、燕市との連携による取組で一定の成果がみられるものの、全

価 国との平均正答率の比較において、国語はほぼ全国平均と同程度であるが、

数学は依然、低下傾向にあり、数学の学力向上が喫緊の課題である。

〔参考１〕全国学力・学習状況調査 小学校６年生 全国学力・学習状況調査 中学校３年生

※ 縦軸の０は全国値とする。

※ 平成23年度の全国学力・学習状況調査は、東日本大震災の影響を受け、見送りとなったため、実績値はない。

〔参考２〕 全国標準学力検査結果（偏差値）小学校６年生 全国標準学力検査結果（偏差値）中学校３年生

○ 「Ｗｅｂ配信集計システム」をさらに充実し、診断問題や分析結果等、指導改善の

ための情報提供に努め、各学校の授業改善の取組を支援していく。

○ 中学生の数学の学力向上に向けて、効果的な取組事例を全県に周知し、普及させて

いく。
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基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

51 51 50 52

目標値
実績値

【関連指標２】

全国標準学力検査結果
（小・中偏差値平均）

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

75.9% 77.8% 78.1% 80%

目標値

「授業が分かる」児童生徒の割合

（小・中）

実績値
【関連指標３】
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② 学習指導の充実

目 主体的に学習に取り組む態度を養い、思考力・判断力・表現力を育むために、各教科

等において授業の工夫・改善に努めるとともに、個に応じた指導や体験的学習の充実を

的 図る。

１ 学力向上推進フォーラム

全国学力・学習状況調査、及び過去３年間のＷｅｂ配信問題等を活用した学力実態

の把握とそれに基づいた「分かる授業」づくりの取組及び成果に関わる事例紹介、学

習指導要領の趣旨を生かした国語、算数・数学、英語におけるワークショップを行い、

学力向上を推進する諸方策について協議することにより、市町村や各学校における取

組の一層の充実を図った。

・６月４日 佐渡市トキのむら元気館 佐渡地区 41人

・６月７日 柏崎市立教育センター 中越地区（長岡、柏崎等） 70人

・６月10日 胎内市産業文化会館 下越地区（村上,新発田等） 85人

・６月12日 県立教育センター 中越下越地区（燕、五泉等） 85人

・６月14日 南魚沼市役所大和庁舎 中越地区（十日町市、魚沼等） 107人

・６月19日 見附市文化ホールアルカディア中越地区（長岡、三条等） 107人

・６月21日 上越市教育プラザ 上越地区 113人

【学力向上推進フォーラムの様子】

２ 中学校複数担任制等推進事業（中規模中学校16校、Ｈ24、25の２年単位の指定）

(1) 実践校に１人の教員を加配し、少人数指導や補充学習等をとおして、学習支援が

真に必要な生徒の基礎・基本の確実な定着と中学校生活の充実を図った。

(2) 実践校の成果を義務教育課ホームページに掲載して周知を図った。

３ 小学校課題別パイロット事業（１年単位の指定）

小学校に課題別の人的配置を行い、本県の学校教育の重要事項である学力向上及び

生徒指導などに関わる課題の解消を図った。

４ 小学校理科専科教員の活用

より専門性の高い理科教員を配置し、主に高学年に対して、観察・実験などの学

習活動の充実を図った。 [県内８校に１人ずつ配置]
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行
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５ 外国語教育推進事業

小学校外国語活動と中学校英語科の円滑な接続を目指し、小学校外国語活動担当者

及び中学校英語担当者の指導力向上を図るため、県内全ての小・中学校を対象とする

研修を実施した。

・７月30日 県立教育センター 下越地区 76人

・８月１日 上越地域振興局 上越地区 54人

・８月５日 刈羽村ラピカ 中越地区 62人

・８月７日 長岡市教育センター 中越地区 93人

【成果】◇ 全ての小・中学校を対象に学力向上推進フォーラムを実施し、学力向上を

評 図るための授業改善について指導、協議したことにより、学習指導要領の理

解を深め、趣旨の周知を図ることができた。

価 ◇ 授業の工夫・改善に向けた取組については、児童生徒のつまずきを踏まえ

た授業構想により、目的を明確にした学び合いを取り入れるなど、「学ぶ楽

しさ」「分かる喜び」が実感できる授業づくりの必要感を高めた。

◇ 中学校複数担任制等推進事業、小学校課題別パイロット事業をとおして、

個別支援の機会を増やし、児童生徒の授業に対する意識を高揚させた。

【課題】◇ Ｗｅｂ配信集計システム等を活用し、全校体制で学力向上に取り組む必要

がある。

◇ 児童生徒の家庭学習習慣確立のために、家庭との連携を図る必要がある。

〈確かな学力の向上を図るために、活用した方法〉 〈中学校において小学校外国語活動

活用した方法 小学校 中学校 との円滑な接続を図るための取組

問題解決的な学習の実施 91.1 ％ 79.3 ％
を実施した割合〉

体験的・操作的な学習の実施 90.1 ％ 69.0 ％ 割合

個別指導の充実 97.2 ％ 92.5 ％ 実施した 99.4％

意欲的な学習のための教材開発 83.2 ％ 81.6 ％ 実施しなかった 0.6％

（平成25年度教育課程の編成・実施状況調査から）

○ 全小・中学校を対象に「学力向上推進フォーラム」を引き続き毎年開催する。特に、

校内研修の進め方についての研修を実施し、全校体制で授業改善を実現できるように

する。

○ グローバル人材育成のため、小・中学校外国語担当教員を対象とした研修会や小・

中・高等学校が連携した取組などに一層力を入れていく。

○ 児童生徒の学習習慣の定着のため、引き続き家庭と連携して家庭での学習の習慣化

を図っていく。
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（２）高等学校教育段階での取組

① 学習指導の充実

目 入学直後の新入生の進路意識の啓発、学習習慣の形成を図る。

継続的意識啓発による進路意識の深化を促し、早期の進路目標の確立を図る。

的 進路目標に対応した学力を身に付けさせ、高校卒業時の進路実現を支援する。

１ 学習習慣の形成及び学習意欲の喚起

(1) 新入生学習習慣形成支援（集中学習指導）の実施 （17校）

(2) 大学における教育・研究内容等の講義体験の実施 （17校）

(3) 大学教授を招聘した講義、講演、実験・実習等（高大連携事業）の実施（14校）

２ 生徒の実態に即した指導方法の改善

(1) 進学指導充実セミナー （年２回 50校）

進学者の割合の多い学校の英語、地歴・公民の教諭が、教科指導の工夫・改善と

学力向上の方策について協議した。また、外部講師による講演を行った。

(2) 学力向上対策協議会 （年２回 40校）

学力向上を目指す学校の英語、国語の教諭が、教科指導及び学力向上に向けた具

体的な対策を協議した。また、外部講師による講演を行った。

３ 各教科等研究協議会等

(1) 教科研究員研修 （18部会 参加者50人）

学習指導要領改訂に伴う新教育課程の実施に向けた研究を行った。

(2) 各教科等研究協議会 （10部会 参加者589人）

新学習指導要領の趣旨・内容について周知を図り、協議を行った。

【成果】◇ 高校入学直後から進路意識を醸成し、大学で学ぶ意義を理解させる取組を

評 行うことにより、「将来就きたい職業を決めている（Ｈ23からは「具体的に

考えている」）」と答える高校２年生の割合が上昇している。

価 [「将来就きたい仕事を決めている（H23からは「具体的に考えている」）」

と答える高校２年生の割合］

Ｈ21 69.4% → Ｈ24 75.2% → Ｈ25 76.3%

◇ 学力の向上に向けた授業改善を図るために、各学校において学習指導上の

課題を踏まえた研修を行った。

【課題】◇ 確かな学力を身に付けさせるために、学校全体として組織的な指導体制を

さらに充実させる必要がある。

◇ 教材開発や指導力の向上を引き続き推進する必要がある。

○ 進路目標に対応した学力を身に付けさせ、高校卒業時の進路実現を支援するために

教員対象の各種研修会、協議会の内容を充実させる。

○ 確かな学力を育成するために、引き続き、入学直後からの進路意識啓発や、集中学

習指導、講演会等を行う。

今
後
の
対
応
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② 進路実現に向けた進学指導

目 進路希望の実現のために必要な学ぶ意欲、確かな学力を育む。

的

１ 大学で学ぶ意欲を喚起するため、大学教授による専門的な講義、講演、実験

・大学講義体験 （17校） ・高大連携事業 （14校）

２ 学力向上を目指した学習会（ﾁｬﾚﾝｼﾞｾﾐﾅｰ）

新潟県や日本のリーダー、県の医療を支える

ことを志す生徒の学力向上を図るための学習会

・参加生徒：夏248人（新潟･長岡･上越）

春 98人（新潟）

（Ｈ24 夏114人 春106人）

３ 教科指導力向上を目的とした教員研修 【チャレンジセミナー in Summerの様子】

最新入試問題等の分析及び教材等の作成をとおして、教科指導力と、生徒の進路実

現に向けた授業実践力の向上を図る。

・参加教員：31校54人 （国語、数学、英語、物理、化学）

４ 新潟大学医学部医学科体験講座

医学部医学科に進学し県の医療を支えようという気概をもつ生徒に対し、医学へ

の興味関心を高め、意欲向上を図るとともに、医学科を志す仲間作りの契機とする。

・参加生徒：県立高校１､２年生及び県立中等教育学校４､５年生の58人

【成果】◇ 平成26年春の大学等進学率は、48.1％（前年比2.4ポイント増）となり、

評 現役の国公立大学進学者数は2,423人である。また、現役・浪人を合わせた

医学部医学科への進学者数は、106人となった。
価

〈国公立大学への進学者数（現役）及び医学部医学科への進学者数〉

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

国公立大進学者数（進学率） 2,501人(11.8%) 2,284人(10.6%) 2,423人(12.1%)

医学部医学科進学者数（うち現役） 113人 (45人) 106人 (51人) 106人 (44人)

※Ｈ26の国公立大進学者数には、長岡造形大学への進学者を含む。

◇ 教員による教材等作成研修会の内容の充実を図り、国語、数学、英語の成

果は校内研修で活用し、理科の成果は科学の甲子園県予選の問題として活用

することができた。また、生徒対象の夏のチャレンジセミナーでは、開催地

区を増やすなどして、参加生徒数が前年度と比べて２倍以上に増加した。

【課題】◇ 生徒一人一人が第一志望とする大学等に進学できるよう、キャリア教育を

基盤とした組織的な取組が必要である。また、本県の抱える医師不足という

課題を踏まえ、医学部医学科への進学者数を増加させる必要がある。

○ 生徒一人一人が第一志望に合格できるような学力向上の取組を行う必要があり、ま

た本県が抱える医師不足という課題を踏まえて、引き続き医学部医学科体験講座を実

施するなど、意識啓発に努める。
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③ 専門教育の推進

目 生徒に実践的な技能・技術や知識、伝統的な技能等を習得する機会を与え、主体的に

進路選択ができる力を育成するために、地域や産業界と連携した体験的な学習、先端的

的 な研究を推進する。

１ デュアルシステム

（10～12日間、11校、92人）

※デュアルシステム：学んでいる専門教科に関係する

業務を行う企業で一定期間取り組む現場実習

２ ものづくり技能・技術の伝承

（年間10時間、８校）

３ 企業と学校のネットワークづくり

（年間２回、８校）

４ ＩＣＴ技術の充実による創造性の育成

（ロボット製作研究、８校）

５ 教員の指導力の向上（２人、１年間）

(1) 新潟職業能力開発短期大学校電気エネルギー制御科

テーマ 電気エネルギー制御

(2) 新潟県立三条テクノスクール メカトロニクス科

テーマ 各種工作機械等による技能・技術習得

６ 県立専門高校メッセ（平成21年度から）

・期日：８月７日 会場：新潟市体育館

・参加者961人：中学生、中学校教員、保護者等

専門高校生が中学生・保護者等へ学習の成果を発

表し、実習等の体験学習の指導を行うことにより、専門学科の理解を深める機会

とするとともに、中学生の進路選択の一助とした。

【成果】◇ 技術力向上へ向けた生徒への動機付けが進み、旋盤、溶接、電気工事、建

評 築大工などに関する技能検定や各種資格取得に向けた取組が進んでいる。

３級技能検定の合格者数（括弧内２級）

価 Ｈ24 292人（20人） → Ｈ25 243人（17人）

◇ 平成25年度第８回若年者ものづくり競技大会建築大工部門（20歳未満の専

門学校生等が対象の大会）で、新津工業高校生が準優勝した。

◇ 専門高校メッセに来場した中学生や保護者等の高い肯定的評価

進路を考えるうえで｢参考になった｣｢やや参考になった｣ 97.1％

【課題】◇ デュアルシステムを充実させ、高度な専門知識や実践的な技術・技能を有

する人材を育成し、職業への理解の深化や職業意識の醸成を図る必要がある。

○ 今後も、デュアルシステム等の参加校や生徒数の拡充に努め、実践的な技能・技術

や高度な専門的知識、伝統的な技能等を習得させる。また、職業への理解を深めさせ、

地域産業を担う人材を育成するとともに、生徒の自主性や他者と協力・協働できる能

力等を醸成する。
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④ 国際理解教育の推進

目 英語による実践的コミュニケーション能力と、国際理解・国際協調の精神を身に付け

的 た、国際社会で活躍できる人材を育成する。

１ イングリッシュセミナーの実施

・期日：８月22日～23日 参加生徒：163人（30校）（Ｈ24 115人（29校））

・会場：アオーレ長岡

２ スピーチコンテストの実施

(1) 予選 10月12日

・会場及び参加生徒数

上越・中越：柏崎エネルギーホール

22人（９校）[Ｈ24 25人（11校)]

下越・佐渡：県立新潟高等学校

32人（12校）[Ｈ24 31人（13校）］

(2) 本選 11月４日 【スピーチコンテストの様子】

・会場及び参加生徒数

県立生涯学習推進センター 18人（10校）（Ｈ24 19人（９校））

３ 高校生の留学促進事業（文部科学省事業）

海外へ留学する経費の一部を補助する。

留学期間 １年 対象生徒 ４人

【成果】◇ イングリッシュセミナーでは、参加人数が昨年の約1.4倍と大幅に増加し

評 た。他校の生徒たちと協力しながら英語によるコミュニケーション能力を高

めることができた。

価 ◇ スピーチコンテストは、人前での発表によりプレゼンテーション能力が向

上するだけでなく、他の参加者から大きな刺激を受けることで、さらに広い

視野を持つことができ、英語学習へのモチベーション向上へとつながってい

る。

【課題】◇ グローバル人材の育成のため、語学力に加え、国際社会に通用する思考力

や表現力を高めていくことが重要である。

○ グローバル人材育成のため、その基本となる英語力育成を推進する。

○ 英語によるコミュニケーション能力や国際理解の重要性を生徒に再確認させるため、

イングリッシュセミナーやスピーチコンテストについて、積極的な参加を促す。

○ 海外研修や海外インターンシップにより国際感覚の養成を目指す高校等を継続的に

支援する。

○ 県内大学に留学している大学生を高等学校等に招致し、様々な活動を通じて英語に

よるコミュニケーション能力を高める。
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⑤ 海外修学・研修旅行実施の推進

目 海外の文化に触れさせることで生徒の知見を広めさせ、将来、国際社会で活躍できる

人材を育成する。

的 東アジアとの交流拡大の基盤づくりを図るため、中国・韓国等への研修旅行の推進に

より、生徒間交流などをとおした相互理解を進める。

また、参加を希望する生徒が、海外研修に参加できる機会を設ける。

高校生東アジア派遣・研修推進事業

各専門高校や地区の学校合同での研修旅行を企画するなど、生徒が希望すれば海外

を経験できるよう、学校の枠を超えて海外研修に参加できる環境整備を図った。（費

用は自己負担）

・合計５回

(商業部会、農業水産部会、新潟中西東地区、工業部会、長岡・魚沼・上越地区)

・合計25校 61人参加 （平成24年度 合計３回14校40人）

【成果】◇ 平成22年度から高校生東アジア派遣・研修推進事業を立ち上げ、新潟空港

評 を利用しての海外修学旅行・研修旅行が定着してきた。高校時代に海外を経

験し、視野を広げることの意義も周知されてきている。平成25年度は、新規

価 の旅行先への研修旅行も含め実施校数は増加した。

Ｈ24:92校中27校が実施 → Ｈ25:90校中45校が実施

【課題】◇ 海外修学・研修旅行の実施校数の割合が50.0％であり、目標の80％との差

が大きい。

◇ 高校生東アジア派遣・研修旅行については、より多くの生徒が参加できる

ような計画作りが必要である。

◇ 海外修学旅行については、国際情勢を考慮し、生徒の安全確保を第一とし

た旅行計画を策定する必要がある。

○ 海外での研修を希望する生徒のためにも、「高校生東アジア派遣・研修推進事業」

の周知を徹底するとともに、充実した支援整備を行う。

○ 海外へ行き見聞を広げることは、教育的には非常に意義あることである。生徒の安

全の確保のためにも、関係部局と連携しながら新たな旅行先を含めた海外の情報を提

供していく。
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基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

11.7% 29.3% 50.0% 80%

目標値
実績値

【関連指標４】

県立高等学校等における海外修学・

研修旅行の実施校数の割合
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⑥ 入学者選抜の実施

目 新潟県としての課題や時代の要請等を踏まえて、特色ある学校づくりを進めるため、

県立学校の学校・学科の再編整備計画を推進することにより、募集学級数や募集定員を

的 定め、入学者選抜検査を適正に実施する。

１ 県立中学校、高等学校、中等教育学校の入学者選抜

(1) 募集学級の発表 10月24日（定例教育委員会）

(2) 県立中学校、県立中等教育学校の入学者選考検査の実施 １月11日

(3) 県立高校の入学者選抜検査の実施

推薦選抜 ２月12日

学力検査 ３月11日

二次募集 ３月24日

(4) 平成26年度公立高等学校入学者選抜の概要

課 程 全日制 定時制

募 集 学 級 405 24

募 集 定 員 16,180 845

合 格 者 数 等 受検者数 合格者数 受検者数 合格者数

推薦選抜 2,402 3
内 2,619 3

特別推薦(内数） （115）

訳 一般選抜 14,956 13,351 642 630

２次募集 121 116 75 74

２ 平成27年度からの公立高等学校入学者選抜の改善について

平成25年９月に全県の中学１、２年生に選抜制度の概要を示したリーフレットを配

付し、また、平成26年３月に、各学校・学科ごとの選抜方法等を各中学校に通知した。

改善方針（主な変更点）

(1) 特色化選抜

現行の特別推薦選抜を整理、拡充し、「特色化選抜」を実施する。

(2) 一般選抜

現行で実施している学力検査の他に、必要に応じて学校独自検査を実施するなど、

選抜方法を工夫し、学校裁量を拡充する。

(3) 海外帰国生徒等特別選抜

一般選抜及び欠員補充のための２次募集において、数学、英語、作文及び面接等

による受検を可能とする。

評 【成果】◇ 平成26年度入学者選抜については、適正に実施された。また、現状の成果

と課題を踏まえ、平成27年度入学者選抜の改善の趣旨や選抜の概要を周知し、

価 制度改革に向けての準備ができた。

【課題】◇ 新制度の円滑な実施に向けて、準備を進める必要がある。

○ 入学者選抜を、今後も適正に実施する。
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３ 勤労観や職業観をはぐくむ 評 価

キャリア教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 自らの在り方生き方を考えて具体的な進路目標を定め、自分の進路希

望を実現していくことができるよう、キャリア教育を推進する。

(2) 勤労観や職業観を身に付け、社会人・職業人として自立していくこと

ができるよう、小・中・高等学校で一貫したキャリア教育を推進する。

〔ここに注目 !！〕

・地域に根ざすキャリア教育推進事業により、全県の学校でキャリア教育が展開

（１）義務教育段階での取組

目 実践的・体験的な活動をとおして、児童生徒の社会的・職業的自立に向け、必要な知

識、技能、態度等を育てるよう、キャリア教育を推進する。

的 〔小学校〕 働くことや夢をもつことの大切さを理解させ、自己及び他者への積極的な

関心を高める。

〔中学校〕 将来の生き方や働き方について考えさせるとともに、目標を立てて計画的

に取り組む態度を育成し、進路を選択・決定する能力を高める。

１ 地域の資源を生かした職場見学、職場体験活動

・小学校における職場見学の実施 62%（Ｈ24： 63%）

・中学校における職場体験の実施 98%（Ｈ24：100%）

２ 年齢や価値観の異なる多様で幅広い他者との交流

・「性別、年齢、個性、価値観等が異なる他者と協働する活動」の状況

小学校 80%（Ｈ24：78%） 中学校 69%（Ｈ24：69%）

・社会人やOBを招聘しての講演会等

小学校 48%（Ｈ24：48%） 中学校 80%（Ｈ24：79%）

・進学先の学校への体験入学や学校訪問

小学校 97%（Ｈ24：97%） 中学校 98%（Ｈ24：94%）

３ 地域に根ざすキャリア教育推進事業

平成22年度に作成したモデルプログラムを基にしたキャリア教育を全県に展開する

ため、市町村教育委員会の取組を支援したほか、キャリア教育推進ステーションを運

営し、地域協議会等の立ち上げ支援や小中高の連携体制整備支援及び学校と企業等関

連機関とのコーディネートなどを行った。

(1) キャリア教育推進ステーション（県立教育センター内）の運営

ア 新潟県キャリア教育推進会議 ８月６日、２月10日に開催

イ にいがたキャリア教育フォーラム ８月31日に開催 431人参加

ウ 産業界との連携

・Ｗｅｂサイトに「新潟っ子をはぐくむキャリア教育協力団体一覧」を掲載

エ キャリア教育に関する教職員研修

・管理職研修を実施。義務教育課指導主事が資料を配付し指導
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(2) キャリア教育取組支援

新たに補助金により支援した事業

・三条市 （33校）：三条を誇りに思う児童生徒の育成

・新発田市（34校）：地域と小・中学校の連携

・小千谷市（13校）：生き方を学ぶキャリア教育

・見附市 （12校）：ふるさと見附を愛し、夢と志を持つ子どもを育てる「心柱教育」

・村上市 （29校）：職場体験学習の充実によるキャリア教育

・糸魚川市（21校）：自己理解・自己管理能力の育成とキャリアプランニング能力の育成

・五泉市 （15校）：社会的・職業的自立に必要な基盤となる能力や態度の育成

・阿賀野市（15校）：体験的な活動を組織化したキャリア教育

・南魚沼市（25校）：地域と一体となり地域に根を張るキャリア教育

・出雲崎町（ 2校）：地域学習をとおして郷土愛を育み、自らの生き方を考える教育

・粟島浦村（ 2校）：自立してたくましく生きる能力の育成～社会性の伸長を中核として～

・阿賀町（9校）：よりよい人間関係づくりを学び、多様な生き方について考える児童の育成

(3) 小中高連携協議会の開催

・産業界と連携したキャリア教育を

系統的に推進するため研修会を開催

上・中・下越・佐渡会場

計４回開催 395人参加

【キャリア教育小中高連携協議会でのグループ協議】

【成果】◇ キャリア教育取組支援の対象として新たに12市町村を指定し、普及・振興

評 を図った。その結果、「郷土愛」「基礎的・汎用的能力」を育む取組を、３年

間をとおして全県の学校で展開することができた。

価 ◇ 従来の教職員研修に加えて管理職を対象とした研修を実施した結果、全校

体制でキャリア教育を推進する必要性を共通理解することができた。

【課題】◇ 職場見学や職場体験の重要性は認識され定着している。今後は、全教育課

程でのキャリア教育の推進、職場体験活動実施日数の延伸が必要である。

◇ ふるさと教育等、郷土への愛着や誇りを育む取組が推進されているが、一

層の充実、工夫改善が必要である。

○ 各種研修会等において、「郷土愛」「基礎的・汎用的能力」育成の視点を取り入れた

キャリア教育年間指導計画の整備を呼びかけるとともに、文部科学省「中学校職場体

験ガイド」に基づき、職場体験活動を延伸するよう働きかける。

○ 郷土を理解し、郷土に貢献しようとする意欲を育成するため、郷土や職業に関する

視聴覚資料等を作成･配布し、各学校での活用を推進する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）
目標値

実績値
【関連指標５】

「将来就きたい仕事のイメージをもって

いる」と答える生徒の割合（中学２年

生）

67.2% 71.2% 68.8% 80%以上
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（２）高等学校教育段階での取組

目
生徒が自らの在り方や生き方を考え、未来を切り拓く力を身に付けるよう支援する。

的

１ 高校生活ブリッジング事業

・新入生進路意識啓発講演会（84校）

２ 進路目標確立支援事業

・上級学校見学（28校） ・企業見学（42校） ・インターンシップ（40校）

３ 進路目標達成支援事業

・進路指導改善協議会（年２回）

４ キャリア教育推進事業

・キャリアアップサポーターの配置（７校、１日５時間、週５日）

・キャリアアップセミナーの開催（12校、１・２年対象、クラス単位）

・キャリア教育研究指定校（１校）

５ 進路指導における中核的役割を担う教員の配置（文部科学省事業）

・高等学校就職支援教員の配置（４校、４人）

６ 公共職業安定所等の関係機関と連携した取組

・キャリア探索プログラム、職場見学、社会人セミナー等

７ 地域キャリア教育支援協議会設置促進事業（文部科学省事業）

・協議会を設置、地域産業界の状況等の情報共有

・普通科高校のインターンシップを推進

【成果】◇ 「将来就きたい仕事について具体的に考えている」と答える生徒の割合が

評 75%を超えるなど、生徒一人一人が、将来を見とおして自らの生き方や価値

観にふさわしい進路を主体的に考えるようになった。

価 ◇ 職業への理解やふるさとへの愛着を深めるため、インターンシップなどの

体験的学習や、地域の人材を活用したセミナー等の取組を充実させた。

〔参考〕公立高等学校卒業者のうち進学も就職もしなかった者の割合の変化

Ｈ24（3月末）：3.6％ → Ｈ25（3月末）：2.9％ → Ｈ26（3月末）：2.8％

【課題】◇ 上級学校卒業後の将来を見据えた普通科におけるキャリア教育を充実させ

る必要がある。

◇ ３年以内離職率が依然として高い水準にある。（平成22年３月卒業生の新

潟県離職率41.0%、全国平均39.2%）

○ 生徒一人一人が主体的に進路を選択できるよう、支援を一層充実させる。

○ 生徒自らが将来を設計することのできる力を身に付けさせるとともに、確かな学力

と職業観を育てる取組を引き続き行う。

○ 学校から社会・職業への円滑な移行が行われるよう、産業界のニーズの把握に努め

るとともに、各種事業及びキャリア教育を一層充実させ、就職のミスマッチの防止を

図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

69.4% 75.2% 76.3% 80%以上

目標値
実績値

【関連指標６】

「将来就きたい仕事について具体的に考えている」

と答える生徒の割合（高校２年生）

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

95.7% 100% 100% 100%

【関連指標７】

インターンシップ等を実施している

学校の割合（高）

実績値
目標値
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４ 一人一人の教育的ニーズに応える 評 価

特別支援教育の推進 Ａ

＜目指すもの＞
ノーマライゼーション※の理念のもと、障害のある幼児児童生徒の自立

や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、一人一人
の教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、学習上又は生活上の困難
を克服し自立を図るために、適切な指導や必要な支援を行う。

※ノーマライゼーション；障害のある者もない者も同じように社会の一員として社会活動に参加し、
自立して生活することのできる社会を目指すという理念

〔ここに注目 !！〕

・職業学級の第１期卒業生38人中37人が企業就労

① 特別支援学校の充実・整備

目 高等部を希望する生徒が増加傾向にあることから、「地域の子どもは地域で学び育て

る」及び「高等部教育の希望者全員を受け入れる」を基本に、全県的視野から計画的に

的 整備を推進するとともに、幼児児童生徒の障害の重度化・重複化、多様化に対応し、個

々の教育的ニーズに応じた教育を推進する。

１ 学校の開校及び学級の新設

・糸魚川、十日町、南魚沼の３市で市立特別支援学校開校（設置認可と運営支援）

・見附市立見附特別支援学校に高等部普通学級設置（設置認可と運営支援）

２ 医療的な配慮の必要な児童生徒に対する医療的ケア

・対象児童生徒が在籍する全ての学校に学校看護師を配置 [12校19人]

（Ｈ24：12校20人）

３ 職業教育の推進

・職業教育の充実を目的に、生徒の技能を客観的に評価する職業技能検定を実施（導

入２年目）。清掃業に関する検定を実施 142人が受検（Ｈ24：95人）

・職業教育に重点を置いた職業学級を、知的障害特別支援学校高等部３校に平成23年

度から設置し、第一期生が卒業。

【成果】◇ ３市における市立特別支援学校の設置により、特に高等部入学希望者が増

評 加傾向にある知的障害特別支援学校高等部の整備が推進された。

◇ 職業技能検定の受検者は検定導入の昨年度より増加した。職業教育への取

価 組の強化、生徒の学習への目的意識や意欲、就労分野の拡大につながるとと

もに、障害者雇用に関わる社会への理解啓発を促す機会となっている。

◇ 職業学級の第一期生の卒業生38人のうち37人が企業に就労した。

【課題】◇ 今後も、市町村との連携を図った計画的な高等部整備、生徒の希望や力に

応じた進路実現を図るための職業教育の推進・充実が必要である。

○ 数年先を見据えた高等部進学希望者の推計に努め、希望者全員を受け入れるべく学

校整備の推進を図る。平成26年度は、村上特別支援学校いじみの分校分教室の開設、

小千谷市立特別支援学校の開校を予定している。

○ 職業技能検定は、今後、接客サービス等の検定職種も加えるなど一層の充実を図る。

○ 職業学級３年間の取組を分析評価し、その設置拡大に向けた検討を行う。
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② 支援体制の整備

目 各地域における障害のある幼児児童生徒の実態を踏まえて、特別支援学級や通級指導

教室の計画的な配置に努めるとともに、適切な指導及び必要な支援を行う体制を整備す

的 る。また、障害のある子どもが地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに

生きる上で、障害のない子どもとの交流及び共同学習をとおして相互理解を図る。

１ 特別支援学校のセンター的機能の実績 〈特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室における在籍者数及び利用者数の推移〉

・教育相談件数：5,281件 （Ｈ24：4,937件）

研修会：開催回数106回 計4,328人参加
（Ｈ24：70回3,135人）

２ 特別支援学級の設置

・小学校29学級、中学校18学級

計47学級新設 → 全県で計1,164学級

３ 通級指導教室の設置

・２教室新設（上越市、長岡市）

→ 全県で計109教室

〈Ｈ25年度 特別支援学級設置状況〉 〈Ｈ25年度 通級指導教室設置状況〉

校種 小学校 中学校 発達障害 45

地域区分 設置数 設置校率※ 設置数 設置校率※ 言語障害 53

上越管内 158 74％ 60 97％ 難 聴 11

中越管内 303 77％ 156 91％ 全県計 109

下越管内 148 82％ 76 80％

新 潟 市 179 85％ 84 91％

計 788 81％ 376 88％

※ 設置校率：管内の全小学校数、全中学校数のうち

特別支援学級設置の学校数の割合

４ 健康で安全な学校づくりの推進

・障害の重度化・重複化、多様化に対応した

個々の児童生徒の健康安全に関わる支援体 【交流及び共同学習の様子】

制の整備と職員研修を実施した。(各特別支援学校)

・宿泊を伴う学校行事実施に関するガイドライン(義務教育課作成)を基に特別支援学

校各校は実施マニュアルを作成し、それに基づいた安全な学習の実施に努めた。

５ 発達障害児等についての緊急・困難事例支援のための「発達障害等総合サポート事

業」の推進

(1) 事業の目的

小・中学校等に在籍する発達障害児等についての緊急・困難事例等に対応し、総

合的な学校支援・保護者支援を図る。

(2) 事業の実績

サポートチームの市町村への派遣と専門家を招聘した定期ケース会議の開催（３回）

相談件数：456件(Ｈ24：21件)、サポートチーム派遣：10件（Ｈ24：８件）
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６ 高等学校における支援体制の充実

(1) 地域の特別支援学校が計画する特別支援教育コーディネーター養成研修に高等学

校のコーディネーター等が参加（県立特別支援学校10校が計24回開催。参加163人）

(2) 高等学校の特別支援教育コーディネーター養成のための研修を実施

（「個別の指導計画」の作成と活用等の研修）

(3) 県立堀之内高等学校をモデル校として校内支援体制の整備・充実、支援の在り方

等について専門機関と連携しながらキャリア教育の実践を実施（文部科学省事業）

(4) 特別な支援を必要とする生徒への適切な指導及び支援体制の拡充を図るため、臨

床心理士を特別支援教育支援員として県立高等学校５校に配置（Ｈ24より継続）

７ 「特別支援教育に関する実践研究充実事業」（特別支援教育の充実に資するため、

特別支援教育に関する教育課程の編成等の実践的な研究を行う）の実施（文部科学省

新規事業）

県立新潟盲学校を指定校として、平成24年度の指定研究として実践した「小・中

学校との交流及び共同学習」を継続実施し、校内組織体制の整備、ＩＣＴを活用した

効果的な支援の在り方などを研究し、児童生徒の居住地における実践、学校の近隣の

小・中学校との実践をまとめ、その成果を県内の学校等へ発信した。

【成果】◇ 高等学校においては、特別支援教育支援員の配置により、教職員研修会や

評 延べ約1,400人の教育相談が実施されるとともに、「個別の指導計画」の作成

がさらに進んだ。

価 ◇ 本県全体の小・中学校と特別支援学校等との交流及び共同学習は、実績値

が増加しており、各学校における実践が進んでいる。

◇ 総合サポート事業への相談依頼やサポートチーム派遣が昨年度よりも増加

しており、本事業に対する学校現場の期待がさらに高まっている。

【課題】◇ 小・中学校における発達障害通級指導教室の新設・増設要望が増加してお

り、ニーズに応じた計画的な設置拡充が必要である。

◇ 高等学校においては、校内委員会を中心とした支援体制のさらなる充実や、

「個別の指導計画」の活用などが必要である。

○ 特別支援学校が行う、地域の小・中・高等学校等への教育相談支援、市町村教育委

員会との連携による人材育成や専門性向上のための研修の一層の充実を図る。

○ 総合サポート事業は、今後も緊急に対応すべき内容と継続支援の内容を検討し、学

校及び保護者支援の充実を図るとともに、学校や市町村の対応力向上のための支援を

推進する。

○ 地域事情や児童生徒の実態を把握し、市町村からの設置要望を基に、全県的視野で、

特別支援学級、通級指導教室の適切な設置を推進する。

○ 高等学校における特別支援教育支援員活用事業により、「個別の指導計画」の活用

に向けた教員研修など、特別支援教育の推進を図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

81.8% 93.2% 97.0% 100%

目標値
実績値

【関連指標８】

特別支援学校等との交流及び共同学

習の実施校率（小・中）
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３ 道徳教育総合支援事業の推進

研究推進校の実践成果をまとめたリーフレットを配布し、県内の全小・中学

校、特別支援学校、高等学校等に普及啓発

・研究推進校の公開授業への参加者 217人（183人）

・県内の全ての小・中・特別支援学校・高等学校にリーフレットを配布

【成果】◇ 一部数値に減少があるものの約９割以上の学校で道徳の授業の公開や

評 地域と連携した活動への参加など、地域ぐるみによる心の教育に取り組

む体制が図られている。

価 道徳教育用郷土資料の活用状況

平成25年度「新潟県小・中学校教育課程の編成・実施状況調査」

【課題】◇ 豊かな人間性を育む道徳の授業の工夫を図るため、家庭や地域社会と

連携した活動等の充実、｢私たちの道徳｣及び郷土資料の効果的な活用を

促す必要がある。

○ 道徳教育の全体計画及び年間指導計画の作成についての指導・助言、授業改善

に関する情報提供を通じて、「私たちの道徳」や「道徳教育用郷土資料※」の効

果的な活用を促すとともに、活用状況の把握に努める。

○ 平成25年度における研究推進校の研究成果や優れた取組に関する情報をまとめ

たリーフレットを県内の小・中・高等学校に配付し、12年間の視点での校種間

及び家庭・地域連携による道徳教育の推進を図る。

※「道徳教育用郷土資料」：県内各地の民話や伝説、郷土の文化や産業及び福祉発展に尽くした人々の伝記や逸話

などを集め、県教育委員会で刊行した郷土資料集。小学校低学年用「いのちのアサガオ」、中学年用「ひろくん

のにじ」、高学年用「いのちをかがやかせて」、中学校用「生命の詩」がある。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校用

「生命の詩」

小学校高学年用

「ひろくんのにじ」

小学校中学年用

「ひろくんのにじ」

小学校低学年用

「いのちのアサガオ」

全ての学級で使用 一部の学級で使用 使用しなかった

65.8％

68.4％ 28.8％

27.3％

65.6％ 27.3％

11.5％ 46.6％

「いのちをかがやかせて」

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

76.6% 91.2% 92.4% 80%

目標値
実績値

自然体験活動や社会体験活動などの
実施校（小・中）

【関連指標10】
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② 体験活動の充実

目 県立青少年教育施設において、多様な体験活動の機会や場を提供するとともに、

指導者やリーダーの養成等を行い、市町村や青少年育成団体が行う体験活動の充実

的 に向けて支援する。

青少年教育施設を活用した具体的な研修プログラム例などを紹介した冊子などを

執 作成し、学校や青少年団体等へのＰＲ強化を図った。また、参加者の意見などを参

考にしながら研修プログラム(主催事業)の改善を図った。

行

１ 研修プログラムの作成・配布

の ・活動プログラム集「とらのまき」 400部作成（小・中学校、団体等）

・少年自然の家プログラム紹介 33,000部作成（小・中学校、公民館等）

状 ・青少年研修センタープログラム紹介 4,300部作成（企業、大学等）

況 ２ 主催事業

⑴ 子どもたちに多様な体験活動の機会を提供した。

15回実施 延べ719人（Ｈ24 15回 764人）

⑵ 様々な青少年の指導者養成研修を実施した。

５回実施 延べ329人（Ｈ24 ５回 302人）

【成果】◇ 主催事業においては、参加者から高い満足度を得た。

評 〈主催事業の参加者アンケート結果〉

満 足 やや満足 やや不満 不 満

価 体験活動の機会の提供（青研） 82.8% 16.1% 1.1% 0.0%

体験活動の機会の提供（自然の家） 82.3% 16.4% 1.3% 0.0%

【課題】◇ 利用団体数や利用人数の増加に向けた取組が必要である。

〈利用団体数・延べ利用人数〉

施 設 名 H24 H25

青少年研修センター 505団体 39,559人 415団体 33,333人

少年自然の家 430団体 33,401人 435団体 33,149人

◇ 施設が老朽化しており、維持していくためには大規模な改修が必要と

なる。

○ 施設の特色を生かした新たなプログラムの開発、体験活動や研修内容の改善等

により、マンネリ化を防ぎながら利用者の維持拡大を図る。

○ 施設の必要性や役割などを早急に整理し、将来的な施設のあり方についての方

向性を固める。

【親子の体験活動】

今

後

の
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③ 子どもの読書活動の推進

目 子どもが自主的に読書活動を行うことができるよう、家庭、地域、学校、図書

的 館等の関係機関や民間団体と連携して、子どもが読書に親しむ環境づくりを進める。

１ 普及啓発

(1) 「市町村子ども読書活動推進計画」の未策定市町村19市町村を訪問し、策定

マニュアルを活用して、計画策定を働きかけた。

(2) 小学校低学年向けの推奨本の貸出先にボランティア団体を追加し、貸出の拡

充を図った。※

・貸出先 Ｈ25 ６市町（Ｈ24 ４市町）

※県→市町村→図書館等→小学校・読書ボランティア団体

(3) 読み聞かせイベントのプログラム作りと受け入れ先開拓等を行う「読書パッ

ケージ化事業」を新たに実施した。

（長岡市、見附市に委託 受入先開拓数 14か所）

(4) 県立図書館の絵本・児童書を充実し、親子読み聞かせイベントや児童書セッ

トの小規模図書館向け貸出を実施した。

・親子読み聞かせイベント 年93回 参加者2,576人（Ｈ24：47回 1,818人）

・児童書小規模図書館向け貸出 延べ33市町村（Ｈ24：13市町村））

２ 人材育成

(1) 幼稚園、学校、図書館、児童館の職員等を対象とした子ども読書活動関係者

合同研修会を開催した。 年１回 参加者100人（Ｈ24：１回 105人）

(2) 地域におけるリーダーを養成する子ども読書ボランティアリーダー養成講座

を実施した。 ４会場 参加者151人（Ｈ24：４会場 186人）

【成果】◇ 市町村子ども読書活動推進計画は、今年度新たに１市が策定し、策定

評 済11市町村となった。

◇ 読書パッケージ化事業により、ボランティアのスキル向上と活動の場

価 を広げる新たな可能性を見いだすことができた。

◇ 県立図書館における児童書貸出冊数は、前年度比９％増となっている。

Ｈ24：65,272冊 → Ｈ25：71,127冊

【課題】◇ 「市町村子ども読書活動推進計画」の策定率は、平成25年度末で

36.7％であり、引き続き策定率を上げる必要がある。

〔平成25年度末目標：50％以上〕

◇ 子どもが読書に親しむ環境づくりに向けて、普及啓発活動や研修をよ

り充実する必要がある。

○ 「市町村子ども読書活動推進計画」未策定市町村に対し、策定マニュアルなど

を活用しながら、継続して計画の策定を働きかける。

○ 「読書パッケージ化事業」について、平成25年度の取組成果の普及拡大を図る。

○ 子ども読書の機運醸成を図るため、国モデル事業を活用したイベント等を開催

する。（「早寝早起き朝ごはん＋読書フォーラム」、「子ども読書県民フォーラム」、

「読書イベントパッケージ化事業」）
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（２） 人権教育、同和教育の推進

目 教職員一人一人が人権感覚を豊かにし、人権教育、同和教育への理解と認識を深め、

的 実践への意欲や指導力の向上を図るため、各種研修会を実施する。

１ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」等を活用した各種研修の実施

＜義務教育課＞

(1) 全小中特別支援学校長対象の教育施策等方針説明会（年１回）

(2) 全県の指導主事対象の全県指導主事会議（年１回）

(3) 新任校長・教頭研修会（年１回）

(4) 初任者、５年・10年経験者、復興加配教員等研修会（年１回）

(5) 児童生徒支援加配教員を対象とした研修会（年３回）

(6) 人権教育、同和教育主任等研修（上・中・下越・佐渡で実施 年１回）

＜高等学校教育課＞

(1) 高等学校教職員対象研修会（６回、延べ291人参加）

① 担当者会議 ② 現地研修会（３回） ③ 指導者研修会 ④ 教員研修会

(2) 人権教育、同和教育推進事業（外部講師による講演会、36校）

(3) 公正採用選考に向けた取組

（全ての研修会で公正採用関係資料の配付及び解説の実施）

【人権教育、同和教育の授業研究】 【人権教育、同和教育主任等研修会の熟議】

２ 各学校での職員研修や「人権教育強調週間」の推進

(1) 全学校で人権教育、同和教育に関する校内職員研修を実施

(2) 各学校、地域の実態に応じた現地研修の積極的な実施

(3) 全ての小・中・特別支援学校、県立高等学校、県立中学校、県立中等教育学校で

「人権教育強調週間」に人権課題に関わる授業や集会活動等の取組を実施

(4) 文部科学省及び県の研究指定校及び総合推進地域指定地区を指定

（小学校２校、中学校１校、高等学校２校、総合推進地域１地区）

３ 「中越地区人権教育、同和教育推進懇談会」の開催

中越教育事務所に設置した「人権教育、同和教育推進チーム」が中心となり、中

越地区の市町村教育委員会、小・中・高等学校、ＰＴＡ等が連携し、人権教育、同和

教育の一層の連携と充実を図る会を開催
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【成果】＜義務教育課＞

評 〈現地研修の実施率〉（※新潟市を除く） 〈校内研修の実施状況〉

H24年度 H25年度
回数

小学校 中学校

価 小学校 36.9％ 36.0％ H24 H25 H24 H25

中学校 28.0％ 28.7％ ８以上 2.0% 2.5% 0.6% 0.6%

◇ 各学校では、差別の現実に学ぼ ７ 0.5% 1.0% 0.0% 0.0%

うとする姿勢が浸透してきており、 ６ 0.0% 0.8% 0.6% 0.6%

現地研修については、小学校では ５ 1.2% 1.3% 1.1% 2.3%

36％と引き続き高い実施率となっ ４ 4.4% 5.1% 6.3% 2.9%

ている。また、中学校においても ３ 23.1% 23.5% 19.4% 17.8%

28％から28.7％へと実施率が向上 ２ 64.9% 61.5% 68.6% 67.8%

した。 １ 3.9% 4.3% 3.4% 8.0%

◇ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」を活用した各種研修の実施によ

り、人権教育、同和教育の目的や推進の方向性、具体的な方策等について、一

層の周知を図ることができた。

◇ 12月の「人権教育強調週間」には、99.1％の小･中学校で同和問題をはじ

めとした人権課題に関する授業や児童生徒主体の集会等が実施された。これ

により、指導案の作成や授業前後の検討会等を通じて、教職員の指導力の向

上及び人権教育、同和教育の推進の気運が一層高まった。

＜高等学校教育課＞

◇ 人権教育、同和教育研究指定校では、校種間の連携を深め、小･中･高の12

年間を通した指導の在り方を発表することができた。また、全県の高等学校

等では、講演会や各種研修会を通じ、様々な人権課題についての取組が実施

されたり、公正採用選考にむけてハローワークと連携した取組が積極的に行

われた。

【課題】◇ ほとんどの学校が校内研修を年間２回以上実施しているが、引き続き各種

研修の充実と授業等の改善に努め、教職員の意識の向上を図る必要がある。

○ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」を活用し、教職員を対象とした各種研修

や講義を実施するとともに、校内研修等で活用できるよう、教職員指導資料を作成す

る。

○ 各学校において、教職員が正しい認識を身に付け、人権感覚を磨くため、校内研修

や差別の現実に学ぶ現地研修を計画的に実施するよう促す。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

28.7% 34.2% 33.7% 33%

目標値
実績値

【関連指標11】

現地研修実施率(小・中)

〔同和教育、人権教育〕

今

後

の

対

応



- 38 -

３ 子どもたちの心を支える 評 価

サポート体制の確立
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒に、いじめは人間として絶対に許されない重大な人権侵害で

あることを認識させて人権感覚を育成するとともに、「いじめをしない」

「いじめを許さない」「いじめを見逃さない」環境づくりを進める。

(2) 児童生徒一人一人の的確な状況把握と組織的な対応に努め、不登校の

未然防止及び解消を目指す。

(3) 児童生徒の健全育成と非行・暴力行為等の未然防止、早期発見・即時

対応のため、生徒指導体制を強化するとともに、学校間や家庭・地域等

との連携に基づいた指導・支援を推進する。

(4) さまざまな要因により高等学校を中途退学する生徒を可能な限り減ら

す。

〔ここに注目 !！〕

・「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ防止等のための組織を設置

・深めよう絆県民運動サポーター事業において協賛企業・団体が大幅に増加

（１）いじめへの対応

① いじめへの対応

目 いじめは、いかなる場合も許されない行為であることを自覚させるとともに、いじめ

的 の早期発見・即時対応と児童生徒の社会性の育成に努め、解消及び未然防止を図る。

１ いじめ防止対策を推進するための体制整備

(1) 「新潟県いじめ防止基本方針」の策定

いじめ防止対策を総合的かつ効果的に推進するため、いじめ防止対策推進法に

基づき「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめの防止等に関する基本理

念や重大事態発生時の対応方法、組織の設置について明示した。

(2) いじめの防止等の対策のための組織の設置

・「新潟県いじめ問題対策連絡協議会」…いじめ問題に関係する機関・団体等の連

携を図るため、庁内外の関係機関等によって構成する組織

・「新潟県いじめ防止対策等に関する委員会」…県立学校における重大事態等の発

生時の調査の実施及びいじめの防止等のための調査研究や有効な対策を検討す

る組織

２ 小・中・特別支援学校における取組への指導・支援の実施

(1) 「いじめ見逃しゼロスクール」の推進

学校が取り組む「いじめ見逃しゼロスクール集会」、「いじめ見逃しゼロ強調月

間」、「子どもと共に１・２・３運動」の取組を充実させるため、総合支援チーム

の訪問やリーフレットによる情報提供などの方法により指導と支援を行った。
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(2) 中１ギャップ解消プログラムの自校プランの改善と着実な実践

小・中学校の９年間を見通した社会性の育成により、いじめや不登校を生まな

い学校風土づくりを進めるよう、研修を通じて指導した。

３ 相談支援体制の整備

(1) 「総合支援チーム」を義務教育課内に設置し、計画的に、また、要請等に応じて

派遣（派遣回数：89回）

(2) 上・下越の教育事務所に各１人、中越の事務所に２人、スクールソーシャルワー

カー(ＳＳＷ)を配置し、要請に応じて学校を訪問し、児童生徒や保護者との面談、

教員の相談に応じるなどの支援を実施（支援 603件）

(3) ネットいじめを防止するため民間委託によるネットパトロールを実施（Ｐ46参照）

４ いじめ見逃しゼロスキルアップ事業の実施

(1) いじめ見逃しゼロスクール研修（県内８会場で年１回開催）

・いじめを見逃さないために、効果的なアンケート調査の実施方法や事例を基にし

た協議や講義により具体的な方策を探る実践的な研修を実施

(2) いじめ・不登校等対応実践研究（県内８中学校区を指定）

・いじめと不登校のいずれかに焦点を当て、小・中学校が連携して社会性の育成に

取り組み、成果をまとめて全小・中・特別支援学校に紹介

５ 公立高等学校における相談支援体制の取組

(1) 生徒が抱える悩みの把握に向けた相談体制の整備

(2) 生徒指導連絡協議会等における教職員研修の実施

(3) 青少年相談支援班による学校への助言指導

(4) いじめの早期発見や即時対応のため、アンケート調査や個別面接等を実施

６ いじめの認知件数及びいじめの解消率

(1) いじめの認知件数の推移（平成18年度～平成24年度）※国立私立除く

全国的にいじめが原因とされる自殺事案が多発し、文部科学省がいじめの定義

を変えた平成18年度から19年度にかけて増加し、その後は減少傾向が続いてきた。

平成23年度に他県で発生した自殺事案を契機にいじめへの関心が高まり、平成

24年度の調査では、いじめの積極的な認知により23年度の約1.8倍にまで増加した。

1548

2085

1424

1227
1127

863

1569

0

500

1000

1500

2000

2500

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

合計



- 40 -

(2) いじめの解消率（平成23・24年度）

早期の認知により件数が増加した小学校の方が解消率は高い結果となっている。

【成果】◇ 「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ防止等の対策のための体

評 制づくりを進めた。

◇ いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題の背景には、社会性の不足があ

価 ることについて教職員の理解が進み、児童生徒に良好な人間関係を育もうと

する取組が多く見られるようになった。

◇ いじめの発見は対処の前提であり、早期発見・即時対応が重要であること

が教職員に浸透してきた結果、いじめの認知件数も増加してきた。

◇ いじめの認知件数の増加とともに解消率も上がり、いじめを積極的に認知

し、迅速かつ適切に対応することの重要性が認識された。

【課題】◇ いじめに対する関心が薄らぐと認知件数も減少するため、「いじめ見逃し

ゼロ」の意識を共有し、いじめを見逃さないよう、引き続き積極的な認知に

努める必要がある。

◇ いじめの未然防止のため、日頃から児童生徒の社会性を育成していく必要

がある。

○ いじめの兆候を見逃さないよう、全校体制による日常的な観察や効果的なアンケー

ト調査の実施、保護者や地域の人々との連携による見守り、学校間の情報交換等によ

り早期発見と適切な初期対応に努める。

○ 「いじめ見逃しゼロスクール」の取組を一層推進する。

○ 新潟県いじめ問題対策連絡協議会の開催により、関係機関の連携を強化し、いじめ

問題に対する迅速な対応及び児童生徒や保護者への適切な支援に努める。

○ 全県の学校（教職員）を対象に研修を継続するとともに、いじめ・不登校等対応実

践研究の成果を普及し、学校における日常的な教育活動を通じて児童生徒の社会性を

育てる取組を一層推進する。
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基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

小学校 95.5% 98.2% H２６．１０公表予定 100%

中学校 94.0% 95.6% H２６．１０公表予定 100%

目標値
実績値

【関連指標12,13】

いじめ解消率

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

H24小学校 644 89.6 62 8.6 8 1.1 5 0.6

H23小学校 250 75.8 61 18.5 18 5.5 1 0.3

H24中学校 535 76.6 133 19.0 27 3.8 3 0.4

H23中学校 343 74.9 92 20.1 19 4.1 4 0.9

H24特別支援学校 8 72.7 3 27.3 0 0 0 0

H23特別支援学校 10 100 0 0 0 0 0 0

H24高等学校 131 92.9 7 5.0 2 1.4 1 0.7

H23高等学校 53 81.5 5 7.7 2 3.1 5 7.7

解消 一定の解消 取組（指導継続）中 その他（転学等）
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② いじめ見逃しゼロ県民運動

目 学校・家庭・地域社会が連携・協力して取り組み子どもの社会性を育成するととも

に、いじめの早期発見・即時対応に向けて県民ぐるみで子どもを見守る体制を強化する

的 ため、「いじめ見逃しゼロ県民運動」を展開する。

１ 広報活動

・県民運動のロゴ入りマグネットを作成し、各学校、社会教育機関等に配布すること

で、運動を周知

・新聞への広告掲載により、運動の趣旨説明や運動への協力を依頼

（４月７日朝刊、６月２日朝刊、10月５日朝刊に掲載）

・県庁十字路に横断幕を掲示、県警察本部庁舎に懸垂幕を掲示して運動を周知

２ 深めよう絆県民運動サポーター事業 （80企業・団体、個人サポーター33人）

・趣旨に賛同する県内企業・団体等のサポーター及び本県出身者や本県にゆかりのあ

る文化人、芸能人、スポーツ選手等からなる個人サポーターから構成される。

・個人サポーターから子どもたちへのメッセージカードを作成してもらい、地区の集

いで展示。協賛企業・団体等にも作成を依頼し、12団体から協力を得た。

３ 「深めよう 絆 県民の集い」の開催

・上・中・下越で開催

《上越地区》 12月７日（土）ユートピアくびき希望館（約500人参加）

《中越地区》 10月２日（水）長岡リリックホール（約700人参加）

《下越地区》 10月12日（土）聖籠町町民会館（約600人参加）

・実践交流会や講演会が催され、小・中・高等学校特別支援学校での実践や地域の取

組が紹介され、「いじめ見逃しゼロスクール」への思いや意見交換が行われた。

【成果】◇ マスメディアとして新聞を活用した周知・啓発活動やポスターやロゴ入り

評 マグネットの配布等で運動の周知を図ることができた。

◇ 運動への協賛を依頼する活動により、協賛企業・団体が26団体から73団体

価 （協賛する構成団体を含めると80団体）へと大幅に増加した。

【課題】◇ 広報・啓発活動を一層拡大する必要がある。

◇ 社会全体でいじめを見逃さない体制づくりを一層進める必要がある。

○ 「いじめ見逃しゼロ県民運動」の推進により、家庭や地域との連携を強化して子ど

もを見守る体制を整備するとともに、これまでの県民運動で展開してきた社会性育成

の取組を一層進める。

○ 積極的な広報・啓発活動により、「いじめ見逃しゼロ県民運動」のねらいや趣旨の

周知を図り、新たな企業・団体の協力を得るなど、より多くの県民が主体的に関わる

県民運動となるよう努める。
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（２）不登校への対応

① 不登校への対応

目 児童生徒の心のサインやゆれを早期に把握し、新たな不登校児童生徒の発生を防止す

るとともに、個に応じた支援を充実させ、不登校状態の解消を図る。

的 不登校傾向にある生徒に対して、早期から高校生活に適応できるよう指導を行うとと

もに、家庭との連携を図りながら、個別の学習支援や教育相談を行うなど、きめ細かな

支援を行う。

１ 小・中・特別支援学校における取組への支援・指導の実施

(1) 小中連携したきめ細かな支援体制の充実

・いじめ見逃しゼロスクール研修会で不登校未然防止に関する研修を実施

・いじめ・不登校等対応実践研究における指定校の実践を紹介

・「中１ギャップ解消プログラム」の中学校区における見直しを推進

・不登校対策委員会の設置と全校体制による相談支援体制づくりを推進

・年３回、全県サポートチーム会議を実施し、関係機関との連携やスクールソー

シャルワーカーの活用を呼びかけ

(2) 「子どもと共に１・２・３運動」のリーフレット作成・配付

２ サポート体制の充実

(1) 小学校におけるカウンセラー学校派遣事業の充実（Ｈ24:900回→Ｈ25:940回）

(2) 全中学校・中等教育学校へのスクールカウンセラー又はハートフル相談員配置

(3) 総合支援チームによる、不登校加配配置校への学校訪問と指導

３ 啓発冊子の配布

高校生活の適応指導や進路に関する意識啓発を行うことを目的とした冊子「スクー

ルライフサポートブック」を高校１年生及び中等４年生全員に配付

４ 問題を抱えている生徒が多数在籍している高等学校への支援

生徒指導加配教諭（７校）、単位制高校活性化相談員配置（６校）

養護教諭を通年複数配置（11校）、繁忙期複数配置（36校）

５ 家庭訪問の充実 (高等学校 Ｈ25)

家庭訪問活動に要する経費を支援（訪問回数2,795回、訪問教員延人数3,455人）

【成果】◇ 小・中学校において、25年度の校内不登校対策委員会設置率が100％とな

評 り、予防的な観点から早めの支援をする体制が整備された。

◇ 「子どもと共に１・２・３運動」を実施した学校が、25年度には小・中学

価 校ともに94％を超え、欠席初期の適切な対応がなされるようになった。

◇ 中１ギャップ解消プログラムの見直しが図られ、中学校１年の不登校生徒

数は２年連続で減少した。

【課題】◇ 不登校児童生徒数は、24年度に大きく減少し2,000人を下回り、ここ５年

間は減少傾向が続いていたが、25年度は増加した。

◇ 校内不登校対策委員会の設置率は100％になったが、開催頻度には小中の

差がある。（中は毎週開催、小は月１回又は学期１回が多い。）小学校におい

ても危機意識をもって、校内体制を整備する必要がある。

◇ 公立高等学校における不登校生徒は、全体における高校１年生の割合が高

くなっており、高校入学後早期の指導を一層工夫する必要がある。
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○ 中１ギャップ解消プログラムの自校プランは定着したが、小・中学校間及び小学校

間の連携がまだ不十分なので、研修及び総合支援チームによる学校訪問等をとおして、

小中連携した未然防止の取組を推進する。

○ 校内不登校対策委員会の開催頻度を上げ、現に30日以上欠席の児童生徒がいなくて

も、予防的な観点からきめ細かな支援をするよう学校に働きかける。そのために、年

間10日以上欠席者の調査を継続し、経年変化を分析する。

○ 「子どもと共に１・２・３運動」については、毎年リーフレットを配付し、今後も

不登校の初期対応を周知徹底していく。

○ 高等学校において、引き続き高校１年生に対する適応指導を推進するとともに、学

校と家庭が連携して不登校生徒の支援が行われるよう、生徒や保護者からの相談に対

する体制の充実や、家庭訪問の実施を支援する。

○ 高等学校以前の不登校経験がある事例や、福祉面等からの働きかけが必要な事例に

対し、生徒の個々のケースに応じてきめ細かく対応するため、中学校や学校外の関係

機関との連携を推進する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

2.87倍 3.02倍
調査中

(H26.10公表)
2.5倍

0.31% 0.29%
調査中

(H26.10公表)
0.25%

2.61% 2.54%
調査中

(H26.10公表)
2%

不登校発生率（小学校）

不登校発生率（中学校）

不登校における中１ギャップ指数
（中１不登校生徒数／前年度小６不登校

児童数）

【関連指標14,15,16】
実績値

目標値

今

後

の

対

応

＜中１ギャップ指数＞
H23 H24 H25

小学校 410 343 403 前年小６ 中１
中学校 1,719 1,639 1,676 H25 127 370 2.91
合計 2,129 1,982 2,079 H24 128 387 3.02

H23 174 420 2.41

＜校内不登校対策委員会の設置率＞
H23 H24 H25 H23 H24 H25

小学校 74.2% 99.4% 100% 小学校 88.9% 92.9% 94.4%
中学校 95.7% 100% 100% 中学校 88.1% 89.7% 94.8%

年度
不登校児童生徒数（人） 中１ｷﾞｬｯﾌﾟ

指数（倍）

＜小中学校別不登校児童生徒数＞

＜子どもと共に１・２・３運動を実施した学校＞
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② 相談指導体制の充実

目 児童生徒一人一人に即した指導・支援を行い、不登校をはじめ、生徒指導上の諸問題

の解消と未然防止を図るため、児童生徒、保護者、教職員等への相談指導体制を整備す

的 る。

１ サポート体制の充実

(1) カウンセラーの配置・派遣

・県内全ての中学校にハートフル相談員またはスクールカウンセラーを配置

・平成25年度より中等教育学校にもカウンセラーを配置

・小学校を対象とした学校派遣カウンセラー事業を充実（Ｈ24:900回→Ｈ25:940回）

・震災に伴う心のケアの実施（小・中・高等学校）

(2) 電話相談等

・24時間いじめ相談電話を設置、県立教育センターにおける悩み相談を実施

・相談窓口周知用カードの作成・配布（配布学年を増加）（配布先：全ての小学校

１年生・４年生、中学校１年生。特別支援学校も同様）

２ 各種相談員及び関係機関との連携を推進する研修の実施

・スクールカウンセラー・ハートフル相談員、スクールソーシャルワーカー、

学校派遣カウンセラーを対象とした合同研修会の実施（10月）

・市町村の適応指導教室及び訪問指導員を対象とした研修会の実施（９月）

３ 児童虐待防止推進月間の実施

・リーフレットやポスターを配布し取組を推進（小・中・特別支援学校）

【成果】◇ 平成24年度問題行動調査によると、「不登校の解消に効果のあった学校の

評 措置」として、カウンセラーによる相談が第３位となった。（Ｈ23:第４位）

価

＜相談指導の結果、登校できるようになった児童生徒＞ （ ）は全国値

小 学 校 中 学 校

人数(人) 比率(％) 人数(人) 比率(％)

Ｈ24 140 40.8 (33.8) 676 41.2 (29.6)

Ｈ23 139 33.9 (33.1) 625 36.4 (30.6)

③ ② ①
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【課題】◇ 平成23年度の約26％から減少したものの、不登校児童生徒の約20％が、ま

ったく学校に登校できない状況（「主に全欠状態」）にある。

（Ｈ24年度 小：56人 中：347人 計：403人 不登校児童生徒の約20％）

（Ｈ23年度 小：90人 中：454人 計：544人 不登校児童生徒の約26％）

＜不登校児童生徒の登校・通室等の状況別人数＞

小学校 中学校

不登校の状況 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

主に全欠状態 102 90 56 455 454 347

主に教室登校 207 168 184 577 589 550

主に別室登校 72 80 69 180 219 270

主に校内適応指導学級に登校 12 18 8 279 259 319

主に市町村適応指導教室に通室 48 42 21 207 184 142

主にフリースクール等に通う 5 12 5 15 14 11

合 計 446 410 343 1,713 1,719 1,639

○ 全ての小・中学校でスクールカウンセラーやハートフル相談員を活用できるよう、

引き続きサポート体制の充実を図っていく。

○ 学校にまったく登校できず学校で相談を受けられない事例や相談内容等の複雑化、

多様化に対応するため、関係機関やスクールソーシャルワーカーとの連携を一層緊密

にする。

○ 児童虐待については、今後も、関係部局と連携して、早期発見・即時対応の取組の

重要性について周知・徹底を図る。

＜資料＞

【相談窓口周知用カード】
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（３）非行・暴力行為への対応

目 非行・暴力行為の未然防止、早期発見・即時対応のために、生徒指導の取組の点

検、見直し、改善を継続し、生徒指導体制の強化を図る。また、児童生徒の健全育

的 成を図るために、学校、家庭、地域、関係機関等が一体となった｢行動連携｣を推進

する。

１ 生徒指導の取組の点検と生徒指導体制の強化の取組

(1) 全県指導主事会議、教育施策等方針説明会

ア 生徒指導の取組や報告体制の点検と改善の推進、「全校体制」の強化

イ 問題行動等の未然防止と即時対応を推進する関係機関との「連携」強化

(2) 文部科学省調査に基づく生徒指導上の諸問題の現状と今後の取組

ア 平成24年度調査結果の考察と適切な対応のポイントを提示

イ 調査結果に基づく暴力行為への対応についての通知の発出

(3) 総合支援チーム学校訪問による生徒指導体制の強化

ア 問題行動、不登校、社会性育成の加配目的に対応する担当指導主事の派遣

イ 総合支援チーム学校訪問に関わる教育事務所との連携強化

２ 学校、家庭、地域、関係機関等が一体となった「行動連携」推進の取組

(1) 全県サポートチーム連絡協議会：市町村サポートチームの機能と指導力向上

のために、研修や事例発表、情報交換を年３回実施

ア 第１回 「いじめ問題に関する指導者養成研修」概要の伝達

イ 第２回 日本女子大学教授による「法的問題としてのいじめ」の講義

※対象：公私立小・中・特・高等学校教員、参加：314人

ウ 第３回 「県いじめ防止基本方針」の説明及び実践発表(新潟市・見附市)

(2) スクールソーシャルワーカー(ＳＳＷ)活用事業

社会福祉等の専門的な視点から多様な支援を実施するため、教育事務所に

４人配置（上越１、中越２、下越１） Ｈ26.3.5現在

派遣状況：計画訪問88、要請訪問354、市町村訪問15、関係機関連携11、

緊急訪問14、その他(来所・研修会等)119、総計601件

(3) 総合支援チーム学校訪問

学校に対する重点的・継続的な指導・支援をするため、義務教育課に臨床心

理士と担当指導主事によるチームを設置

派遣状況：計画訪問68、市町村訪問５、緊急訪問等16、総計89回

(4) 庁内学警連会議

県警少年課・生活安全企画課、新潟市教育委員会、大学・私学振興課、児童

家庭課、高等学校教育課、保健体育課、義務教育課で年５回の情報交換を実施

(5) ネットいじめ見逃しゼロ事業

ネット監視を専門とする業者に業務委託し、ネットいじめやネットトラブル

に対応し、情報モラル教育を推進する新体制を構築

ア 啓発セミナーの開催

中学校及び特別支援学校の生徒指導主事悉皆（県内５会場で実施）

イ ネットパトロール：不適切な投稿発見及び情報提供数 2,437件
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【成果】◇ 「全校体制」と「連携」をキーワードに、未然防止、早期発見・即時

評 対応の生徒指導体制の強化について指導したことで、非行事故に対する

適切な対応が図られ、暴力行為発生件数が年々減少している。

価 ◇ いじめ問題を始めとする生徒指導上の諸問題に対応するため、全県サ

ポートチーム連絡協議会に市町村教育委員会担当者のほか、全県の公私

立学校に参加を呼び掛け、著名な大学教授の講義を実施したことにより、

市町村サポートチームの機能や学校の対応力向上に寄与した。

◇ ＳＳＷの派遣により、関係機関と連携した児童生徒・保護者への間接

及び直接支援を行うことで、対応事例の改善が図られた。

◇ ネット監視の新体制構築により、前年度比２倍の不適切な投稿を発見

するとともに、県内５会場での研修会実施で学校の対応力を向上させた。

【課題】◇ 平成24年度までの数値によれば、暴力行為発生件数は減少しているが

発生校率は増加しており、未然防止の取組として、「授業づくり」と「人

間関係づくり」の視点から、児童生徒の社会性を一層育む必要がある。

◇ 受診や被害届を伴う重度の暴力行為や傷害等犯罪行為に該当する事案

の対応にあたっては、警察等と適切に連携し、再発防止が必要である。

◇ ネットに接続できる携帯端末、ゲーム等の機器は、小学生から使用し

ているため、早期からの情報モラル教育や保護者の啓発が必要である。

○ 未然防止の取組として、「関わり合って学ぶ授業づくり」及び「計画的・継続

的人間関係づくり」により児童生徒の社会性の育成を一層推進する。

○ 解消・即時対応の取組として、「合意形成、情報共有」及び「役割連携、相互

補完」を工夫し、校内指導体制を強化する。

○ 学校だけで問題を抱え込むことなく、警察等の関係機関と適切に連携する。

○ 全県サポートチーム連絡協議会を活用し、市町村教委の対応力向上を図る。

○ 問題を抱える児童生徒への直接・間接支援のほか、学校のいじめ防止対策組織

にＳＳＷが一層活用されるよう周知を図り、学校支援体制を充実する。

○ ネット監視体制を高校まで拡充するとともに、ネットいじめやネットトラブル

に関する研修を拡大する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

5.3% 6.3%
調査中

(H26.10公表)
3%

40.6% 50.6%
調査中

(H26.10公表)
35%

目標値
実績値

【関連指標17,18】

暴力行為の発生校率

（小学校）

暴力行為の発生校率

（中学校）
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（４）中途退学への対応

目 中途退学の未然防止を図るため、進路指導の充実や、課題を抱える生徒一人一人に対

的 して、学習支援や教育相談等を行い、きめ細かな支援を行う。

１ 各学校への指導・取組支援

(1) 学校・学科の特色等を紹介したリーフレット「選ぶのは君だ！」を中学３年生全

員に配付

(2) 高校生活の適応指導や進路に関する意識啓発を行うことを目的とした冊子

「スクールライフサポートブック」を高校１年生及び中等４年生全員に配付

(3) 生徒指導連絡協議会

各学校の生徒指導主事が参加し、生徒指導上の対応策について研究協議

(4) 問題を抱えている生徒が多数在籍している学校への支援

生徒指導加配教諭（７校）、単位制高校活性化相談員配置（６校）、

養護教諭を通年複数配置（11校）、繁忙期複数配置（36校）

(5) 家庭訪問の充実

家庭訪問活動に要する経費を支援 [訪問回数4,161回、訪問教員延人数5,356人]

２ 各学校の取組

(1) 教育相談や学習支援の実施

(2) 中学生の高等学校体験入学

全ての県立高等学校84校で実施

(3) 各学校の学習内容、部活動、進路状況を掲載したホームページの充実

【成果】◇ 当県の公立高等学校の中途退学者は減少傾向にあり、中途退学率は1.1％

評 （571人）で、全国平均と比較しても低い水準を維持している。

（平成25年度全国中退率は９月公表予定）

価

【課題】◇ 中途退学者は高校１年生が多く、中退の理由としては進路変更や学校生活

・学業不適応等が多くなっており、中学校と連携した進路指導の充実や高校

１年生に対する適応指導、個々の生徒に応じた支援を行う必要がある。

○ 中学生が各高等学校について理解して学校を選択できるよう、情報発信を推進する。

また、きめ細かな指導が行われるよう、相談体制充実のための支援を行うとともに、

高校１年生に対する適応指導を推進する。

H21 H22 H23 H24 H25
H25、24の

比較

本県中退率(%) 1.4 1.4 1.2 1.2 1.1 ▲ 0.1

全国中退率(%) 1.7 1.6 1.6 1.5 調査中 調査中

中退率の推移(公立高等学校全日制定時制の計)

今
後
の
対
応
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＜資料＞
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評 価

４ 家庭や地域の教育力の向上
Ｂ

＜目指すもの＞

家庭の教育力の向上を支援するとともに、「地域の子どもは地域で育て

る」という気運を高め、家庭・学校・地域が連携・協力して子どもの教育

に取り組む体制づくりを進める。

〔ここに注目 !！〕

・家庭や地域の教育力向上に向けた人材育成のための研修参加者が大幅に増加

目 ○ 家庭教育は全ての教育の出発点であり、家庭は子どもの基本的生活習慣や倫理

観、自制心、自立心など「生きる力」の基礎的な資質や能力を身に付ける上で極

的 めて重要な役割を担うものである。この家庭教育の重要性の認識を高め、家庭の

教育力の向上を図る。

○ 地域の教育力を生かし、地域の子どもたちの健やかな成長を図るための仕組み

づくりを進める。

１ 親の学びの支援

(1) 就学時健康診断日に家庭教育講座を実施し、家庭教育支援ガイドブックの

内容の検討を進めた。

(2) 県ホームページや携帯版サイト、親子イベントでのブース設置など様々な

方法で家庭教育情報を提供した。

(3) 企業と連携し、家庭教育出前講座を実施した。

(4) 家庭教育・子育て電話相談｢すこやかコール｣において様々な相談に応じた。

相談件数 823件 （Ｈ24：962件）

２ 周知啓発活動

(1) 「社会全体で子どもをはぐくむ運動フォーラム」による機運情勢を図った。

参加者 上越地区開催 196人 （Ｈ24：下越地区開催 279人）

(2) 事例集・広報紙による、具体的な取組事例の紹介

(3) 県民だよりや県提供テレビ番組等、メディアを通じた広報の充実

３ 人材育成

身近な地域における家庭教育支援や学校・家庭・地域の連携、教育支援活動

に関わる人材の育成と資質の向上に向けた研修会を実施した。

(1) 家庭教育支援に関する研修を実施した。[延べ534人]（Ｈ24：388人）

※新潟市に加え、新たに南魚沼市でも開催

(2) 地域連携を推進する学校職員研修会を実施した。[延べ84人]（Ｈ24：68人）
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(3) 子ども支援コーディネーター、スタッフ・ボランティア研修会

[延べ168人]（Ｈ24：164人）

４ 学校・家庭・地域の連携促進事業（取組市町村数：22）（新潟市除く）

地域住民等の参画による学校の教育支援、放課後等の体験・交流活動の支援、

保護者への相談対応など、様々な教育支援活動を実施した。

・学校支援活動（学校支援地域本部）… 17市町 303校（Ｈ24：17市町297校）

・放課後等支援活動（放課後子ども教室）… 17市町村 72教室

（Ｈ24：17市町村71教室）

・家庭教育支援活動（家庭教育支援チーム等）…２市６チーム

（Ｈ24：２市５チーム）

【成果】◇ 親の学び支援・すこやかコールでは、相談者の悩みや不安に適切に対

評 応し、相談機関としての役割を果たすことができた。

◇ 人材育成の研修会では、開催地区の増や、アンケートをふまえたテー

価 マ設定などにより、受講者数や満足度が上昇した。

〈家庭教育支援に関する研修受講者のアンケート結果〉 ［人（％）]

評価 大きな まずまず どちらでも あまり 全く

成果 の成果 ない 成果なし 成果なし

H25 293(61.3) 167(34.9) 16(3.4) 1(0.2) 1(0.2)

H24 212(61.8) 120(35.0) 11(3.2) 0(0.0) 0(0.0)

◇ 学校・家庭・地域の連携促進事業への取組が拡大した。

【課題】◇ 家庭の教育力が低下傾向にある中、全ての親が子育てを学べる環境づ

くりを進める必要がある。

◇ 学校・家庭・地域の連携促進事業を一層拡大させるとともに、学校側

の受入体制を整備する必要がある。

○ 親の学習機会を充実させるため、家庭教育支援ガイドブックを作成し学校での

活用を促すとともに、企業と連携した家庭教育出前講座の拡充に努める。

○ 学校内で地域連携を担当する教員を明確にし、研修等により資質を高めていく。

○ 規則正しい生活習慣の確立に向けた「早寝早起き朝ごはん＋読書フォーラム」

を開催する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

61教室 71教室 72教室 増加させる

目標値
実績値

【関連指標19】

放課後子ども教室設置状況
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評 価

５ ふるさと新潟教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

子どもたちが、身近な自然や歴史、伝統・文化などを学ぶことにより、

自分の住む地域を愛し、大切にする心を育てる。

〔ここに注目 !！〕

・指標「地域の自然や文化、産業を学んだり、伝統芸能を伝承したりする活動を実

施した小・中学校の割合」が上昇

目 ふるさと学習における先進的な取組や効果的な指導方法についての事例の収集と

提供に努めることにより、各学校が地域に根ざした特色ある学習活動を展開し、ふ

的 るさと学習をより一層充実させる。

１ 地域との関わりを重視した教育活動の推進

(1) 「魚沼から行く尾瀬」環境学習プログラムを活用した自然体験学習

平成25年度 実施校：12校 参加児童数：680人

(2) ユネスコスクール※を中心としたＥＳＤ（持続発展教育）の視点による身近

な自然や歴史、伝統文化等を学ぶ教育活動

ユネスコスクール加盟校：25校（県市町村立小・中学校、特別支援学校を対象）

※ユネスコスクール：ユネスコの理念を実現する学校として1958年に創設され、①地球環境問題

②人権･民主主義の理解と促進③異文化理解④環境教育といったテーマについて質の高い教

育を実現する学校である。日本では特に持続発展教育（ＥＳＤ）の促進の拠点として位置付

けられている。

【「魚沼から行く尾瀬」自然体験学習の様子】

【伝統劇「草薙龍」の発表】
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２ 新潟水俣病学習の推進

(1) 「新潟水俣病教師用指導資料集」を教育課程に位置付けるなど継続的な学習

の周知

(2) 「新潟水俣病教師用指導資料集」を活用した授業実践の紹介

(3) 「県立環境と人間のふれあい館」を活

用した新潟水俣病学習の紹介

３ 「スクールエコ運動」の継続

(1) 県内の小・中学校での取組を公募し、

環境教育Ｗｅｂページに掲載

(2) 全国植樹祭の開催に合わせ、スクール

エコ運動の取組である環境保全活動の

事例として、「森林づくり・緑化活動」 【「県立環境と人間のふれあい館」での学習】

事例を公募し、環境教育Ｗｅｂページに掲載

４ 「にいがたスクールＥＣＯガイド」（環境教育Ｗｅｂページ）による情報提供

(1) 地域との関わりを重視した環境教育実践事例の紹介

(2) 「にいがたスクールエコ運動」活動事例の紹介

(3) 新潟水俣病を題材とした実践事例の紹介

(4)「ＥＣＯナビ-リンクコーナー」による環境教育に関するＷｅｂサイトの紹介

【成果】◇ 平成25年度公立小・中学校教育課程実施状況調査では、68.6％の小学

評 校と67.8％の中学校が、日常の学校生活で、節電・節水に取り組む「に

いがたスクールエコ運動」の活動を継続している。

価 ◇ 「新潟水俣病教師用指導資料集」を活用した学習を教育課程に位置付

けるなど、継続的に実践している小学校は58.7％、中学校は28.2％と向

上している。また、総合的な学習の時間に、地域の環境と新潟水俣病を

関連付けて学んだり、現地学習を行っている学校もある。

【課題】◇ 持続可能な社会の構築という視点を一層明確にしたＥＳＤ（持続発展

教育）の推進を図っていく必要がある。

○ 「にいがたスクールＥＣＯガイド」を通じて、環境保全等の取組事例や特色あ

る活動、体験プログラム等の情報提供を行う。

○ 「県立環境と人間のふれあい館」の見学や教師用指導資料集を活用した授業実

践による「新潟水俣病学習」を今後も促進する。特に中学校においては、社会

科（公民）リーフレット「新潟水俣病が教えてくれたもの（中学校編）」の周

知及び授業での活用、ふれあい館の利用を促進する。

○ ＥＳＤの活動拠点となるユネスコスクールへの加盟促進を目指し、加盟校で行

っている環境教育や国際理解教育等に関する活動事例の収集と提供を継続する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

88.0% 91.2% 92.9% 90%

目標値
実績値

地域の自然や文化、産業を学んだり、

伝統芸能を伝承したりする活動を実施

した小・中学校の割合

【関連指標20】

今

後

の

対

応



- 54 -

評 価
第３章 健康でたくましい心身を

はぐくむ教育の充実 ○

１ 健やかな心身をはぐくむ健康教育・ 評 価

体力つくりの推進
Ｂ

＜目指すもの＞

家庭や地域社会等と連携して、児童生徒の心身の健康を保持増進するとともに、

体力向上を図り、生涯を通じて健康で活力ある生活を送るための基礎を培う。

〔ここに注目 !！〕

・平成24年度の体力テストの成績が、全ての校種で全国平均を超える

① 疾病予防の推進

目 適切な学校環境衛生の確保に努めるとともに、基本的生活習慣の確立、アレルギー

疾患への対応、歯周疾患及び肥満等の予防などの課題解決に向け、家庭や地域の関係

的 機関等との連携のもと、学校教育活動全体を通じた指導の充実に努める。

１ 適切な学校環境衛生の確保

学校環境衛生定期検査は適切に実施された。検査により指摘された事項について

は、順次改善を図った。

２ 学校保健推進会議の開催

学校医、学校歯科医、学校薬剤師、ＰＴＡ、学校関

係者等の代表と行政等で構成する学校保健推進会議を

県が開催し、以下の県の学校保健の施策及び取組につ

いて評価を行った。

・飲酒、喫煙、薬物乱用防止教室の実施状況 【会議の風景】

・学校保健委員会※設置状況

※学校保健委員会：各学校ごとに学校医、保護者代表等の

関係者を交え、学校の健康課題を協議し、健康づくりを

推進する組織

また、文部科学省の「学校保健課題解決支援事業」

を受け、上越市をモデル地区に指定して推進した生活

習慣改善の取組（２年次）について、成果と課題を確

認した。 【上越市の報告】
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３ 疾病予防体制の整備

(1) 学校保健・給食管理運営研修会の実施

県内５会場、管理職601人を対象に実施

(2) 食物アレルギー専門医による講演会の開催

市町村教育委員会学校給食関係者等を対象に開催（参加者330人）

(3) 県学校保健研究大会の実施

学校保健関係者を対象に開催した研修会において、上越市（モデル地区）の

取組を紹介した。（参加者160人）

・研修会テーマ「望ましい生活習慣の定着を目指した健康教育」

・基調講演「『早寝・早起き・朝ごはん』で生活習慣病予防」

(4) 報告体制の整備

児童生徒等の食物アレルギー等の発症事案について報告体制を整備した。

【成果】◇ 研修会等において先進的な取組等を紹介することにより、徐々に学校保

評 健委員会の設置率の向上が図られている。

平成24年度95.9％から平成25年度97.7%に向上した。

価

◇ 食物アレルギー対応については、研修会及び調査実施等により、学校

に対する意識啓発を行うことにより、学校全体で取り組む体制が整備さ

れてきている。

【課題】◇ 学校保健委員会の設置率はほぼ100％となったため、研修会等においてそ

の役割を改めて周知し、内容の工夫等活性化を図る必要がある。

◇ 食物アレルギーへの対応については、どの学校においても学校給食対応

を含め、適切な対応が図れるよう、さらに学校体制を整えていく必要があ

る。

○ 学校保健委員会の工夫充実に向けて、研修会等の機会を活用し情報発信を行う。

○ 学校保健について、「望ましい生活習慣づくり」を目指した地域的な取組実践等を

広く全県に発信していく。

○ 食物アレルギー対応については、管理職研修等を活用し、学校体制の構築を図っ

ていく。

学校保健委員会の設置率の推移（新潟市を除く）（％）
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86.0 
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② 学校における食育の推進

目 児童生徒に食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けさせ、生涯にわたっ

的 て健やかな心身と豊かな人間性をはぐくんでいくための基礎を培う。

１ 指導体制の強化と指導の充実

(1) 指導力向上、家庭と連携した食育の実践、

衛生管理の徹底を目的とした各種研修会の

実施（栄養教諭及び学校栄養職員対象、

年７回、計９日間実施）

(2) 学校全体での食育推進体制の強化と危機

管理（食物アレルギー対応・食中毒事故

防止を目的とした学校保健・給食管理運

営研修会の実施

（全県管理職対象、601人参加、５会場で実施）

(3) 退職栄養教諭による採用３年以内の栄養

教諭・職員への食育指導・衛生管理指導の

実施（計24回実施）

２ 衛生管理の充実

(1) 衛生管理に関する研修会の実施（年２回実

施）１回目324人、２回目171人

・生活衛生課による食品衛生に関する諸課

題の説明

・演習形式による食中毒防止の対応処理

(2) 衛生面に配慮した学校給食施設の整備学

校施設環境改善交付金により７施設の新増

築・改築を実施

３ 地場産物を使用した学校給食の充実

(1) 地場産物を使用した郷土食で競う学校給食調理コンクールの実施（８チームを

表彰）

(2) 学校での地場産物や県産農林水産物の活用事例の紹介

(3) 給食試食会の実施（給食週間記念週間食育事業）

・新発田市立紫雲寺小学校を会場に県内教育関係者等53人が参加

(4) 学校給食における地場産物活用状況調査の実施

【新採用学校訪問研修（授業参観）】

【研修会の様子】
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【成果】◇ 栄養教諭等による授業への参画や、家庭・地域等を対象とした給食試

評 会の実施など食育の実践が着実に定着してきている。
（%）

価 評 価 項 目 H22 H23 H24 H25

栄養教諭、学校栄養職員の授業への参画 81.6 84.7 85.2 84.1

家庭・地域等への啓発・情報提供、給食試食会の実施等 87.1 ／ ／ 87.9

◇ 学校給食を「生きた教材」として活用する取組が浸透してきている。

・学校給食食材生産者を招待したバイキング給食

・児童生徒が栽培した米や野菜を使用した給食等

◇ 学校給食を起因とする食中毒事故の発生はなかった。

【課題】◇ 平成22年度以降、中学生の朝食欠食率に増加傾向が見られる。

◇ 学年が上がるにつれて、女子の痩身願望が高くなる傾向にある。

◇ 学校給食における地場産物の活用状況は、30％以上を維持しているも

のの、減少傾向にある。

○ 栄養教諭等の専門性を生かしながら、家庭と連携した食習慣改善定着に向けた

取組(「早寝・早起き・朝ごはん」運動等）を継続して実施する。

○ 過度に痩身願望が強い児童生徒への実態に応じた個別相談指導や、食と健康を

関連づけた指導の充実を図る。

○ 食中毒事故や食物アレルギー事故の未然防止を目指し、役割に応じた研修会、

学校現場での指導及び市町村教育委員会への働きかけを継続実施していく。

○ 県産に加えて国産農林水産物の活用も食育の推進に有効であることから、その

活用を研修等の機会を捉え、促していく。

＊ 平成16年全国学力調査報告及び平成

21～25年度新潟県体力テスト生活実態

調査より

＊ 欠食率：週に「ほとんど食べない」、「週

４～５回食べない」と回答した児童生徒

の割合

＊ 新潟県食育推進計画における朝食を

欠食する県民の割合の減少の目標値：

０％（小学５年生）

＊ 平成24,25年度新潟県体力テスト生活

実態調査より
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〈朝食を欠食する児童生徒の割合〉 〈やせたいと思っている児童生徒の学年別割合〉

基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

27.1% 30.5% 36.0% 増加させる

目標値
実績値

学校給食における県産農林水産物を

使用する割合（食材数）

【関連指標21】

今

後

の

対

応



- 58 -

今
後
の
対
応

③ 薬物や性に関する指導

目 学校薬剤師や警察等と連携した「薬物乱用防止教室」の開催など、喫煙・飲酒・薬

物乱用防止教育を推進する。また、家庭や地域の関係機関等と連携し、児童生徒の発

的 達段階に応じた性に関する指導を充実させる。

１ 喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育について

(1) 薬物乱用防止教育指導者研修会

対象：薬物乱用防止指導員及び養護教諭等

(2) 薬物乱用防止教育担当者連絡会議（２回）

保健体育課、県警本部組織犯罪対策課等主

管課担当者による連絡会議

(3) 学校保健・給食管理運営研修会

管理職に対して薬物乱用防止教室の必要

性と積極的な実施について指導

(4) 未成年者喫煙防止教育研修会

対象：学校保健関係者
【薬物乱用防止教育指導者研修会】

２ 性に関する教育について

(1) 性教育研修会（文部科学省事業） 対象：教諭及び養護教諭

平成24年度「性に関する教育」全国研修会に派遣した養護教諭２人による実践

発表と大学講師の講義を行った。（平成25年度も全国研修会に２人を派遣）

(2) 県立教育センターにおける「性教育の確かな実践を目指す講座」

対象：教諭及び養護教諭

【成果】◇ 平成25年度「薬物乱用防止教室」の実施率が向上した。

評 ・中学校 Ｈ24：94.3％ → Ｈ25：96.6％

・高等学校 Ｈ24：100％ → Ｈ25：100％

価

【課題】◇ 「薬物乱用防止教室」の実施率は着実に増加しているが、中学校が100％

となるよう、さらに働きかけが必要である。

◇ 性教育研修会及び研修講座については、指導力の向上を図るため、最新

の情報提供などさらに内容の充実を図る必要がある。

○ 市町村教育委員会と連携し、薬物乱用防止教室の中学校への働きかけを強化する。

○ 性に関する指導についての研修会を実施するとともに、保健学習を中核に、発達

段階及び各学校の実態に応じ計画的に実施する。
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状
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④ 児童生徒のメンタルヘルスの推進

目 様々な身体症状等の背景にある心の問題を把握して児童生徒に適切に対応するため、

教育相談等に関する資質向上のための研修会を教職員に対し開催するとともに、関係

的 機関との連携による相談体制の充実に努める。

１ 養護教諭相談活動講座の実施

多様化する児童生徒の心の問題に的確に対応するため、養護教諭を対象に２日間

の講座を実施した。（毎年20人を対象）

２ 県立教育センターにおける精神科医相談の実施

精神科医による相談窓口を設置し、対応に苦慮する学校への支援を行った。

平成25年度 実施回数 ５回、 相談総数 12件

<内訳> 小学校 ２件 中学校 ２件

特別支援学校 １件 高等学校 ７件

３ メンタルヘルス支援の在り方についての検討

高等学校における相談支援のニーズについて精神科医を含めた検討委員会を設

置し、実態把握及び支援の在り方について検討を行い、今後、教職員のためのガ

イドブックを作成することとした。

【成果】◇ 養護教諭相談活動講座は、受講者のニーズに応え、抱える問題の解決に

評 役立つ研修会であった。

<受講者アンケート結果> ・活用した（100％）

価 ・課題解決に役立った（67％）

◇ 精神科医相談は、多様化・複雑化し、長期化傾向にある対応困難な事例

への対応に適切な支援を行うことができた。

【課題】◇ 精神科医相談の有効活用を含め、メンタルヘルス支援の具体的な支援の

方策を検討する必要がある。

○ 多様化する児童生徒の心の問題に的確に対応できるよう、引き続き養護教諭相談

活動講座を実施し、受講者のニーズに応える講座の工夫・充実を図る。

○ 他の相談窓口との連携を図り、高等学校をはじめとする学校支援の充実を図ると

ともに、研修会等における精神科医による講義等、具体的な支援の取組を行う。
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⑤ 体力つくりの推進

目 学校における教科「体育」・「保健体育」の授業及び特別活動などの教育活動全体を

通じて、児童生徒が積極的に運動に取り組めるよう、指導者の資質向上や外部指導者

的 の派遣などによる授業等の充実を図り、児童生徒の体力向上を推進する。

１ 授業等の改善

(1) 講習会の実施

・子どもの体力向上指導者伝達講習会：５会場 517人

(2) 外部指導者の派遣

・小・中学校体育授業への派遣：87校 94人

・中・高等学校運動部活動への派遣：中学校 50校73人

高等学校 47校54人

２ 体力つくりの推進

(1) 体力テストと「１学校１取組」運動の実施

(2) トキめき体力つくり認定証の交付：639校26,159人

（小学校499校18,905人、中学校140校7,254人）

・交付基準：体力テスト総合評価基準表のＡ段階に該当する児童生徒

(3) 新潟県体力・運動能力、運動習慣等調査の実施

(4) 資料配付

・｢１学校１取組事例集｣（公立全小・中・高校へ）

・｢小学生・中学生のための体力つくり指導の手引き｣（公立全小・中学校へ）

【成果】◇ 体力・運動能力は、全国の上位の概ね良好な状況にある。

評 ◇ 平成24年度の体力テストの成績は、全ての校種で全国値を上回った。

（平成25年度の全国平均値は、平成26年10月に公表）

価 ＜平成25年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査＞（小学５年生、中学２年生を対象）

【器械運動で壁倒立に取り組む様子】 【水泳授業に取り組む様子】

抽出学年 男子 女子
小学５年生 ２位 ４位
中学２年生 ３位 ５位
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〈体力テストの全国偏差値と新潟県偏差値の比較方法〉

平成15年度の全国平均値が「50」となるように統計処理をし、平成15年度から平成24

年度までの全国平均値と平成25年度までの本県平均値の変化をグラフに表したもの。

【課題】◇ 子どもの体力がピークとされている昭和60年頃の値や前年度の値に達し

ていない項目があることから、バランスの取れた体力の向上を図る必要が

ある。

◇ 積極的に運動する子どもとそうでない子どもの二極化が認められるこ

とから、運動をしない子どもへの支援が必要である。

○ 児童生徒の発育段階に応じた適切な運動・スポーツの体験をとおして、楽しさや

技能の向上などの喜びを体験できるよう授業の充実に努める。

○ 全職員の共通理解のもとで児童生徒が、自らの課題に応じた対策を積極的に取る

ように、教育活動全体を通じた体力向上の取組の一層の充実に努める。

○ 児童生徒の適切な生活習慣や望ましい運動習慣が身につくよう、学校と家庭や地

域が相互に連携した取組を推進する。

基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

78% 76.6%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

63% 64.6%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

60% 68.8%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

目標値

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（中）

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（高）

実績値

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（小３以上）

【関連指標22,23,24】

今

後

の

対

応



- 62 -

評 価

２ 安全・防災教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

児童生徒が自らの行動や身の回りに存在する様々な危険を認識し、安全に行動す

ることができるようにする。

〔ここに注目 !！〕

・新潟県防災教育プログラムに基づく防災教育が多くの学校において実施

目 交通安全意識等が着実に身に付くよう、交通安全教育の充実に努めるとともに、交

通事故の防止を図る。また、学校施設の点検に努め、児童生徒が安全に配慮して学校

的 生活を送るよう指導を徹底する。

想定場面を工夫した実践的な防災訓練や災害発生時の対処方法等の学習など、防災

教育を推進する。

１ 交通安全指導について

(1) 小・中学校安全教育指導者研修会（４会場、94人）

・交通安全子供自転車大会などの開催により児童生徒の交通安全意識の高揚と実

践力の育成

(2) 高等学校交通安全教育指導者研修会（２会場、52人）

・生徒の交通安全意識の高揚と二輪車の事故防止及び実技講習会等

(3) 高等学校生徒の二輪車安全実技講習会（実施95回、65校、1,362人）

・二輪車（原付バイク）運転免許取得者対象の講習会

【交通安全子供自転車新潟県大会の様子】 【高等学校生徒の二輪車安全実技講習会】

２ 学校事故の防止について

(1) 学校保健・給食管理運営研修会（５会場、管理職601人）

・事故事例に基づく事故防止対策

(2) 水泳プール安全管理講習会（３会場、264人）

・水泳時の事故防止対策及び救急法（ＡＥＤ操作含む）

(3) 義務教育諸学校・高等学校危機管理講座〔県立教育センター主催〕（２会場、72人）

・安全教育担当者対象事故事例に基づく事故防止対策

・本県における防災教育の現状や今後の方向性
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３ 防災教育について

(1) 義務教育諸学校保健・給食管理運営研修会（５会場、管理職601人）

・新潟県防災教育プログラム「津波災害編」を活用した防災教育の充実

(2) 学校安全教室指導者研修会（３会場、112人）

・「津波災害編」を反映した研修会を実施し、学校安全計画の改訂を指導

【学校安全教室指導者研修会】 【津波を想定した屋上への避難訓練】

(3) 津波災害等に関わる防災教育の充実

・津波災害に関わる防災教育を学校安全計画へ位置付けるとともに、津波災害

を想定した避難訓練の実施

・新潟県防災教育プログラム「津波災害編」に基づく防災教育の実施

・新潟県防災教育プログラム概要編･教職員ガイド編・各災害編（津波・地震

・洪水・土砂・雪害）の配布

【成果】◇ 交通事故発生件数及び負傷者数は減少している。

評 ＜校種別交通事故発生状況推移＞ ＜児童生徒の交通事故発生状況＞

価

【課題】◇ 交通事故死者数が増加したことから、死者数０を目指して安全教育を一

層推進する必要がある。

◇ 配布した防災教育プログラムを活用した防災教育を着実に実施する必要

がある。

○ 学校や県警、新潟県指定自動車教習所協会と連携した講習会を実施するなど、自

転車及び原付バイクの安全教育を一層推進する。

○ 学校事故の防止については、学校管理下の有無を問わず、具体的な事故事例を示

し、各学校の実情に応じた安全教育を推進する。

○ 防災教育プログラム「津波編」に加え、「地震編」「洪水災害編」「土砂災害編」「雪

害編」を活用した防災教育を県内全ての小・中学校で展開していく。
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評 価
第４章 子どもたちの学びを支える

学校教育環境の整備 ○

１ 児童生徒や保護者の信頼に応える 評 価

教職員の資質能力の向上
Ｂ

＜目指すもの＞

本県の学校教育における諸課題に対応するために、人格、識見、力量と

もに優れた教員を確保するとともに、教育活動に携わる教職員の資質能力

の向上や意識改革を図る。

〔ここに注目 !！〕

・「第２次多忙化解消アクションプラン」の策定とプレ実施

・メンタルヘルスハンドブックを全面改定

① 教職員の任免その他の人事

目 １ 当県教育水準の向上を図るため、次の方針のもとに人事異動、採用を行う。

＜県立学校＞

的 ・優秀な新人を採用し、清新の気風を導入する。

・教職員の適正な配置により、各学校の教職員組織の充実を図る。

・全県的視野からの人事異動を促進する。

＜義務教育諸学校＞

・学校に清新な気風を導入するため、情熱と行動力あふれる新人を採用する。

・学校に新しい風を入れ、創意あふれ活力ある学校運営を行うことができるよう

にするため、全県的な視野に立って人事異動を行う。

・同一学校、同一地域の長年勤続教職員の解消を図る。

２ 懲戒

教職員の服務規律を保持し、教育に対する県民の信頼を確保するため、非違行為

を行った教職員に対して地方公務員法に基づき懲戒処分を行う。

３ 教員評価

個々の教員が職務遂行の中で発揮した能力、実績及び意欲を適正に評価し、その

評価結果を教員の資質能力の一層の向上や人材育成に活用するとともに、適材適所

の人事配置や研修等に反映する。



- 65 -

４ 障害者雇用

障害者の雇用を通じた自立を支援するため、障害者の雇用の促進等に関する法律

及び第２次新潟県教育委員会障害者雇用アクションプラン（以下、「第２次アクショ

ンプラン」という。）に基づき障害者を雇用する。

１ 平成25年度末・平成26年度初の異動の概要

異動 全教職 登 用 新採用

全体 員数 ( )内女性(内数)
退職

校 長 副校長 教頭 教諭等 事務職員等

小学校 1,995 6,206 69(10) 0 64(16) 170 22 258
中学校 1,047 3,567 25 (2) 0 36 (1) 85 1 98
中等教育学校 24 232 1 (1) 0 4 0 0 1
高等学校 743 3,817 19 6 21 (1) 58 2 134
特別支援学校 337 1,522 4 (1) 0 7 (2) 33 11 34

※新潟市からの転入者を含み、新潟市への転出者を除く。

新採用の教諭等には、任用替えによる栄養教諭を含む。

〔参考〕 新潟市への転出 ：総数 167人（教諭等・事務職員等）

新潟市からの転入：総数 126人（教諭等・事務職員等）

＜昨年度（平成24年度末・25年度初）の異動の概要＞

異動 全教職 登 用 新採用

全体 員数 ( )内女性(内数)
退職

校 長 副校長 教頭 教諭等 事務職員等

小学校 1,814 6,245 36(5) 0 50(10) 204 33 222

中学校 1,146 3,623 25(4) 0 31 (3) 146 3 94

中等教育学校 38 218 2(0) 0 2 (0) 0 0 0

高等学校 830 3,847 12(0) 4(1) 11 (2) 59 5 143

特別支援学校 388 1,512 6(1) 0 8 (1) 32 9 41

〔参考〕 新潟市への転出 ：総数 172人（教諭等・事務職員等）

新潟市からの転入：総数 128人（教諭等・事務職員等）

＊平成26年度初・再任用教職員数

雇用と年金の接続を図る観点から、これまでのフルタイム勤務に加えて短時間勤

務を導入した。

定年退職者数 再任用希望者数 フルタイム勤務者数 短時間勤務者数

326 89 49 40
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２ 教員採用

(1) 平成26年度新潟県公立学校教員採用選考検査日程

ア 第１次検査 ７月７日 （７月26日 検査結果通知）
イ 第２次検査 ８月17～20日 （９月30日 登録通知）

(2) 受験者数・採用者数等 ＊( )は平成25年度の数

受検者数 第１次検査合格者数 採用者数

小学校教諭 616(573) 284(284) 151(190)

中学校教諭 808(715) 214(262) 85(142)

高等学校教諭 586(559) 138(136) 51 (50)

特別支援学校教諭 87 (83) 36 (23) 15 (14)

養護教諭 151(110) 75 (35) 30 (16)

栄養教諭 38 (38) 7 (7) 2 (2)

３ 懲 戒

(1) 非違行為を行った教職員に対して次のとおり懲戒処分を行った。（新潟市除く）

(2) 非違行為の根絶のため、これまでも研修会や管理主事の学校訪問等において管

理職員等に対し指導するほか、定期的に通知を発出し服務規律の確保について注

意を喚起している。

また、体罰の実態を把握するため、公立学校の全ての児童生徒及びその保護者

並びに全教育職員に対し、平成25年２月にアンケート調査を実施し、平成24年度

における体罰の実態を把握するとともに、再発防止について徹底を図った。

４ 教員評価

教員評価制度に対する一層の理解を深めるとともに、評価者の能力向上を目指し

て、評価者研修会を実施した。

＜県立中学、高校、中等教育学校＞ ＜公立小・中、特別支援学校＞

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等  2 2 交通事故等 4 1  1 6

体罰 2 2 体罰 3 3
性非行 0 性非行 0
その他 1 3 2 6 その他  3 2 5

計 3 2 3 2 10 計 7 4 2 1 14

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 2 3 5 交通事故等 5 1 1 2 9

体罰 0 体罰 1 1
性非行 0 性非行 0
その他 1 1 2 その他 1 1 2

計 3 3 0 1 7 計 7 1 2 2 12

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 2 1 3 交通事故等 11 4 2 17

体罰 1 1 体罰 1 1 2
性非行 0 性非行 3 3
その他 1 2 3 その他 1 1

計 4 2 0 1 7 計 13 5 2 3 23

区分

25

懲戒処分
計

区分 懲戒処分
計

23

区分 懲戒処分
計

24

懲戒処分
計

23

懲戒処分
計

25

区分 懲戒処分
計

区分

24

区分
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（1）県立学校（高等学校、中等教育学校）

第１次評価者（新任教頭）対象 11月１日

（2）県立学校（特別支援学校、中学校）、市町村立学校

第１次評価者（教頭）対象 ８月23日～８月29日＜５回＞

５ 障害者雇用の取組

第２次アクションプランに基づく教員採用選考の要件緩和などの取組に加え、特

別支援学校卒業生キャリア形成事業を実施し、特別支援学校卒業生を非常勤職員に

採用するなど職域開発を進め、平成25年６月１日時点における障害者雇用率は2.07

％と、前年に比べ0.48ポイント上昇した。

６ 市町村教育委員会におけるメンタルヘルス対策への支援

市町村教育委員会に対し、メンタルヘルス対策に関する情報提供を行うなど、職

場復帰支援制度の実施支援を図った。

【成果】◇ 職場復帰支援制度の実施支援を行った結果、市町村教育委員会において

評 制度の導入が進んだ。

◇ 障害者雇用の取組は着実に進んできている。

価

【課題】◇ 再任用の導入による高齢者の増加と、教員採用選考検査による若手教職

員のバランスをとりながら、年齢構成の適正化を図る必要がある。

◇ 経年研修や懲戒処分実施時に発する通知を活用し、特に交通事故の発生

原因を踏まえた具体的な注意喚起を行った結果、交通事故等に関わる懲戒

処分件数は減少したが、他の重大な非違行為による処分が増加したことか

ら、引き続き注意喚起していく必要がある。

◇ ここ数年の体罰事案に関し、体罰の発生に至った背景や原因を分析し、

再発防止に向けた取組をさらに強化する必要がある。

◇ 障害者雇用率の上昇に向け、引き続き取り組んでいく必要がある。

○ 大量退職時代を控え、今後の定年延長に関わる国の動向を注視しつつ、今年度導

入した新しい再任用制度を運用しながら、安定した教員採用数が確保できるように

努める。

○ 指導が不適切な教員に対する、指導改善研修が適切に実施できるよう、実施手順

の見直し検討を行う。

○ 服務規律の確保を図るために、研修などの機会を捉えて、教職員に対して自覚を

促すとともに、通知等により具体的な情報の発信を行う。

○ 教員採用選考における障害者の採用条件が緩和されていることについて、さらに

周知を進めるなど、障害者雇用の推進につながるよう努める。
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② 教職員研修の充実

目 教育に携わる職員は、職責を遂行するため、絶えず研究と修養に努める必要がある

ことから、教職員の研修について企画・立案し、教育センターと本庁各課とが連携を

的 図りながら、各研修を実施する。

教職経験に応じた基本研修をはじめ、本県の喫緊の教育課題等に対応する研修を実施

１ 基本研修

(1) 教職経験年数に応じて実施[全31講座、1,935人修了]（Ｈ24全31講座、1,765人修了）

(2) 基本研修において、他県で教員経験を有する採用者に対する研修受講ルールを

定め、運用上の改善を図った。

(3) 教員の指導力向上を目的に、全ての基本研修において教科指導を踏まえた講習

等を導入した。

２ 専門研修

(1) 教育課題に対応する研修を実施

・職務別研修[全26講座、940人修了]（Ｈ24：全25講座、787人修了）

新任校長及び教頭、寄宿舎指導員・実習助手を対象に指名により実施

・課題別研修[全63講座、6,276人修了]（Ｈ24：全62講座、5,578人修了）

喫緊の教育課題、特別支援教育、教育相談・生徒理解、教育課程、人権教

育、同和教育、健康安全教育等に関する研修を実施

・派遣研修[全７講座、109人]（Ｈ24：全７講座、113人）

大学院や行政機関、民間企業等に派遣

(2) 重点的課題になっているＩＣＴ活用の推進を図る研修を新設[20人]

(3) 特別支援教育関連など、受講者のニーズの高い研修の受講定員を拡大

[新任特別支援学級担任教員研修など３講座の定員を330人に増]（Ｈ24：282人）

３ 実践力向上研修

各学校に指導主事を派遣し校内研修等を実施

[Ｈ26.1時点154回派遣]（Ｈ24：168回派遣）

４ 指導改善研修（指導力向上研修を命ぜられた

教員対象）

該当者なし

【義務教育初任者研修会】
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５ 高等学校教職員のその他の研修

(1) 長期工業教育研修 [２人]（Ｈ24：２人）

(2) 理科実習教員資格認定講習[10人]（Ｈ24：10人）

６ 義務教育諸学校教職員のその他の研修

(1) 臨時教員研修事業 [県内４会場182人]（Ｈ24：４会場246人）

(2) 教育復興加配教員研修事業[50人] （Ｈ24：60人）

(3) 幼稚園新採用研修事業 [９園９人] （Ｈ24：10園12人）

７ 教育フォーラム（２月19日実施）

カウンセリングをテーマとした講演会と、中高連携支援など７テーマの分科会

[361人]（Ｈ24 259人）

８ 学校技術員等の研修

(1) 県立学校学校技術員(用務・農務) 研修[56人] （Ｈ24：23人）

(2) 県立特別支援学校調理員・学校技術員（介助員）研修[８人]（Ｈ24：17人）

９ 自治研修所研修

(1) 階層別研修[６講座51人]（Ｈ24：６講座49人）

(2) 能力開発研修[22講座45人]

（Ｈ24：24講座48人）

10 高等学校司書研修会[42人]（Ｈ23：41人）

司書のステップアップ研修と隔年で実施

【教育フォーラム 講演会】

【成果】◇ 全ての基本研修に教科指導を踏まえた内容を導入したことで、学力向上

評 の視点においても体系的研修を実施することができた。

価 【課題】◇ 研修受講者の負担軽減のため、地域開催の検討等を行う必要がある。

◇ 県の教育施策や課題に対応した研修の充実を図る必要がある。

◇ 教育センターにおける教育資料の活用が進んでいない。

○ 研修受講者のニーズに対応するため、一部の研修についてセンター開催に加えて

地区開催など、研修の実施方法を検討する。

○ いじめやグローバル人材育成事業など、県の重点事業や新規課題に対応する研修

の整備を進める。

○ 重点的課題となっているＩＣＴに関わる研修の拡充を図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

67.2% 76.9% 93.2% 95%以上

目標値
実績値

【関連指標25】

研修で学んだことを活用した・活用す

る予定であると答えた教員の割合
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③ 教職員の健康管理等

目 教職員の健康と安全を確保するため、定期健康診断や人間ドック、メンタルヘ

ルス対策事業等を実施するとともに、安全衛生管理体制の整備及び公務災害補償事

的 務を行う。

１ 健康管理

労働安全衛生法及び学校保健安全法に基づき、健康診断等を実施

(1) 一般定期健康診断（人間ドック等を含む）

県立学校 6,271人、教育庁等 525人

(2) 特殊定期健康診断（ＶＤＴ検診、腰痛検診、Ｂ型肝炎検診、特定化学物質検

診、結核検診、深夜勤検診、潜水員検診）

県立学校 297人、教育庁等 ５人

(3) 指定年齢者人間ドック（県費負担教職員を対象）

35歳、40歳、45歳、50歳、55歳の希望者 2,842人

２ メンタルヘルス

管理職向けのラインケアや教職員自身のセルフケアに関する研修のほか、相談

事業等を実施

(1) 研修等

ア メンタルヘルス研修

管理職対象 ２回 227人、中堅教職員対象 １回 45人

イ メンタルヘルス講座【公立学校共済組合と共催】

新任管理職対象 ４回 203人、新任者教員対象 ６回 370人

ウ メンタルヘルスセミナー【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ５回 154人

エ カウンセリング技法研修【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ２回 145人

(2) 管理職等への精神科医、臨床心理士に

よる相談

精神科医 延べ18件、

臨床心理士 延べ22件

(3) メンタルヘルス検討会

職場復帰支援等について、精神科医等

専門家と検討

(4) 試し出勤と職場復帰支援プラン 【メンタルヘルス研修会】

長期療養者の円滑な職場復帰を支援

(5) その他

平成24年度末に制定した「新潟県教育委員会メンタルヘルスサポート事業実

施要領」及び全面改定した「学校における管理職のためのメンタルヘルスハン

ドブック」の周知・活用を図った。
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３ 労働安全衛生

労働安全衛生法に基づき、安全衛生管理体制を整備

(1) 副安全衛生管理者研修会

県立学校管理職対象 １回 106人、教育庁等管理職対象 １回 17人

(2) 学校総括安全衛生委員会 ３回

県立学校の職員の安全と健康を確保するための総括的な重要事項を調査審議

４ 公務災害補償

(1) 周知・啓発

新任職員への公務災害防止啓発物の配付、広報紙及び研修会での啓発

(2) 進達・認定

区 分 公務災害 通勤災害 合 計

進 達 数 137件 ６件 143件

認定数 公務上・通勤該当 144件 ６件 150件

公務外・通勤非該当 ２件 ０件 ２件

【成果】◇ 法令に基づく健康診断のほか、必要な職員に対して健康相談を実施し

評 教職員の健康管理を適切に行った。

◇ 学校の管理職のためのメンタルヘルスハンドブックの全面改訂の周

価 知、活用を進めたことにより、管理職のメンタルヘルスに関する意識が

高まった。

【課題】◇ 依然として精神疾患による長期療養者数が高い水準にあることから引

き続きメンタルヘルス対策を推進する必要がある。

◇ 県立学校での安全・衛生対策を推進するため、安全衛生委員会の開催

回数を増やすなど、衛生委員会活動の活性化を図る必要がある。

〈公立学校教職員の休暇等の状況〉

H21 H22 H23 H24 H25

長期病気休暇者(１月超)・休職者(人) 465 466 429 430 428

うち精神疾患による者 210 211 190 183 190

○ 健康診断や健康相談等を適切に実施し、教職員の健康の保持・増進を図る。

○ メンタルヘルス対策として、教職員本人のセルフケアや管理職によるラインケ

アのための研修及び相談体制を充実するほか、試し出勤や職場復帰支援プランの

作成など、職場復帰支援及び再発防止に努める。

○ 職場における安全衛生管理体制の充実を図るとともに、安全衛生に関する研修

会の開催や啓発を行う。
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④ 教職員の多忙化解消に向けた取組

目 学校が対応すべき課題が複雑化、多様化する中で、教職員の本務である子どもたちと

向き合う時間を確保するため、効率的な学校運営を行う指針としての具体的な行動計画

的 を定め、取り組む。

１ 「多忙化解消アクションプラン（第１次）」の継続実施

(1) 実施期間 平成24年４月１日～平成26年３月31日

(2) 対 象 小・中学校及び特別支援学校（新潟市立学校を除く）

(3) 実施概要 取組１ 「10の点検」「チェックリスト」により現状を把握する。

取組２ 実態に即した「１プログラム運動」に取り組む。

取組３ 実施期間を４期に分け、段階的に確実に取り組む。平成24

年度は、第Ⅰ～Ⅳ期の取組（２サイクル目）を行った。

(4) 指導主体 平成24年度から25年度の２か年は、より現場の実態に即したアクシ

ョンプランの運用とするため、指導主体を市町村教育委員会とした。

２ 「多忙化解消アクションプラン（第２次）」の策定及びプレ実施

(1) 実施期間 平成25年４月１日～平成28年３月31日

（うちプレ実施期間を平成25年４月１日～平成26年３月31日とする。）

(2) 対 象 小・中学校及び特別支援学校（新潟市立学校を除く）

(3) 実施概要 ア 管理職マネジメント研修の開催

平成25年12月に、市町村立学校管理職等を対象とした研修を開

催し、教職員の理論的なマネジメント手法について確認した。

イ 多忙化解消意見交換会の開催

県小・中校長会等の代表者からなる意見交換会を２回（７・２

月）開催し、多忙化の解消について意見交換を行った。

ウ 教育庁内検討会の設置及び開催

義務教育課等、教育庁内の関係課による庁内検討会を組織し、

多忙化解消について検討を行った。

エ 市町村教育委員会への支援

多忙化解消意見交換会や各種研修会を通じ、多忙化解消の取組

等について周知した。

【成果】◇ マネジメント研修等を通じて、取組目標の設定方法について管理職へ情報

評 提供した結果、学校の全職員の話し合いで目標を設定するなど、より学校に

根付く取組とするための工夫が見られるようになった。

価 ◇ アクションプランの実施サイクルが定着した結果、学校の取組目標に応じ、

行事黒板の改善、会議資料の事前配付、電子掲示板による文書回覧等を、主

体的に実践するなど、多忙化解消への取組の意識化が図られてきた。
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【課題】◇ 勤務時間の縮減の視点だけでなく、教職員のやりがいの視点も加えた取組

とすることにより、「多忙化」に加えて「多忙感」の解消に向けた取組とす

る必要がある。

〈多忙化解消アクションプランの取組状況〉（平成24年10月及び平成25年10月）

○ 平成25年度において策定した「第２次多忙化解消アクションプラン」を、県及び市

町村教育委員会並びに義務教育諸学校（新潟市立学校を除く。）において着実に実施

し、引き続き教職員の多忙化解消の取組を進めていく。

○ 多忙化解消意見交換会及び教育庁内検討会を継続開催することにより、全庁体制で

成果や課題を的確に把握するとともに、検討結果等を市町村教育委員会の多忙化解消

の取組に、フィードバックできる体制を整えていく。
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⑤ 教員免許に係る事務

目 教育職員免許法に定められる教育職員の免許について、授与基準に基づき免許状の授

与及び再交付等の事務を行うことで、教育職員の資質の保持と向上を図る。

的 あわせて、定期的に最新の知識技術を身に付けるために導入された教員免許更新制を

適切に運営し、教育職員の資質の保持と向上を図る。

１ 免許法認定講習の実施

教員免許状の取得に必要な単位を取得するための免許法認定講習を実施した。

開催日 ８月３日～８月29日

会 場 新潟大学、上越教育大学

講座数 新潟大学 ６講座 延べ18日間

上越教育大学 ６講座 12日間

受講者数 延べ537人

２ 免許管理事務の実施

教育職員免許法に基づき、教員免許状の授与権者又は免許管理者として、次の事務

を執行した。また、教員採用選考検査の実施時には、免許状の所持だけでなく、有効

性についても確認を行った。

(1) 授与権者としての事務

項 目 件 数

免許状授与 3,218

臨時免許状授与 346

免許状書換 507

免許状再交付 342

免許状授与証明 245

領域の追加 9

(2) 免許管理者としての事務

項 目 件 数

失 効（公立学校教員の免職） 3

取上げ（公立学校管理職等の免職） 1
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３ 教員免許更新制度への対応

平成21年度から実施された教員免許更新制度に対応するため、次の事務を行った。

(1) 対象者の把握

平成26年３月に教員免許状の修了確認期限を迎える者の確認作業を行うととも

に、制度の啓発を行った。

あわせて県ホームページに制度概要を引き続き掲載したほか、「教育月報」に特

集記事を掲載するなどして、啓発に努めた。

(2) 免許の更新関係処理件数

項 目 件 数

更新講習修了確認処理 1,707 （うち現職教員1,637）

修了確認期限延期処理 127

免許状更新講習免除認定 226

【成果】◇ 免許法認定講習については、夏季休業中に講習を実施したほか、要望の高

評 い特別支援教育に関する教科を多く設定するなど、希望者に対して適切に講

習を実施した結果、延べ537人の教員が１種免許又は特別支援免許状の単位

価 の一部を修得することができ、教育職員の資質の保持・向上を図った。

◇ 免許管理事務については、教育職員免許法に基づき、免許状の授与のほか、

再交付、書換等の事務を適切に行い、免許管理システムを適切に運用し、ま

た非違行為等を行い免職となった教員の免許状に関して、関係機関と緊密に

連携を取りながら、失効及び取上げに関する諸手続を滞りなく行い、教育職

員の資質の保持を図った。

◇ 免許更新制の運用については、適宜、注意喚起及び確認を行うなど、更新

講習の確実な受講に努め、併せて教員採用時の免許状の有効性の確認を徹底

するなどして、教育職員の資質の保持・向上を図った。

【課題】◇ 教員免許は、個人による管理であるため、教育職員が意識を持って更新講

習を受講し、併せて受講後の各種手続や、延期申請、免除申請といった関係

する手続を自発的に行うよう、制度の周知及び理解に引き続き努める。

また、認定こども園の拡充等に伴い、保育園に勤務する教員免許保持者に

対しても、適切に制度が運用されるよう、さらに働きかける必要がある。

○ 更新講習修了確認期限の経過による免許の失効等が生じないよう、現職教員はもち

ろんのことであるが、それ以外の者に対しても周知に努める。

また、更新講習は、教育に関する最新の知識と技能を身に着ける絶好の機会である

ことから、積極的な受講及び適切な科目選択について、啓発に努める。
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評 価
２ 安全・安心な学校づくりの推進

Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒の安全を確保し、安心して学べる環境と、地域住民の安全な

避難場所、防災拠点を確保するため、校舎や体育館などの学校施設の耐

震改修を進める。

(2) 児童生徒が学習活動を行う学校の安全を確保するとともに、安全に関

する教育を充実させる。

〔ここに注目 !！〕

・県立学校の耐震化率が98.2％に上昇

（１）学校施設の耐震改修の推進

目 学校施設の老朽化対策や耐震化対策を行い、安全で快適な教育環境を確保する。

的

１ 県立学校施設

(1) 改築

老朽化の著しい校舎について、高校再

編整備計画と整合を図りながら、改築を

行う。

・新潟商業:平成25年度実施設計完了

(2) 大規模・耐震改修 【新潟商業高校成予想図】

老朽化した校舎又は耐震診断の結果、耐震性能を満たさない校舎について、

大規模改修等を行った。

・大規模改修（耐震改修を含まない）11校12棟実施

・耐震改修 （大規模改修を含む） 10校11棟実施

(3) 天井等非構造部材の落下防止対策

体育館天井等の落下防止対策が必要な36施設のうち３施設の設計を行った。

天井落下防止対策対象施設:天井高６ｍ超又は水平投影面積200㎡超（文部科学省基準）

２ 市町村立学校施設

(1) 整備状況

市町村においては、校舎・屋内運動場の改築や大規模改修等を実施した。
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・改築 4校

・大規模改修及び耐震改修 151校

・給食施設（給食センター含む） 9校

・学校体育施設(プール・武道場) 8校

(2) 県の取組状況

国等からの各種情報を市町村に提供するとともに、耐震化への取組が遅れて

いる市町村に対して、２次診断の早期実施や耐震化計画の前倒し等を要請した。

また、体育館の天井等非構造部材の落下防止対策について、市町村に対して

働きかけた。

【成果】◇ 新潟県耐震改修促進計画（以下、「県計画」という。）に基づき、平

評 成27年度末完了を目途に順調に進んでいる。

改築予定校を除き耐震改修未了施設は６棟（平成26年4月1日現在）

価
【課題】◇ 文部科学省の耐震化対象施設※のうち、県計画の対象施設を除いた比

較的小規模な施設についても、速やかに耐震化の完了を図る必要がある。

◇ 外壁落下の事案を踏まえ、日常点検では発見が難しい外壁の老朽化に

ついて、早急に点検を行う必要がある。

公立学校施設の耐震改修状況調査（文部科学省） （ ）は全国の平均耐震化率

H23 H24 H25 H26

公立小・中学校 77.2% (80.3%) 83.1% (84.8%) 87.6% (88.9%） 93.5% （92.5%）

県立学校 71.5% 75.5% 78.4% 79.7%

※文部科学省の対象施設：２階以上又は面積200㎡超の非木造建築物（各年４月１日現在）

県計画の対象施設:３階以上かつ1,000㎡以上 （特別支援学校等は、２階以上かつ1,000㎡以上）

（実績値は各年度末現在）

○ 県立学校施設について、県計画に基づく建物の耐震化を平成27年度までに行う。

○ 市町村立学校施設については、平成27年度までのできる限り早い時期に耐震化

が完了するよう市町村に要請する。

○ 天井等非構造部材についても落下防止対策を推進するとともに、市町村に対し

ても早期の完了を要請する。

○ 建設後40年以上の県立学校施設で大規模改修後10年を経過した建物について、

専門業者による「外壁打診検査」を行う。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

80.7% 94.8% 98.2% 100%

目標値
実績値

【関連指標26】

県立学校の耐震化率（新潟県耐震改

修促進計画に基づく建物）
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（２）学校における児童生徒の安全確保

① 防犯体制の充実及び通学路の安全確保

目 通学路等における不審者、交通事故から児童生徒を守るための教育を充実させる。

あわせて、市町村教育委員会を中心とした、警察・道路管理者・地域住民による緊急

的 合同点検での危険箇所の抽出と対策を推進するとともに、地域ぐるみで児童生徒を見

守るための体制強化を図る。

１ 学校保健・給食管理運営研修会（県内５会場、管理職601人）

・不審者事例に基づく安全対策と地域連携

・県警の安心メールへの登録促進

２ 通学路の緊急合同点検に基づく対策の実施

各市町村単位で警察、道路管理者、その他地域住民、ＰＴＡ等とによる通学路の

緊急合同点検で抽出した箇所についての対策を実施

３ 事件対応の緊急連絡体制の整備

市町村教委担当者の連絡先を集約し、県警本部と共有

【成果】◇ 不審者事案件数が90件（Ｈ24）から39件（Ｈ25）に減少した。

評

【課題】◇ 不審者事案件数は減少したが、依然として乱暴で悪質な事案がある。

価 ◇ 市町村教育委員会や小学校で対策が必要な47箇所のうち、25箇所につ

いて実施済みであるが、残りの22箇所について、できるだけ早期に着実

に実施する。

対策必要 H24対策済み H25対策実施 H26対策実施
箇 所 箇 所 箇 所 予定箇所

398 351 25 22

○ 通学路における不審者が後を絶たないことから、児童生徒の見守り体制、不審

者情報の提供等の取組を強化していく。また、不審者に遭遇した場合の対処方

法について指導を継続していく。

○ 通学路の安全を確保するため、地域ごとの推進体制を構築し、基本方針の策定

などについて、警察や道路管理者とより一層の連携を図りながら、着実で効果

的な取組を推進するよう市町村教育委員会を指導する。
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② 福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質への対応

目 福島第一原子力発電所事故に伴い、放射性物質が拡散されたことから、校庭等

の空間線量率の測定及び学校給食用食材の検査を実施し、児童生徒を放射線による

的 健康被害から守る。

１ 平成23年度及び24年度の測定時に高い値を示した学校について、校庭等の放射

線量の測定を実施

・県立学校12校を測定

・測定値は地表面で１時間当たり0.3マイクロシーベルト以下であり、除去対応

は不要

・汚泥等の保管場所周囲の空間線量が通常範囲の数値であることを定期的に確認

２ 学校給食用食材の放射性物質検査体制を整備し、測定を実施

・県内６箇所の地域振興局内に検査場所を設置し、７台の検査機器を配備

・県立学校の給食用食材検査は、37品目455検体を測定し、全て不検出

・市町村立学校においては、県の検査機器を使用した給食用食材検査を23市町

村が実施し、100品目2,581検体を測定し、全て不検出

【成果】◇ 測定の着実かつ継続的な実施と

評 結果の確実な公表により、放射性

物質から児童生徒を守る体制への

価 信頼を得ることができた。

【

【課題】◇ 児童生徒等のより一層の安全・

安心の確保及び保護者の不安解消

に引き続き取り組んでいく必要が

ある。

【学校給食用食材検査機器】

○ 校庭等の放射線量の測定については、平成23年度及び24年度の測定時に高い値を

示した学校について、引き続き測定を実施する。汚泥等が基準値(地表面で0.3マイ

クロシーベルト)を超えた場合は除去し、施錠可能な場所に保管する。

○ 学校給食用食材検査については、検査体制を維持して実施することにより、より

一層の安全・安心の確保に努めていく。
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評 価

３ 教育機会の均等の確保
Ｂ

＜目指すもの＞

経済的な事情にかかわらず子どもたちが安心して学び続けていける環境

の構築を図る。

〔ここに注目 !！〕

・低所得世帯向け返還猶予制度を、平成26年４月以降の返還分から導入

目 経済的理由により就・修学が困難な生徒・学生に対して教育機会を確保するため、奨

的 学金を貸与する。

１ 低所得世帯向けの返還猶予制度の導入

学ぶ意欲のある高校生が、将来の返還を不安・負担に感じ奨学金の利用をためらい

就・修学をあきらめることがないよう、低所得世帯向けの返還猶予制度を導入するこ

ととした。（平成26年４月以降の返還分から実施）

２ 奨学金貸与申込み手続きの簡素化・貸与時期の早期化

奨学金貸与申込書の提出時に振込先口座の報告書類を追加するなど、奨学金申込み

から貸与開始までの手続きを簡素化し、貸与時期の早期化を図った。

また、貸与希望者が、所得要件を満たしているか否かを確認した上で申込みを行え

るよう、申込書に「所得要件確認欄」を設けるなど、記載内容の変更を行った。

３ 海外大学奨学金の設置

国際情報高校の海外大学進学コースの設置をはじめ、グローバル人材育成が求めら

れている状況から、海外大学へ進学する者への奨学金事業を実施することとし、平成

26年３月に高等学校等を卒業予定の者を対象に予約募集を行った。

４ 奨学金制度の周知

奨学金の制度や利用方法について説明した「奨学金ガイド」や「新潟県奨学金奨学

生募集案内」を各学校へ配付したほか、県ホームページに「奨学金ガイド」を掲出す

るなど広く周知を行った。

<奨学金の貸与状況>（平成26年３月31日時点）

ア 高 校 奨 学 金 新規貸与： 251人 継続貸与： 421人

イ 大 学 奨 学 金 新規貸与： 48人 継続貸与： 127人

ウ 専 修 学 校 奨 学 金 新規貸与： 33人 継続貸与： 30人

エ 定時制通信制修学奨励金 新規貸与： ４人 継続貸与： ４人

オ 進 路 変 更 緊 急 奨 学 金 新規貸与： 14人 継続貸与： ４人

[新規貸与内訳：月額貸与11人、入学時一時金特別貸与３人]
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【成果】◇ 平成26年度から、高校奨学金の利用者で返還時に低所得世帯である者につ

評 いて、猶予ができるようにした。

◇ 奨学金申込みから貸与開始までの手続きの簡素化を行ったことにより、新

価
規申込者への貸与開始時期を10月から９月に早めることができた。

◇ 奨学金ガイドを活用し、県奨学金や他の奨学金制度を積極的に情報提供し

た。また、各学校において教育費に関わる相談などを行い、個々の生徒の状

況に応じてきめ細かく対応を行った。

【課題】◇ 返還猶予制度を含め、新しい制度について広く周知する必要がある。

○ 生活困窮により返還が困難となっている者が、返還猶予制度を有効に活用できるよ

う、広く周知を行い、適正な制度の運用に努める。

○ 海外大学への進学を希望する者が奨学金制度の利用を検討できるよう、募集の時期

や期間について検討を行う。

○ 平成26年度新入生から導入された、奨学のための給付金制度を適切に運用していく

ために、制度の周知を丁寧に行うとともに、申請方法等についてきめ細かな対応に努

める。

＜資料＞ 平成25年度新潟県奨学金の概要

１ 貸与月額（単位：円）

国 公 立 私 立 海 外

自 宅 自宅外 自 宅 自宅外 大 学

大 学 41,000 44,000 51,000 51,000

短期大学･専修学校（専門課程） 41,000 43,000 48,000 －

高等学校等 18,000 23,000 30,000 35,000 －

２ 貸与期間

貸与決定年の４月分から卒業までの最短修業年限

３ 返還

卒業後８か月据え置き後、最長15年以内に返還（無利子）

４ 募集時期

対 象 校 募集対象者 募 集 時 期

在 学 高等学校等、大学、 左の学校に在学して 大学･短大･専修 ６月頃
採 用 短大、専修学校 いる者 高校 ５月頃

予 約 高等学校等 翌年４月に高等学校 11月頃
採 用 等へ進学予定の者

海外大学 翌年度に海外の大学 ２月頃
へ進学する予定の者

緊 急 高等学校のみ 家計急変等の事由が 随時
貸 与 発生した者

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

12人 0人 0人 ゼロ

【関連指標27】

高校における経済的理由による中途

退学者の人数

実績値
目標値

今

後

の

対

応
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評 価
第５章 生き生きと学び続ける

生涯学習環境づくり ○

評 価

１ 生涯学習環境の整備
Ａ

＜目指すもの＞

県民一人一人が、生涯にわたって主体的に学習活動に取り組み、生きが

いのある充実した生活を送ることができるとともに、学習成果をより良い

社会づくりに生かすことができる生涯学習社会の実現に向けた環境整備を

進める。

〔ここに注目 !！〕

・県立図書館の貸出冊数が過去最高記録を更新

目 「第２次新潟県生涯学習推進プラン（改定版）」」に基づき、多様な生涯学習情

報の提供、生涯学習の相談・支援体制の整備、図書館サービスの充実等により、

的 県民が生涯を通じて主体的に学習を行える環境の整備を推進する。

１ 多様な生涯学習情報の提供

(1) 生涯学習情報提供システム「ラ･ラ･ネット」の一層の活用に向けて、リーフレ

ットの配布やイベント（生涯学習県民フォーラム、研修・講座等）による周

知を図った。訪問数 82,092件（Ｈ24：70,227件）

(2) 「いきいき県民カレッジ講座一覧」（年３回各回10,000部）や広報紙「生

涯学習にいがた」（年６回各回1,700部）により講座情報等の周知を図った。

２ 生涯学習の相談・支援体制の整備

(1) 個人の学習活動を支援する相談窓口において、

各種学習機会に関する相談に応じた。

相談件数871件（Ｈ24：607件）

(2) 指導者の資質向上を図る「生涯学習指導者研

修会」を実施した。

33回1,273人（Ｈ24：37回1,088人） 【生涯学習指導者研修会】

３ 県立図書館の取組

(1) 利用者拡大に向けて、暮らしや家庭などをテーマとした気軽に立ち寄れる

コーナーを充実するとともに、話題性のある特別展示を実施した。

また、越後佐渡デジタルライブラリー（新潟県歴史関係資料）を拡充した。
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(2) 本県の中核図書館として、県内公立図書館との図書の相互貸借や相互検索

などの情報ネットワークの推進に努めるとともに、県内公立図書館職員等を

対象とした研修会を開催した。３回 参加者134人（Ｈ24：２回72人）

(3) 県内公共図書館のほか、新たに県立高校への訪問相談を実施した。

24館、16校（Ｈ24：27館）

【成果】◇ ラ･ラ･ネット上で研修会参加者などが情報交換を行う「ラ･ラ･ネットコミ

評 ュニティ」（Ｈ25～）の活用が進み、生涯学習関係者の情報交換が活発

に行われ、学習ニーズの把握や学習プログラムの充実につながってい

価 る。

◇ 生涯学習に関する相談件数や研修会への参加者が増加しており、県

民の学習ニーズの高まりに応えている。

◇ 県立図書館の入館者数は、目標値に近い45.3万人となり、貸出冊数

は過去最高だった平成24年度の数値を更新し、44.3万冊となった。

【課題】◇ 生涯学習関係者や県民のニーズに応えられるように、「ラ･ラ･ネッ

ト」の使いやすさの向上を図る必要がある。

◇ 図書館の入館者数が目標値を達成し、県民に親しまれる図書館とな

るよう、一層の魅力づくりに取り組む必要がある。

○ 県民フォーラムを毎年継続して開催し、生涯学習気運の一層の醸成を図る。

○ 「ラ･ラ･ネット」について、「ラ･ラ･ネット･コミュニティ」や「マイページ」※

などの浸透を図るとともに、より使いやすいシステムとなるよう努める。

※ 県内で活動する生涯学習関係団体や公民館で活動するサークル等を紹介するもの

○ 平成27年４月の県立図書館創立100周年に向けて、記念事業を企画・検討する

とともに、引き続き、利用者サービスの向上及び入館者増を図る。

今

後

の

対

応

〔参考〕県立図書館の利用状況
H23 H24 H25

貸出冊数 411,942冊 430,456冊 443,391冊
蔵書数 763,801冊 782,685冊 803,002冊
資料提供及び調査相談 17,454件 17,177件 16,591件
図書館情報検索 345,575回 386,007回 371,663冊
公立図書館等への貸出 5,665冊 6,370冊 6,380冊

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

353,266人 463,767人 453,198人 470,000人

目標値
実績値

【関連指標28】

県立図書館の入館者数



- 84 -

２ 生涯学習機会や 評 価

学習成果活用機会の充実
Ｂ

＜目指すもの＞

「循環型生涯学習社会」の実現に向けて、学習機会の充実に努めるとと

もに、生涯学習で学んだ成果を地域社会に生かすための仕組みづくりを推

進する。

〔ここに注目 !！〕

・学んだ成果を生かす機会の活用に向け、「読書パッケージ化事業」を新規に実施

目 県民の生涯学習機会や学習成果活用機会の充実を図るため、生涯学習推進セン

ターにおいて講座を開催するほか、指導者の養成や、学習成果を生かす活動を支援

的 する。

１ 多様な学習機会の提供

多様な主体が実施している学習講座を体系化し、効果的に提供するとともに、

市町村や大学等と連携した専門的講座を県内各地で実施した。

・いきいき県民カレッジ 登録講座数 2,355 （Ｈ24数値 2,277）、受講者

128,144人 （Ｈ24数値 157,123人）

・にいがた連携公開講座 講座数８、会場数８、受講者466人 （Ｈ24数値

講座数10、会場数11、受講者774人）

〔参考〕いきいき県民カレッジ受講者数と講座数の推移

２ 学習成果を生かす仕組みづくり

(1) 学んだ成果を地域社会で活用するため、地域の課題解決に向けて「学び」、

「実践」する仕組みづくりを支援するモデル事業（地域の絆づくり・教育力向

上支援モデル事業）を実施した。

・事業実施市町村：３市町（燕・十日町・阿賀）（Ｈ24：２市村（燕・関川））

参加人数：154人（Ｈ24：47人）
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(2) 学んだ成果を活用する機会の創出のため、「読書パッケージ化事業」を実施

した。（委託先 長岡市、見附市）（P35参照）

３ 人権教育

同和問題をはじめ、様々な人権課題への理解と認識が深まるよう、研修会を実

施した。

・人権教育指導者研修会（１回）

社会教育委員など51人（Ｈ24：97人）

・社会同和教育市町村巡回研修会（４会場４回）

ＰＴＡ役員など 584人（Ｈ24：502人）

・人権教育行政担当者研究協議会（１回）

市町村人権教育担当者など 30人（Ｈ24：38人） 【人権教育指導者研修会】

【成果】◇ 多様な学習機会の提供については、「いきいき県民カレッジ」への登

評 録を市町村や県の本庁各課・地域機関・教育機関などへ働きかけたこと

で、登録講座数の増加につながった。

価 ◇ 「読書パッケージ化事業」については、学んだ成果を生かす機会の拡

大に向けて、ボランティア団体等が自ら企画し、訪問先を開拓する事例

を作ることができた。

【課題】◇ 多様な学習機会の拡充に向けて「いきいき県民カレッジ」を拡大する

必要がある。

◇ 様々な学習成果の活用の場となるＮＰＯ等と連携し、活用の機会が拡

大する仕組みづくりが必要である。

○ 「いきいき県民カレッジ」の拡大に向けて、登録の効果・メリットを明確にし

ながら、市町村を中心に登録を働きかける。

○ 生涯学習の成果を地域社会で生かすための仕組みづくりを一層推進するため、

その橋渡しとなるＮＰＯと連携した取組を実施する。

今

後

の

対

応

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

1,330千日人 1,405千日人 1,361千日人 1,400千日人

目標値
実績値

【関連指標29】

学習講座等の受講者数

基準年指標値

（平成24年度） （平成24年度） （平成25年度）

58.8% 58.8% 60.8% 向上させる

目標値
実績値

「生涯学習の成果を地域社会で役立

てている」学習者の割合

【関連指標30】
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評 価

第６章 競技スポーツの振興
○

評 価

１ 競技スポーツの振興
Ｂ

＜目指すもの＞

男女総合優勝で結実した第64回国民体育大会「トキめき新潟国体」に向
けた取組と成果をより充実・発展させることにより、国体総合成績10位台
に定着する競技スポーツのレベル向上と、県民スポーツの普及や振興を目
指す。

〔ここに注目 !！〕

・「新潟から世界へ夢プロジェクト事業」からソチオリンピックのメダリストを輩出

① 競技水準の向上

目 国体男女総合成績10位台に定着する競技力を養成する。

的 全国、世界で活躍できるトップアスリートを育成する。

１ ジュニア選手育成

(1) 競技団体による計画的・継続的な選手強化（38競技）

(2) 育成拠点となる高等学校を指定し強化活動を支援（28競技）

(3) 市町村が主体となり、拠点スポーツ施設において、年齢や学校枠を超えたジュ

ニア層を育成・強化（12市町村12競技）

(4) 優秀な競技実績を有する指導者を学校等に配置して、ジュニアの競技力向上を

推進（18人）

２ 国体強化

(1) 国体選手の強化練習会や強化合宿の実施

(2) アドバイザーコーチ、スポーツドクター、トレーナー等を国体に派遣（30競技）

(3) 強化に積極的に取り組む企業チーム及び社会人クラブチームを指定し強化合宿

等を実施（13団体）

(4) 健康づくり・スポーツ医科学センターを活用し、競技スポーツ選手の体力測定、

分析を実施（46競技）

(5) 国民体育大会及び北信越国民体育大会への本県選手団の派遣

（第68回国民体育大会（東京国体）(530人)）

（第34回北信越国民体育大会 (781人)）

３ 新潟から世界へ夢プロジェクト

世界の舞台で活躍が期待できる、ジュニアを中心とした本県選手を選抜し、

特別チームによる指導体制を編成して行う強化活動を支援（３競技）
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【成果】◇ 国民体育大会

評 ・第68回国民体育大会において、少年種別の活躍などにより前年の得点を

上回った。Ｈ24：933点 → Ｈ25：935.5点

価 ・優勝数(種別・種目)の増。Ｈ24：７ → Ｈ25：11

◇ 「新潟から世界へ夢プロジェクト事業」

・第89回日本選手権水泳競技大会（水球競技）で３位入賞を果たした。

・スキー競技（ジャンプ）で22・23年度に指定した選手が、ソチオリン

ピック日本代表に選出された。

【課題】◇ 高得点が期待できる団体競技の得点力の向上

◇ 安定したジュニア選手の育成と国体少年種別の強化

◇ 東京オリンピックを視野に入れた選手の強化

〈平成25年国体総合成績〉 ※（ ）内はＨ24年成績

男女総合（天皇杯）成績 女子総合（皇后杯）成績

順 位 得 点 順 位 得 点

新 潟 25位（22位）
935.5点

18位（21位）
525.5点

（933.0点） （520.5点）

○ 国体男女総合成績10位台に向け、引き続き本県選手の競技水準の向上を図る。

○ 国体候補選手の早期指定を行い、特に少年種別の強化や団体競技の強化を念頭

に計画的に強化練習会を実施する。

○ 強化の拠点となる学校や地域の指定及び優秀指導者の配置などを行い、長期的

展望に立ったジュニアの一貫指導体制を強化する。

○ 東京オリンピックに向けて、県体育協会等の関係団体や企業と連携しながら、

有望な人材を発掘し、一貫体制のもとで競技力向上を図る。

【国体で活躍を見せた少年男子弓道】 【水球競技(夢プロジェクト)】

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

１位 22位 25位 10位台

目標値
実績値

【関連指標31】

国民体育大会の総合成績（天皇杯）

今

後

の
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② 体育施設の整備

目 県立社会体育施設、県立スポーツ施設の適正な維持管理を行い、県民スポーツ活動

的 の推進及び競技人口の拡大を図る。

１ 県立社会体育施設の維持管理

(1) 各市町への事務の委託により適切な運営を行った。

(2) 施設設備の老朽化については、各市町からの要望を基に優先順位をつけ、

計画的な対応を行った。

(3) 利用促進のため各種大会等の誘致活動を行った。

〔県立社会体育施設〕

・胎内ライフル射撃場

・石打丸山シャンツェ

・妙高高原赤倉シャンツェ

・津川漕艇場

・柏崎アクアパーク

【胎内ライフル射撃場、（ナショナルチーム選考会）】

【柏崎アクアパーク、（日本選手権水泳競技大会（水球競技））】 【津川漕艇場、（全国高校総体（インターハイ））】

２ 県立スポーツ施設の運営

(1) ダイエープロビスフェニックスプール

ＰＦＩ事業の活用により適切な運営を行った。４月には、日本選手権水泳

競技大会（競泳競技）が開催されるなど、利用促進につながった。

(2) 健康づくり・スポーツ医科学センター

指定管理者制度の活用により適切な運営を行った。設備の老朽化に対しては、

現地確認等により更新の優先順位を整理し、計画的に対応を行った。

３ 県立武道館設置の取組

(1) 諸課題を調整するため県立武道館基本構想検討会議を平成25年３月から12月

まで８回開催した。

(2) 同検討会議が平成25年12月に施設の機能・規模及び建設予定地等をとりまと

めた報告書を知事へ提出した。
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【成果】◇ 県立社会体育施設については、一部を除き、一定の利用がなされている。

評

施設名 利用者数 Ｈ23 (人) Ｈ24 (人) Ｈ25 (人)

価
胎内ライフル射撃場 1,890 1,741 2,120
石打丸山シャンツェ 340 312 339
妙高高原赤倉シャンツェ 1,952 1,260 1,518
津川漕艇場 7,589 15,070※ 8,560
柏崎アクアパーク（50m プール） 29,775 34,822※ 38,187

（アイスリンク） 23,234 27,073 26,762

※全国高校総体による利用者を含む

◇ ダイエープロビスフェニックスプールについては、広報活動や日本選手

権等の大会開催等により認知度が上昇し、利用促進が図られている。

施設名 利用者数 Ｈ23 (人) Ｈ24 (人) Ｈ25 (人)

ﾀﾞｲｴｰﾌﾟﾛﾋﾞｽﾌｪﾆｯｸｽﾌﾟｰﾙ 174,057 194,456※ 192,445

※全国高校総体及びジュニアオリンピック開催による利用者を含む。

◇ 健康づくり・スポーツ医科学センターについては、広報活動や情報誌等

による施設紹介により、フィットネス等の一般利用部分が増加した。

事業別 利用者数 Ｈ23 (人) Ｈ24 (人) Ｈ25 (人)

スポーツ科学（体力測定等） 1,199 1,257 1,339
診療所 5,691 5,594 6,313
競技力向上相談 1,671 1,119 1,552
一般利用（ﾌｨｯﾄﾈｽ・会議室） 24,132 26,635 31,380

【ダイエープロビスフェニックスプール】

【課題】◇ 一定の利用があるものの、利用者数が伸び悩んでいる施設がある。

○ 引き続き競技団体や市町村と連携し、大会・合宿の誘致等を行うとともに、広報

活動を充実させ、更なる施設の利用促進に努める。

○ 引き続き建物や設備の老朽化や緊急度を施設ごとに検証し、計画的な修繕を行う

ことで、サービス水準の向上に努める。

今
後
の
対
応
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評 価
第７章 心に潤いをもたらす芸術文化の

振興と地域文化の継承 ○

評 価

１ 芸術鑑賞機会の充実
Ａ

＜目指すもの＞

県民の芸術文化に対する関心の高まりの中で、芸術文化に親しみ、心豊

かな生活の実現のため、特に近代美術館及び万代島美術館において、多く

の県民から鑑賞いただける良質な美術展覧会を開催するとともに、講演会

や美術鑑賞講座等の企画・開催など、学びの機会を提供することにより、

優れた芸術鑑賞機会の充実を目指す。

〔ここに注目 !！〕

・県立近代美術館の年間利用者数が大幅に増加し、32万人以上を達成

目 県民が芸術文化に親しみ、心豊かな生活を実現するため、県立美術館における優れた

美術作品を紹介する展覧会を開催するとともに、鑑賞講座等の学びの機会を提供する。

的 また、児童生徒の芸術鑑賞の機会と文化活動に対する支援をさらに進める。

１ 県立美術館の事業

国内外の優れた美術作品の鑑賞機会を提供するため、県立近代美術館及び万代島美

術館において展覧会や教育普及事業等を実施した。

(1) 近代美術館

ア 展覧会事業（５つの企画展と14のテーマによるコレクション展を開催）

[Ｈ24 ６つの企画展と年５回展示替えのコレクション展]

イ 教育普及事業（巡回ミュージアム、美術鑑賞講座、映画鑑賞会などを実施）

(2) 万代島美術館

ア 展覧会事業（４つの企画展と２つの所蔵品展を開催）

イ 教育普及事業（講演会、美術鑑賞講座、ワークショップなどを実施）

[Ｈ24 ４つの企画展と２つの所蔵品展]

企　画　展　名 開催期間 観覧者数

近代日本画の精華 H25. 4. 1～H25. 5. 8 12,586

ルーベンス H25. 6.29～H25. 8.11 44,742

オランダ・ハーグ派展 H25. 8.31～H25.10.14 8,000

館長　庵野秀明　特撮博物館 H25.11. 8～H26. 1.21 77,136

岩田正巳展 H26. 3. 1～H26. 3.31 2,551

企　画　展　名 開催期間 観覧者数

ミュシャ展 H25. 6. 1～H25. 8.11 44,746

京都　清水寺展 H25. 8.23～H25.10.14 29,723

篠山紀信展　写真力 H25.12.14～H26. 3. 2 56,879

梅佳代展 H26. 3.15～H26. 3.31 2,643
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２ 児童生徒の芸術文化活動への支援

(1) ふれあい音楽教室の開催

ア オーケストラ・コンサート[６公演]（Ｈ24：５公演）

イ リコーダーとリュートによる小コンサート[10公演]（Ｈ24：10公演）

(2) 新潟県学校器楽合奏大会の開催[19団体が参加]（Ｈ24：19団体）

(3) 新潟県ジュニア美術展覧会の開催[県内４会場で開催]（Ｈ24：４会場）

(4) 高等学校文化活動への支援（高等学校文化連盟が実施する事業を助成）

【成果】◇ 近代美術館の取組

評 開館20周年記念として、「ルーベンス」「特撮博物館」等の大規模な企画展

や県ゆかりの日本画家「岩田正巳展」を開催し、観覧者数は前年度を上回る

価 約16万人となった。また、教育普及事業では、企画展と連動しながら、ワー

クショップや学校等への出前講座をはじめとする各事業で内容の充実に努めた。

◇ 万代島美術館の取組

開館10周年記念として、「ミュシャ展」「清水寺展」等の目玉となる企画展

を開催し、観覧者数は前年度を上回る約14万人となった。また、学芸員によ

る講座や作家による講演会などの関連イベントの実施により、利用者数を伸

ばした。

◇ 第37回全国高等学校総合文化祭において、写真部門で文化庁長官賞及び奨

励賞を各１名が、書道部門で特別賞を２名が、放送部門で優秀賞を１校が受

賞した。

【課題】◇ 年間利用者数の目標値を見据えながら、県民ニーズをさらに的確にとらえ

魅力ある展覧会の開催を実現する必要がある。

◇ 児童生徒が芸術文化活動を体験し、発表する機会の提供をさらに進める必

要がある。

○ 県ゆかりの優れた作家を紹介する展覧会を積極的に開催する。

○ 民間と連携した大規模展覧会の企画や広報を工夫し、情報発信を充実する。

○ 対話型の鑑賞や出前講座等の実施により、多様な学びの機会を提供するとともに、

芸術に親しみ、理解を深めるための取組を充実する。

○ 学校内外における児童生徒の芸術文化活動に対し、引き続き支援を行う。

H21 H22 H23 H24 H25

観覧者数 57,435 212,042 233,690 101,481 157,899

イベント等入場者数 25,865 32,895 20,811 16,097 25,057

年間利用者数 83,300 244,937 254,501 117,578 182,956

H21 H22 H23 H24 H25

観覧者数 140,500 65,874 89,644 89,359 140,288

イベント等入場者数 819 966 3,398 2,266 2,662

年間利用者数 141,319 66,840 93,042 91,625 142,950

今
後
の
対
応

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

約200,000人 209,203人 325,906人 240,000人

目標値
実績値

【関連指標32】

県立近代美術館（万代島美術館を含
む）の年間利用者数
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評 価

２ 文化財の保護・活用
Ｂ

＜目指すもの＞

長い歴史の中ではぐくまれ、郷土の歴史の証として現在まで受け継がれ

てきた貴重な財産である文化財を大切に保護する。また、これらを積極的

に公開・活用できる環境を整備し、県民が文化財をより深く理解し大事に

する心をはぐくむ。

〔ここに注目 !！〕

・越後国域確定1300年記念事業や古文書解読講座の参加者が大幅に増加

目 県内の貴重な文化財を保護するため、重要な文化財を指定・登録するとともに、経年

劣化や後継者不足等で次世代への継承が難しい文化財の保存と伝承を進める。また、郷

的 土の貴重な財産である文化財を理解し、大切にする心を育むため、文化財の公開活用を

進め、愛護思想の普及啓発を図る。

１ 文化財の保存と継承

(1) 県文化財の指定

ア 文化財悉皆調査の実施 未指定の文化財についてその所在及び価値を調査

イ 文化財保護審議会の開催 文化財の指定等について審議（３回開催）

(2) 文化財の保護

ア 文化財保護指導委員活動 23人の保護指導委員による県内文化財を巡視

イ 文化財指導者講習会 各市町村有識者を対象、テーマは「文化財と防災」

ウ 文化財調査

・特別天然記念物カモシカ生息概況等調査事業

・新潟県名勝調査事業（自然的名勝地を扱った史資料等のデータベース化）

・歴史資料等調査（県内４地区で実施：上越市、長岡市、燕市、佐渡市）

エ 文化財保護助成事業（国指定文化財24件、県指定文化財10件）

オ 埋蔵文化財

・新遺跡の発見：57遺跡[総数13,010]（Ｈ24：23遺跡（総数12,955））

・発掘調査（遺跡の記録保存）８遺跡50,047㎡（Ｈ24：６遺跡13,485㎡）

２ 文化財の公開活用と愛護思想の普及啓発

ア 越後国域確定1300年記念事業の実施 参加者数合計8,182人（Ｈ24：5,658人）

リレー講演会、親子考古学教室、まいぶん祭り、企画展、遺跡ウォーキング等

イ 埋蔵文化財普及啓発事業の実施 参加者数合計7,453人（Ｈ24：7,255人）

発掘現地説明会、校外学習、新潟県埋蔵文化財センター展示・公開等
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ウ 青少年文化財講座の開催 参加者数 42人（Ｈ24：33人）

中高生を対象に、従前の見学だけでなくワークショップや体験講座を実施

エ 古文書講座等の開催 参加者数 1,639人（Ｈ24：956人）

〔参考〕主な文化財活用事業への参加者数(人)

※ Ｈ24以前のリレー講演会は埋蔵文化財講座

【成果】◇ 現地調査を重ね、県指定文化財６件を新たに指定した。［Ｈ24 ７件］

評 ◇ 県指定考古資料「村尻遺跡出土品」が国重要文化財に、県指定名勝「親不

知子不知」の一部が国名勝に指定された。

価 ◇ キャリア教育を踏まえて青少年文化財講座の内容を刷新した結果、参加者

数が過去５年で最多となった。

◇ 普及啓発事業の延べ参加者数は、昨年度から開始した越後国域確定1300年

記念事業の効果もあり、17,316人であった。

【課題】◇ 文化財の指定等を適切に進めるため、現地調査を充実する必要がある。

◇ 文化財への愛護意識を高めるため、啓発活動をさらに進める必要がある。

○ 文化財の現状を把握する調査や巡視を行い、指定や登録を適切に進める。

○ 経年劣化等で傷んだ文化財について、修理・修復を適切に進める。

○ 民俗芸能等の後継者育成のための地域活動等を支援するとともに、伝承活動の成果

を県内外に広く発表する機会を提供する。

○ 各種講座の開催等により、郷土の宝である文化財に親しむ機会の提供に努める。

○ 新潟県埋蔵文化財センターや県立文書館などにおける展示、イベント等により、県

民が文化財に直接触れることができる機会をさらに充実する。

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

リレー講演会※等（文化行政課） 124 127 344 1,095 1,092

親子考古学教室（文化行政課） 43 78 114 107 172

まいぶん祭り（文化行政課） － － 180 378 389

埋蔵文化財企画展・巡回展（文化行政課） － － － 3,972 6,300

遺跡ウォーキング（文化行政課） － － － 106 229

発掘現地説明会（埋蔵文化財調査事業団） 1,369 652 331 461 740

校外学習（埋蔵文化財調査事業団） 2,889 2,848 2,697 2,262 1,910

埋文センター入館者（埋蔵文化財調査事業団） 4,366 4,004 3,927 4,532 4,803

ｳ 青少年文化財講座（文化行政課） 16 14 14 33 42

ｴ 古文書解読講座等（文書館） 506 561 907 956 1,639

9,313 8,284 8,514 13,902 17,316

ｱ

ｲ

講座等の名称（実施主体）

合　計

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

345件 356件 360件 360件

目標値
実績値

【関連指標33】

県指定文化財の指定件数
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評 価

３ 世界遺産登録活動の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

400年以上にわたり国内外の鉱山技術及び鉱山経営手法を導入し、発展

させることにより、独自の文化的伝統を形成した「金を中心とする佐渡鉱

山の遺産群」の世界遺産登録を目指す。

〔ここに注目 !！〕

・「佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議」を発足

目 世界遺産暫定一覧表記載を受け、推薦に向けた準備作業を行うとともに、県民への普

的 及・啓発活動を充実させ、世界遺産登録への気運醸成を図る。

佐渡金銀山は、平成22年11月にユネスコ世界文化遺産暫定一覧表に記載され、その後、

県は佐渡市とともに世界遺産登録に向けた様々な事業に取り組んでいる。今年度は特に、

平成29年度の登録を目指して推薦書案の作成を本格化させるとともに、県内外への普及

啓発事業もさらに充実させた。

１ 推薦書案の作成

佐渡金銀山世界文化遺産学術委員会を３回（Ｈ24 ４回）開催し、佐渡金銀山の価

値や構成資産の選定について検討した（第１・２回は国際専門家会議を兼ねる）。

・第１回委員会：７月13・14日（中国・韓国イコモス※関係者参加）

・第２回委員会：11月８・９日（イギリス・スイス・中国イコモス関係者参加）

・第３回委員会：３月３日

※ イコモス（ＩＣＯＭＯＳ）：「国際記念物遺跡会議」の略称。世界遺産に登録推薦された文化遺産
の専門的調査や審査を行うユネスコの諮問機関

２ 普及啓発活動

（1）国際シンポジウム

海外専門家を交えて、佐渡金銀山の価値を改めて検証するとともに、登録に向け

た課題を確認した。［11月10日 朱鷺メッセ 295人参加］

（2）講演会・連続講座等

佐渡金銀山の価値や魅力を内外に周知し、登録活動の認知度を高めた。

・上越地区講演会［６月２日 上越文化会館 100人参加］

・首都圏講演会［７月７日 スクワ－ル麹町 245人参加］

・佐渡金銀山シンポジウム［10月６日 トキのむら元気館 175人参加］

・連続講座［第１回：71人参加、第２回：76人参加、第３回：64人参加］

（3）出前授業（講座）

佐渡への修学旅行を予定している小学校を対象に佐渡金銀山について説明したほ

か、地域の集まりや各種団体への出前講座を実施した。

［出前授業：43校、出前講座：11団体］

執

行

の

状

況
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（4）現地見学会

新潟交通・越後交通・頸城自動車・佐渡汽船と共催して、相川地区の構成資産候

補の見学ツアーを２回実施した。［７月20日：40人、10月26日：45人］

〔参考〕 講演会・講座等への参加者数(人) ※出前授業（講座）は件数

３ 佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議の設立

世界遺産登録の早期実現と、将来にわたる価値の継承を目指して県民運動を展開す

るため、各種団体・企業・自治体等が共同して県民会議を設立した（２月９日）。

【成果】◇ 学術委員会での議論や海外専門家の指導・助言に基づき、推薦書の素案を

評 作成し、文化庁に提出した。

価 【課題】◇ ユネスコが求める基準に適合した、完成度の高い推薦書案を作成する必要

がある。

◇ 県民の理解と支援を促進するため、佐渡金銀山の価値と世界遺産登録に関

する認知度を高める必要がある。

◇ 登録後の交流人口の増加に対応するため、資産の保全と整合する受入体制

等の整備が必要である。

○ 「顕著な普遍的価値」を証明するため、国内外の専門家の意見に基づいて調査・研

究を進めるとともに、学術委員会の指導を受けながら推薦書案の作成を進める。

○ 佐渡金銀山の価値と登録活動を県民に広く周知するために、上中下越で連続講演会

を実施するほか、出前授業のほか地域団体等への出前講座をさらに推進する。

○ 親子現地見学ツアーを新たに実施し、子どもたちに佐渡金銀山を身近に感じてもら

うとともに、世界遺産への理解促進を図る。

○ 構成資産の保全とともに交通アクセスや宿泊施設、周遊ルートなど受入体制等の整

備を全県的な視点で進めるため、「佐渡金銀山世界遺産活用推進行動計画」を策定す

る。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

国際シンポジウム － － 194 240 320 310 295

フォーラム等 730 300 － 250 － 345 175

連続講座等 100 270 214 175 223 209 211

講演会 650 240 156 180 180 210 345

出前授業（講座） － － 21 49 55 48 43(11)

基準年指標値

（平成22年度） （平成24年度） （平成25年度）

暫定一覧表掲載
推薦書骨子の

確定

推薦書案の作

成開始

平成29年度登録を目

指す

目標値
実績値

佐渡金銀山世界遺産登録

【関連指標34】

今

後

の

対

応



＜子どもたちの生きる力をはぐくむ教育の推進＞

単
位

基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

％
平成20年度

10.2
22.2 増加させる

政策プラ
ン指標

第１章 子どもたちや社会の未来を拓く教育の充実

指標
番号

記載
頁

指　標　名
単
位

基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

1 12 高校生活に満足している生徒の割合（高校２年生） ％ 　　69.3 　　79.9 80
政策プラ
ン指標

2 15 全国標準学力検査結果（小・中偏差値平均） 　　 51 50 52

3 15 「授業が分かる」児童生徒の割合（小・中） ％ 　　75.9 　　78.1 80
政策プラ
ン指標

4 22
県立高等学校等における海外修学・研修旅行の実施校
数の割合

％
　　平成20年度

　　11.7
　　50.0

平成28年度

80
政策プラ
ン指標

5 25
｢将来就きたい仕事のイメージをもっている」と答え
る生徒の割合 （中２）

％ 　　67.2 　　68.8 80％以上
政策プラ
ン指標

6 26
｢将来就きたい仕事について具体的に考えている」と
答える生徒の割合 （高２）

％ 　　69.4 　　76.3 80％以上
政策プラ
ン指標

7 26 インターンシップ等を実施している学校の割合（高） ％ 　　95.7 　  100 100
政策プラ
ン指標

8 29
特別支援学校等との交流及び共同学習の実施校率
（小・中）

％ 　　81.8 　　97.0 100

第２章 豊かな人間性や社会性をはぐくむ教育の充実

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

9 31 幼稚園、保育所と連携を実施している小学校の割合 ％ 　　98.1 99.2 100

10 33
自然体験活動や社会体験活動などの実施校
（小・中）

％ 　　76.6 92.4 80

11 37 現地研修実施率（小・中）〔同和教育、人権教育〕 ％ 　　28.7 33.7 33

12 40 いじめ解消率（小学校） ％ 　　95.5
　　 平成24年度

　　 98.2 注1
100

13 40 いじめ解消率（中学校） ％ 　　94.0　
　　 平成24年度

　　 95.6 注1
100

14 43
不登校における中１ギャップ指数（中１不登校生徒数
／前年度小６不登校児童数）

倍 　　2.87
　　 平成24年度

　   3.02 注1
2.5

15 43 不登校発生率（小学校）　発生人数／児童総数 ％ 　　0.31
　　 平成24年度

　　 0.29 注1
0.25

16 43 不登校発生率（中学校）　発生人数／生徒総数 ％ 　　2.61
　　 平成24年度

　　 2.54 注1
2

17 47 暴力行為の発生校率（小学校） ％ 　　5.3
　　 平成24年度

　　 6.3 注1
3

18 47 暴力行為の発生校率（中学校） ％ 　　40.6
　　 平成24年度

　　50.6 注1
35

19 51 放課後子ども教室設置状況 教室　　 61 72 増加させる

20 53
地域の自然や文化、産業を学んだり、伝統芸能を伝承
したりする活動を実施した小・中学校の割合

％ 　　88.0 92.9 90

注1　平成25年度の数値は平成26年10月公表予定

● 教育施策上、注視すべき35指標の進捗状況

注 「県民意識調査」による数値

指　標　名

「個」を伸ばす教育が行われていると感じる者の割合 注

※本報告書は従前の施策体系に基づき点検・評価を

行ったものであるため、目標値については、前年

のH24と同じとした。

・基準年指標値は平成21年度、目標値は平成24年度

とし、異なる場合は年度を記載した。

・指標の詳細は記載ページを参照。

・目標値を超えた実績値は太字ゴシックで表記。
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第３章 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

21 57
学校給食における県産農林水産物を使用する割合
（食材数）

％
平成20年度

27.1
36.0 増加させる

平成16年県
食育計画策
定時

22 61
全国体力調査（全国平均を上回った項目数）
（小３以上）

％
平成20年度

78
　　 平成24年度

　　76.6 注
増加させる

23 61
全国体力調査（全国平均を上回った項目数）
（中）

％
平成20年度

63
　　 平成24年度

　　64.6 注
増加させる

24 61
全国体力調査（全国平均を上回った項目数）
（高）

％
平成20年度

60
　　 平成24年度

　　68.8 注
増加させる

第４章 子どもたちの学びを支える学校教育環境の整備

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

25 69
研修で学んだことを活用した・活用する予定であると
答えた教員の割合

％ 67.2 93.2 95％以上

26 77
県立学校の耐震化率
（新潟県耐震改修促進計画に基づく建物）

％ 80.7 98.2
平成27年度

100

27 81 高校における経済的理由による中途退学者の人数 人 12 0 0
政策プラ
ン指標

＜生涯にわたる「学び」「躍動」「感動」を支える基盤整備＞

第５章 生き生きと学び続ける生涯学習環境づくり

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

28 83 県立図書館の入館者数 人 353,266 453,198 平成28年度

470,000
政策プラ
ン指標

29 85 学習講座等の受講者数 千日人 1,330 1,361
平成28年度

1,400
政策プラ
ン指標

30 85
｢生涯学習の成果を地域社会で役立てている｣学習者の
割合

％
平成24年度

58.8
60.8

平成28年度

向上させる
政策プラ
ン指標

第６章 競技スポーツの振興

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

31 87 国民体育大会の総合成績（天皇杯） 位 1 25 10位台

第７章 心に潤いをもたらす芸術文化の振興と地域文化の継承

指標
番号

記載
頁

指　標　名 単位 基準年指標値
実績値

（平成25年度）
目標値 備　考

32 91
県立近代美術館（万代島美術館を含む）の
年間利用者数

人 約200,000 325,906 240,000
政策プラ
ン指標

33 93 県指定文化財の指定件数 件 345 360 360

34 95 佐渡金銀山世界遺産登録 年
平成22年度

暫定一覧表掲載
推薦書案の作成

開始
平成29年度登録

を目指す

注　平成25年度の全国調査結果は平成26年10月公表予定
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Ⅲ まとめ

新潟県教育委員会は、平成25年度の事務の執行状況を点検・評価するに当たり、６

名の教育委員による教育委員協議会を開催し、議論を重ねてきた。その間には、学識

経験者として、新潟大学教授 松井賢二様、上越教育大学准教授 五百川裕様から示

唆に富む貴重な意見をいただいた。

これらの協議を通じて交換された意見を踏まえ、本報告書のまとめとする。

【総合評価】

○ 小・中学校では、Ｗｅｂ配信集計システム等を活用し、学習内容の定着状況

をきめ細かに把握して授業改善につなげるなどの取組を進めている。その結果、

平成25年度全国学力・学習状況調査では、小学校においては国語、算数ともに

全国の平均正答率を上回るなどの成果が見られた。一方で、中学校においては

数学が全国平均を下回り、依然として低下傾向にあるため、同システムのさら

なる活用等により、一層の授業改善を進めていく必要がある。

高等学校においては、魅力的で特色ある学校づくりを進めた結果、高校生活

に満足している生徒の割合が増加し、中途退学率が低下するなどの成果が見ら

れる。特色ある学校づくりをより一層進めるために、平成27年度から、各学校

の特色を生かした新しい入学者選抜を行うこととしている。

○ 「いじめ防止対策推進法」の施行及び国の「いじめの防止等の対策のための

基本的な方針」を受け、本県では「新潟県いじめ防止基本方針」を策定すると

ともに、いじめの防止等のための組織を設置するなど、体制整備を行った。

今後は、新しく策定した基本方針や設置した組織により、いじめの未然防止

を図るとともに、早期発見と適切な初期対応に努める必要がある。

〇 郷土愛を軸としたキャリア教育を早期から小・中・高一貫して進める取組を

行っている。平成23年から「キャリア教育推進事業」を進め、市町村主体の取

組を促すとともに、普通科高校でのインターンシップを促進するなど、全ての

学校、学科でキャリア教育を推進している。
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今後はさらに郷土への貢献意欲を醸成し、児童生徒が、自分の将来を自ら設

計していく力を育成するために、家庭・地域・産業界と連携しながら、より多

様な取組を進める。

〇 特別支援教育では、平成23年度に知的障害特別支援学校高等部３校へパイロ

ット的に設置した、職場実習や資格取得に必要な学習などを中心とした職業学

級の第１期生が卒業し、卒業生38人中37人が企業就労を果たすことができた。

本県高等部の生徒の約４割が一般企業への就労を希望していることから、職

業学級３年間の取組の成果を踏まえ、その設置拡大を進める必要がある。

○ 本県児童生徒の体力・運動能力は、概ね良好な状況にあり、特に小学５年生

と中学２年生の体力は全国上位を維持している。引き続き、児童生徒の発育段

階に応じた適切な運動・スポーツの体験をとおして、その楽しさや技能の向上

などの喜びを体験できるよう授業の充実を図るなど、教育活動全体を通じた体

力向上の取組の一層の充実を進めていく。

また、ジュニアを中心とした本県選手を選抜し、特別チームによる指導体制

を編成して行う強化活動を支援する「新潟から世界へ夢プロジェクト」により、

ソチオリンピックのメダリストを輩出するなどの成果があった。

今後も有望な人材を発掘し、一貫体制のもとで競技力向上に取り組んでいく。

○ 県民が生涯を通じて主体的に学習を行える環境の整備を推進するため、第２

次新潟県生涯学習推進プランを改定した。今後は、同プランに基づき、多様な

生涯学習情報の提供、生涯学習の相談・支援体制の整備などの取組を進めてい

く必要がある。

○ 県立図書館においては、利用者拡大に向けて、暮らしや家庭などをテーマと

した気軽に立ち寄れるコーナーを充実するとともに、話題性のある特別展示を

実施するなどの取組を行った結果、貸出冊数において過去最高を更新した。

平成27年４月に創立100周年を迎えるため、改めて図書館の取組をアピールす

るとともに、引き続き、利用者サービスの向上に努め、利用者拡大を図ってい

く。

○ 県立近代美術館開館20周年記念として「ルーベンス展」「特撮博物館」、万代

島美術館開館10周年記念として「ミュシャ展」「清水寺展」等の大規模な企画

展を行った結果、年間利用者が大幅に増加し、両館あわせて32万人以上を達成
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した。

今後も入館者数を維持していくため、効果的な情報発信を行うための広報や、

民間と連携した大規模展覧会の企画を進めていく必要がある。

○ 佐渡金銀山遺跡の世界遺産登録の早期実現に向けて、各種団体・企業・自治

体等が共同して平成26年１月に「佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議」を発

足させ、同会議とも連携して、佐渡金銀山遺跡に対する県民の理解促進や、将

来にわたる価値の継承に向けてさらなる取組を進める必要がある。

【県民の皆様へ】

本県では、基礎的知識や能力の習得を基本としながら、児童生徒一人一人を尊

重して、個性や能力を伸ばしていく「個を伸ばす教育」を基本理念に掲げ、様々

な教育施策に取り組んでいます。こうした中、近年、人口減社会への対応やグロ

ーバル化の進展など、明日の新潟の飛躍につながる取組が喫緊の課題となってい

ることから、それらに対応し、今後の教育施策の方向性を示した「新潟県教育振

興基本計画」を平成26年４月に新たに策定したところです。本計画では、「個を

伸ばす教育」という基本理念のもと、「ふるさとへの愛着と誇りを胸に、粘り強

く挑戦し未来を切り拓く、たくましいひとづくり」を今後目指すべき本県教育の

目標として掲げ、その実現に向け、各種施策に取り組んでまいります。

本県の教育施策の実現にあたり、今後とも皆様より、御理解と御協力をいただ

きますよう、よろしくお願いいたします。
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【教育委員からのメッセージ】

新潟県教育委員長 栗田 修行

本県教育行政の点検評価をできるだけわかり易くまとめ、報告させていた

だきました。御覧いただき、御意見御指導をいただければ幸いです。

平成26年度、国は「教育再生」の実行に向けた取組を加速させ、教育委員

会制度改革、いじめ防止対策推進法とそれに基づくいじめ防止基本方針の策

定、並びにいじめ防止等のための組織の設置義務、土曜日の教育活動の推進、

小学校における英語学習の早期化等々の施策を矢継ぎ早に打ち出しました。

学力の更なるレベルアップと、安全安心な教育環境を作ろうとする意図は

理解できますが、現場における実効性のある体制作りが今後の課題です。

現場の先生方からやる気と自信を持って指導に当たっていただくためにも、

今後の国、地方自治体の具体的支援と教育委員会の学校現場へのきめ細か

いフォロー、地域や家庭との連携がますます必要かつ重要になると感じます。

皆様の一層の御理解と御支援、御協力をよろしくお願いいたします。

新潟県教育委員 外山 迪子

この１年間の様々な教育の取組の「点検と評価」を行ってまいりました。

本報告書により年々教育の向上が確認できます。現場の先生方に感謝申し上

げ、深く敬意を表するものであります。

一方で、社会情勢が大きく変化している現在、求められるものは多様化し

ています。そんな中、学校においては基礎基本をしっかり見据え、一人一人

の個性を無限に広げる教育の実現を願っております。本県において「個を伸

ばす教育」に力を入れてまいりましたが、それが大きな実を結び将来の新潟

県を担う多くの人材が育っていくものと期待がふくらみます。そのためには

家庭学習の充実が望まれます。これからは一層、学校・家庭・地域が連携し

あい、地域の教育力を向上させなければと思っております。

この報告書が大いに活用され、今後の教育に生かされ、さらに本県の教育

の向上に役立つことを祈念いたします。

今後とも現場の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げます。



- 102 -

新潟県教育委員 吉川 美貴

本年もまた点検評価報告書を出す時期になりました。本年はさらにわかり

やすく見やすい報告書になったと思います。

県教育委員会の仕事は学校教育関連のみならず、図書館・美術館事業、生

涯学習関連、文化財・世界遺産登録事業等、非常に多岐にわたっております

が、まずはそれぞれの分野で今年もなお一層の御努力をいただきました教職

員、そして県職員の皆様に厚く感謝申し上げたいと思います。特に学校現場

におきましては、児童・生徒の知・徳・体の教育の充実はもとより、社会環

境の変化の中で顕在化してきた問題に対処すべく、地域全体で子どもを育て

る取組や、ふるさと教育、いじめ対策、食育、防災教育に至るまで、様々に

御対応いただいており、先生方の御尽力にはひたすら頭が下がるばかりです。

本年度も気持も新たに、教育の成果が、①子どもたちにしあわせで豊かな

人生を築いてもらうこと、②驚く新鮮な心＝「センスオブワンダー」の感性

を忘れないこと、そして、③他者・万物へ思いをいたすことができる奥深い

眼を育てること、になお一層つながるよう、微力ながら努めさせていただき

たいと思います。引き続き関係各位の御指導・御理解・御協力を切にお願い

申し上げます。

新潟県教育委員 山本 和則

平成25年度における新潟県の教育の一年間の活動記録として、この報告書

をまとめることができました。県教育委員会の目指しているところ、重点を

おいて取り組んでいるところがわかりやすく表記されていると思っておりま

す。

この「点検及び評価報告書」の作成にあたり、意欲的、精力的に作業を進

めていただいた事務局の皆様に、心より敬意と感謝の意を表したいと思いま

す。

近年、メディアの多様化とネット化により、それらの健全な使い方をどう

指導していくかも今後の大きな課題であります。郷土愛をもった子どもを育

て、その子どもたちが下校時に「県民歌」を口ずさみながら帰る。そんな姿

を想像して、教育を考えてまいりたいと思っております。様々なお立場の方

々より御意見、御批評を頂戴できれば、幸いに思います。
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新潟県教育委員 阿部 尚義

私には、大学４年生と１年生の子どもがいます。柏崎の小・中学校、高校

を卒業させていただきました。学業はもとより、大人への人間教育をしっか

りしていただいたと感謝しております。親の至らぬしつけや教育を教職員の

皆様から支えていただき、心より感謝しております。子どもたちは、大人に

なるにしたがってその意味を実感していくことと思います。

また、ＰＴＡでは「親育ち」「親業」について勉強をさせていただきました。

現場の先生方は教育への情熱を強くもって、大変よく仕事をされており感謝

している次第です。児童生徒への熱烈な愛情を何度となく感じました。子ど

もの成長を正しく加速させるには、先生方の情熱と「親育ち」による家庭教

育が最も重要なポイントではないかと考えております。教育委員として、先

生方からいただいた御恩を少しでもお返ししたいと考えております。まだま

だ、至らぬことがたくさんありますが、一つでも二つでも先生方へお返しし

ながら、より良い新潟県の教育行政が行えますよう努めてまいりますので、

皆様から今後とも御指導をいただければ幸いです。

新潟県教育長 高井 盛雄

高度情報化やグローバル化の進展など、社会情勢が大きく変化する今日に

おいて、時代の変化に対応できる人材を育んでいくことが、これまでにも増

して重要となっています。また、国の教育再生実行会議の場において、大学

入試の在り方や「６・３・３・４制」の見直しなど、改革に向けて様々な議

論が進められ、特に教育委員会制度については平成27年度から新制度がスタ

ートするなど、教育を取り巻く環境が大きく変化しようとしています。

今後は、本年４月に公表した「新潟県教育振興基本計画」に基づき、「個を

伸ばす教育」を基本理念とし、本県独自のキャリア教育の推進、特色ある学

校づくり、さらにはグローバル化への対応やＩＣＴ教育など、様々な教育施

策に取り組むこととしています。本県には恵まれた自然環境や地域に根ざし

た多様な文化、世界に通用する産業技術や粘り強い県民性など、ひとづくり

を支える多くの誇るべき長所があります。こうした長所を生かしながら、未

来の宝である子どもたちの健やかな成長を願って取組を進めてまいります。

本県教育の向上に向けて引き続き各位の御理解と御協力をお願いします。
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＜ 資 料 編 ＞

Ⅰ 新潟県教育の主な基礎データ
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教育委員会所管予算の推移

（百万円）
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Ⅱ 新潟県教育の現状

＜義務教育＞

１ 授業改善の取組を進めています！

２ 「深めよう 絆 県民運動」の成果が表れています！

「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思う」と答えた児童生徒の割合の推移

小学校６年生 中学校３年生

※Ｈ２３は、調査未実施

（１）小学校６年生「全国学力・学習状況調査」

（２）中学校３年生「全国学力・学習状況調査」

小６全国平均正答率との差（年次推移）

中３全国平均正答率との差(年次推移)
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＜高校教育＞

１ 高等学校等への進学率は99.４％です！

２ 高校生活の満足度が高まりました！
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３ 高等学校中退率は全国より低い水準が続いています

４ 約半数の生徒が大学等へ進学しています（大学進学率）

＜保健・体育＞

１ 小学生の体力は、全国トップクラスです！

平成15年度の全国値（50）と比較したＴスコア合計値の年次推移（小３～小６年）

２ 中学生の体力は、全国レベルです！

平成15年度の全国値（400）と比較したＴスコア合計値の年次推移



- 111 -

３ 国体男女総合成績の目標は、10位台です！

国体開催県の年次別総合成績の推移

４ 子どもたちのむし歯の少なさ数は全国トップを維持しています！

新潟県12歳児の１人平均むし歯数の推移

５ 子どもたちの交通事故死傷者数は減少しています！

平成15年の数値を０としたときの死傷者数の減少率年次推移

６ 日本の食文化を継承する米飯給食が進んでいます！

１週間における米飯給食実施回数の年次推移
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Ⅲ 平成25年度新潟県教育委員会刊行物一覧

以下の刊行物については、新潟県庁１階の行政情報センターで閲覧できます。

刊　行　物　名 発行年月 所管課

教育施策の概要 平成25年４月

平成24年度教育調査資料第１集　高等学校等入学状況調査報告書 平成25年８月

平成24年度教育調査資料第２集　学校要覧 平成25年11月

平成24年度教育調査資料第３集　大学等進学状況調査報告書 平成25年10月

平成24年度教育調査資料第４集　地方教育費調査（平成24会計年度）報告書 平成26年３月

教育だより新潟「かけはし」№34、№35 平成25年７月
　　　　12月

ＰＲＯＪＥＣＴじょうえつ　　　　　　　(上越教育事務所　発行) 平成26年３月

授業改善のポイント2014　　　　　　　　(中越教育事務所　発行) 平成26年３月

「教育下越」特別号「Teacher's2014」 　(下越教育事務所　発行) 平成26年２月

平成26年度　学校教育の重点 平成26年４月 義務教育課

公立高校入学者選抜に係るパンフレット  「選ぶのは君だ!」 平成25年６月

スクールライフ  サポートブック 平成26年３月

奨学金ガイド 平成26年３月

第２次新潟県生涯学習推進プラン（改訂版）-学びを楽しみ社会に生かす- 平成25年９月

第２次新潟県生涯学習推進プラン（改訂版）【概要版】 平成25年９月

生涯学習・社会教育の現状 平成25年９月

新潟県の図書館　　　　　　　　　　　　　  　(県立図書館　発行) 平成25年10月

新潟県立図書館年報　　　　　　　　　　　　　(県立図書館　発行) 平成25年７月

はぐくみネットワーク 平成26年３月

平成25年度新潟県内の生涯学習取組事例集
　　　　　　　　　　　　　　(県立生涯学習推進センター　発行)

平成26年３月

平成24年度新潟県文化財年報 平成25年10月

平成24年度市町村文化行政の現状 平成25年12月

新潟県立近代美術館／新潟県立万代島美術館　平成24年度年報
　　　　　　　　　　(県立近代美術館／県立万代島美術館　発行)

平成26年２月

小児の歯科疾患の現状と歯科保健対策 平成26年３月

定期健康診断に基づく疾病状況調査集計表 平成26年３月

学校保健安全等統計資料集 平成26年３月

新潟県の学校体育 平成26年３月

健康増進・体力向上の取組事例集 平成26年３月

文化行政課

保健体育課

総務課

高等学校教育課

生涯学習推進課
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＜参考１＞地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号)抜粋

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第27条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（中略）の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会

に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。

＜参考２＞教育に関する事務の点検及び評価の実施に関する規則

平成20年３月31日

新潟県教育委員会規則第11号

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162

号。以下「法」という｡)第27条の規定に基づき、新潟県教育委員会（以下「教育委員

会」という｡)が実施する教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価につ

いて、必要な事項を定めるものとする。

（点検及び評価の対象及び時期）

第２条 点検及び評価の対象は、法第23条各号に掲げる事務及び教育施策上の重要課題

とする。

２ 点検及び評価は、毎年度、前年度の前項に規定する事項について行うものとする。

（資料の整理等）

第３条 点検及び評価に資するため、事務局（法第18条に定める事務局をいう。以下同

じ｡)は、前条第１項に規定する事項について、必要な資料を整理する。

（点検及び評価に係る会議等）

第４条 点検及び評価を行うため、教育委員会は、協議会(新潟県教育委員会会議規則(昭

和39年新潟県教育委員会規則第12号)第９条に定める協議会をいう。以下同じ｡)を開

催する。

２ 法第27条第２項に定める学識経験者の知見を活用するため、教育委員会は前項に規

定する協議会に、学識経験者の出席を求める。

（議会報告等）

第５条 教育委員会は、協議会の検討を踏まえ、点検及び評価の結果に関する報告書を

作成し、これを新潟県議会に提出するとともに、公表する。

（庶務）

第６条 点検及び評価の実施に関する庶務は、教育庁総務課において行う。

附 則

この規則は、平成20年４月１日から施行する。
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